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論 文 要 旨  
都市イノベーション専攻 氏名 橘 雅哉   

Masaya TACHIBANA 

論文題目 小規模温水２管式地域熱供給配管網の経済的最適化に関する研究 

和訳または 
英訳 

Study on Economic Optimization of Hot Water Two-Pipe  
Local Heating Network 

省エネルギーの追求、再生可能エネルギーの活用の観点から地域熱供給は世界的に供給温
度の低温化、配管材料の樹脂管化といった第４世代への移行が進んでいる。そのため、小規
模なバイオマス利用のLocal Heating(Nahwärme)の設置が中部欧州を中心に増加傾向にある。
それに呼応し我が国においても、近年木質バイオマス利用に見られるような小規模温水 2 管
式地域熱供給配管網置事例が増加してきた。しかしながら、従来の大都市中心の熱供給事業
に比べ、そうした小規模熱供給は配管線長に比し供給熱量が小さく、配管網建設ならびにそ
の運転の経済性向上が事業性の上で大きな課題となっている。 

本研究においては、そうした小規模温水 2 管式地域熱供給配管網における建設費・熱損失
費・ポンプ運転動力費といった支出の合計を最小とするような経済的に最適な配管管径を求
める論理的手法を開発、プログラミング化し、そのプログラム活用の効果を検証した。また、
併せて我が国における熱供給配管網の敷設におけるコスト構造を明らかにした。 
 

 第１章では,研究の対象となる地域配管網に着目する理由を明確にし,熱供給インフラの社
会的意義,脱炭素に向けての有用性を示した。次に,熱供給インフラに配管網が欠かせない施
設である点と,我が国においては諸外国に比べ整備が立ち遅れている点について言及した。
そして,現在までの既往研究の状況について表し,土木工事費まで含めた市場流通管の呼び径
による経済的最適口径算定手法の意義を示した。 
 第２章では,配管網の種類とその構成要素を示し,経済的最適化を図るうえで決定的な要素
となる配管径について言及した。そして,配管径の経済的最適化の段階として,直管の線長当
たりでの最適化から,配管網での経済的最適化に至る道筋を明確にした。また,経済的に最適
な管径を求める手段として固定費と変動費を併せて評価するための年価法について解説する
と共に,配管網での年価の構成を示し,固定費・熱損失費・ポンプ運転費の年価の総計の最小
値から市場流通管での経済的最適呼び径を導く本研究独自の考え方を明らかにし,算出フロ
ーを明らかにした。 
 第3章では, 第２章で展開した理論を検証するために収集した基礎データについて解析し
た結果を示した。具体的には, 固定費の中の配管敷設費用に占める直接工事費に対する間接
工事費の割合を文献による調査と,実際の見積事例の調査により明らかにした。さらに,配管
ファブリケーターおよび配管メーカーの資料に基づきサービス管外径とジャケット管外径の
関係式,およびサービス管外径と配管材料費と配管接続費の関係を表した。また.土木工事費
は配管が埋設される場所によって異なるため,典型的な埋設場所である緑地,歩道,車道につ
いて標準断面を示し,土木工事費の構成を明らかにし,土木工事数量の構成を表し,各埋設場
所に応じた各工事別の土木数量とサービス管外径の関係式を示した。 

以上により、我が国における熱供給配管網の敷設におけるコスト構造を明らかになった。 
 第4章では, 単位配管線長あたりでの配管口径の経済的最適化計算についてモデル検討を
行った。具体的には,熱負荷の前提条件を３地域に渡り設定し,経済的最適化口径がどのよう
になるかについて計算例を補助金率別に示した。その結果,年間の累積暖房負荷の大きい地
域ほど口径が大きく算出される傾向が明らかとなった。また,補助金率を上昇させると固定
費の割合が下がるためやはり口径は大きく算出されることがわかった。 
 さらに,設計流量と固定費に対する掛け率,全負荷相当運転時間の関係をグラフ化した結
果,想定しうる最適化口径配管種別におおよそ予測できることがわかった。 

さらに、3章で示した標準工事断面別の工事線長当たりの配管建設費について,配管種別,



II 
 

口径別に算出し工事費に占める配管材料費,配管接続費,土木工事費の割合の変化を表し,小
口径配管であるほど土木工事費の影響が大きいことを明らかにした。 
 第５章では,前章までに行った配管工事線長あたりの口径経済的最適化を熱供給配管網に
発展・適用したモデル検討結果を示した。その結果本研究プログラムを用いたモデル配管網
での計算結果の提示と解析により,本計算理論の活用が従来の口径算出方法に比べより経済
的な配管径を算出できることを明らかにした。 
 
 以上のように、小規模熱供給事業の成立に重要な熱供給配管網の経済的最適化を図る方法
として本手法を開発し、その有用性を検証した。今後、本研究で示した経済的最適化理論の
適用が、我が国における小規模熱供給事業の成立に寄与し、再生可能エネルギーの一層の活
用に資すると期待できる。 
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2 

１．序論

1.1 研究の背景

1.1.1 地域熱供給の役割

現在, 地域熱供給は環境にやさしくかつ省エネルギー的な冷暖房手段として世界中の多く

の都市で積極的に導入されてきている。

地域熱供給は暖房,給湯,冷房などの熱エネルギーを一か所または複数箇所のプラントで集

中的に製造し,熱供給配管網によって需要家に供給するシステムであり、熱供給プラントと熱

供給配管によって構成されている(図-1.1)。2次エルギーである電力・ガスなどと異なり,熱

といった 終エネルギーを供給する点が 大の特徴であり,プラントでの高効率な機器による

熱製造のため、建物個別の熱源での熱製造より効率が高く省エネルギーに資するインフラス

トラクチャーであると認識されている。

また,従来海外においては発電に伴う排熱の供給,国内においてはゴミ焼却排熱やコージェ

ネレーションからの熱供給,河川水・海水・下水処理水などの未利用エネルギー利用による冷

温熱製造などが行われ,建物単体の熱源では成しえない地域規模での熱の効率的利用が可能な

ことから,省エネルギー,化石燃料の削減による地球温暖化に資する施設として今日一層期待

されている(図-1.2)。

図-1.1 地域熱供給のシステム構成

図-1.2 地域熱供給の個別冷暖房に体する省エネルギー効果(2006年度実績) 1-1)

清掃工場等

需要家建物

熱供給配管

熱供給プラント
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1.1.2 地域熱供給の発展と脱炭素化 

 

図-1.3 海外と日本における地域冷暖房の変遷 (1-2)1-3)1-4)1-5)より筆者作成） 

(1)海外での地域熱供給の発展 

第1世代 

地域熱供給は19世紀後半にドイツとアメリカでほぼ同時期に始まった。熱源としては火力

発電所の発電排熱がメインであり,ポンプ技術が発達していなかった当時，高温の蒸気を蒸気

タービンから抽気し直接供給する供給形態がとられていた。当時配管は金属しか選びようが

なく,必然的に供給配管網は鋼管で構成された。また,配管の断熱材と外装については,直埋設

に堪えるものはなく,専用のピット内に設置されるのが常であった。現在では国際的には地域

熱供給におけるこの時期を第1世代と称する(図-1.3)。 

第2世代 

1930年代になると,ポンプ技術の発達と費用の低廉化により, 蒸気よりも温度制御性にすぐ

れる温水による暖房が増加し,建屋内での暖房が蒸気利用の放熱器から温水利用の放熱器に切

り替わってきた。その変化に呼応し,新設される熱併給発電所からの供給熱媒は高温水へと変

わっていった。暖房負荷が小さい季節には,熱併給発電所からの高温水の供給温度はピーク時

に比べ下げることが可能になる。この高温水取り出し温度変化は抽気タービンの抽気圧力の

低下により実施されるため,発電効率の上昇を伴うことになる。また,供給熱媒温の低下は供

給配管網からの熱損失も低下させることになるため,高温水供給を前提とし,外気温に応じ供

給熱媒温度をスライドさせる制御がこの時期に始まった。しかしながら,熱供給配管は依然と

して鋼管であり,専用ピットへの敷設が行われていた。技術開発により戦後エアスペース付の

二重鋼管が開発され直埋設も行われるようになった。この時期は第２世代と呼ばれ、1970年

第1世代 第2世代 第3世代 第4世代
1970～ 2017～

1973 1992 1997 2015

石油危機 地球ｻﾐｯﾄ 京都議定書 ﾊﾟﾘ協定エポック

年代

世代

供給熱媒
蒸気供給 高温水供給

100℃以上

温水供給

80℃以上100℃未満

低温水供給

30℃以上70℃未満

エネルギー源 石炭 石炭、石油 石炭、ごみ、バイオマス
再生可能エネルギー

バイオマス、太陽熱、地中熱

技術

・熱併給発電所
からの熱供給

・ピット内配管

・熱併給発電所、ごみ焼却場からの熱供給
・合成樹脂被覆断熱鋼管による直埋
・コンパクト受入施設
・小型ＣＨＰ

・熱併給発電所
からの熱供給

・ピット内配管

・熱併給発電所、ごみ焼却場からの熱供給
・合成樹脂断熱配管による直埋
・蓄熱
・小型ＣＨＰ
・ヒートポンプ

2011

東日本大震災

公害対策

省エネルギー

地球温暖化対策

ﾋｰﾄｱｲﾗﾝﾄﾞ対策

ＢＣＰ

日本

技術

・大型ターボ冷凍機
・吸収式冷凍機
・炉筒煙管ボイラ

・ヒートポンプ
・蓄熱槽
・熱回収

・CHP
・未利用ｴﾈﾙｷﾞｰ利用

・木質バイオ利用
・合成樹脂断熱配管による直埋

熱供給の

テーマ

世界

評価
BREEAM
1990

LEED 2000

CASBEE 2001

WELL
2014

PAL&CEC
1979

1880～ *1

*3

1930～ *2 *4

再生可能エネルギー利用
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代～1980年代前半まで続くことになる。我が国はこうした第2世代の時期に欧米から地域熱供

給に関する技術を導入した経緯があり,北海道に現存する初期の温熱のみの供給システムで

は,欧州における高温水供給技術が色濃く反映されている。 

1970年代には石油ショックがあり,各国で省エネルギーへの要求が高まった。この時期,中

部欧州の主要都市においてはほとんどで地域熱供給が実施されており,特にデンマークでは

1975年から1980年までで熱市場における地域熱供給のシェアは30%から35%に上昇している。

また,配管からの熱損失を削減させる観点から90℃～120℃の高温水に達する送水温度帯を見

直し,85℃～90℃といった温度を年間ほとんど変えないような試みを開始している1-6)。この時

期,デンマーク同様スウエーデンなどでも地域熱供給のシェアは高く,同二か国では第２世代

の技術的対応では熱市場における地域熱供給のシェアは十年以内にほぼ飽和に近い水準に達

する言われていた。 

第3世代 

1980年代になると地域熱供給配管に技術的な飛躍があった。それが合成樹脂被覆断熱鋼管

の登場とプレート熱交換器の価格の低廉化である。それまで、二重鋼管を除いては地域配管

の直埋設は行われていなかったが,工場で断熱材を装着した合成樹脂被覆断熱配管は専用ピッ

トを不要とし直埋設を可能とした。また,同管を用いる工事現場においては断熱工事が不要,

溶接はサービス管のみですむため，二重鋼管のようにジャケット管の溶接も不要となり,工期

の短縮,工費の低減化が可能となった。また,小型の高性能プレート熱交換器の登場により,そ

れまで一般的だったプラントからの供給熱媒を建屋内に直接取り込むブリードイン方式から,

熱交換器を介する間接方式が可能となり，地域配管網側との圧力及び使用温度帯のデカップ

リングができるようになった。このため,既存建物への地域熱供給の導入時の圧力と温度制約

条件が大幅に緩和され,配管材料の革新と共にそれまで市場でのシェアが飽和に近いと考えら

れていたデンマークなどでもさらなる地域熱供給の発展が可能となった。 

欧州各国では,省エネルギー政策の推進により建物の断熱が強化され熱負荷が減少し始めた

ことから,建物内では既存の放熱器のままでも暖房用温水供給温度の低下が可能となった。こ

の状況に積極的に取り組んだのがデンマークである。同国では1980年代中盤から,地域配管の

さらなる低コスト化を狙い断熱樹脂管の導入を試みるようになってきた。高温水では断熱樹

脂管の使用は不可能であるが、普通温水の温度帯(90℃以下)であれば架橋ポリエチレンのサ

ービス管が使用可能となる。また,小口径の断熱樹脂管であれば現場に長尺のロールで搬入が

可能となるため,鋼管にくらべ大幅に配管接続工事の削減が可能となる。このことにより配管

敷設コストは従来の鋼管に比べ大幅に低下し,それまで不可能と言われてきた熱負荷密度の小

さな個別建屋住宅への熱供給がデンマークで可能となった。 

また,ベルリンの壁崩壊を端緒とする東西冷戦の終結により,欧州においては地球温暖化防

止への対応が主要なテーマとなった。このため,非化石燃料への転換の圧力が高まり,地域熱

供給においても再生可能エネルギーとして木質バイオマス,畜産バイオマス,地熱,太陽熱など

が利用されるようになってきた。その傾向は今につながるものである。 
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第4世代 

現在欧州においては,熱供給温度のさらなる低下が目指されている。前述のように供給熱媒

温度の低下は,配管からの熱損失を低下させるのみならず,熱併給発電所での発電効率の向上

ももたらす1-6)。また, 熱供給温度の低下は太陽熱による熱供給,立地によってはバイオマス,

地熱やヒートポンプによる普通温水熱供給も可能するものである(図-1.4)。その結果,安価な

断熱樹脂管と利用とも相まって,第３世代まではほとんど中規模都市に限られていた地域熱供

給が小都市,農村部まで広がるようになってきている。 

これらの「小規模熱供給」は通常温水往還の2管式のシステムで構成されており,それまで

の熱供給(District Heating(英)/Fernwärme(独)と別の呼び方で表される場合が多い。日本語

に適切な訳語はないがLocal Heating(英)/Nahwärme(独)がそれに当たる。 

このように第4世代の熱供給は脱炭素化と相まっており,地域熱供給熱源の再生可能エネル

ギーの利用への転換を図る上で,森林資源,太陽熱,地熱等の活用には今後一層の拍車がかかっ

ていくと考えられる。 

 

図-1.4 地域熱供給の発展と供給熱媒温度の変遷1-7) 

 

(２)我が国での地域熱供給の発展（図-1.5） 

第１の波 

我が国においての地域熱供給は大気汚染防止といった公害対策の一環としてその歴史が始

まった。当初は寒冷地である北海道では温熱のみの供給による２管式システム,冷暖房の両方

が必要な本州においては地域冷暖房の形の冷水・蒸気供給の4管式システムの形が標準的であ

った。この時期が我が国における地域熱供給の揺籃期であり第１の波の時代である。 

第２の波 

次に,国際的には第３世代といわれる1980年代,省エネルギーと都市開発に伴い,地域冷暖房

としては第２の波が訪れた。この時期,ヒートポンプ蓄熱式の熱供給システムが登場する。ヒ

ートポンプ式の温熱供給の場合には暖房用温水温度は50℃程度であり,配管システムは冷水・

温水の4管式となる。そのため,蒸気・高温水に比べ地域配管からの熱ロスは大幅に抑えるこ

とが可能となった。また,蓄熱槽を活用するため,その構築技術,蓄放熱技術の蓄積が図られ



 

6 
 

た。さらに,ヒートポンプの製造,インバーターによる省エネルギー制御,熱回収による熱製造

効率の向上技術も加わった。こうした我が国における1980年代～1990年代に開発・実証され

た技術は,国際的にみてもこの次に続く第4世代の世界の地域熱供給に資する技術の集積であ

ると言える。その後バブル崩壊により都市開発が停滞すると熱供給点数の増加にもブレーキ

がかかった。しかしながら,この時期国際的には地球温暖化対策による脱炭素化,国内では東

日本大震災を契機とするBCPの進展などにより,地域熱供給にもさらなる省ネルギー化・防災

対応機能が求められるようになってきた。 

 
図-1.5 社会の変遷と日本の地域冷暖房1-8) 

第３の波 

日本の地域冷暖房の普及に貢献してきた都市環境エルギー協会(旧地域冷暖房協会)の協会

設立50周年記念座談会(第Ⅰ部～第Ⅲ部)においても,2050年の脱炭素化といった大きな命題が

加わった第３の波が今後到来するのではないかと言われている1-9)。 

図-1.5に示されている供給区域数は熱供給事業として登録されている区域であるが2000年

以降は増加していない。しかしながら,熱供給事業登録の対象となっていない地点熱供給と称

される供給区域は増加傾向にあり,2021年の都市環境エネルギー協会調査によると279地点で

前回調査時(2008年)に対し57地点増となっている。 

このように,国際的には第４世代,国内においては第3の波,そのいずれの動きでも脱炭素化

と再生可能エネルギー利用による地域熱供給の推進が求められている。その中で,森林資源、

地熱が豊富な我が国において建物での熱利用を考える場合に,それらの資源が有効に使える地

産地消型の熱利用が有効な手段だと言える1-9)。そのため,脱炭素化実現のためには,木質バイ

オマス利用などのような小規模熱供給の採用を検討の遡上に乗せねばならない時代となって

きている。  
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1.1.3 小規模熱供給の現状 

ここでは小規模熱供給が進んでいる欧州と日本の現状を比較するために,我が国同様の森林

資源国であるオーストリアの例をまず挙げる。 

オーストリアは人口約800万人,国土面積は日本の約20%であるがその46%が森林で覆われて

おり林業の盛んな国である。それに引き換え我が国は国土の約67%が森林あるが,年間の木材

生産量は1,600万㎥とほぼオーストリアと同規模である1-10)。そのオーストリアでは,1985年代

以降地域熱供給に占めるバイオマスの割合が急速に増加している(図-1.6)。今世紀に入って

の地域熱供給量の伸びはほぼバイオマスによっている言っても過言ではない。 

 

図-1.6 1985年から2019年までのオーストリアにおける 

地域熱供給エネルギー源の変遷1-11) 

 

また,オーストリアにおけるバイオマス熱供給施設は2020年現在で2,397か所あり,平均する

と約900kWの出力,熱供給量2.7GWh/年となり,比較的小さな小規模熱供給施設群であるといえ

る。また,バイオマス利用の地域熱電併給施設も151か所存在し,平均の電力供給量10.7GWh/

年,熱供給量26.1GWh/年と熱供給専用施設と比べると10倍ほど大きな施設となっている(図-

1.7)。 

熱供給導管の線長は千差万別で,100m程度から数十kmに達する配管網も存在する。こうした 

木質バイオマス熱供給は木材の調達が容易な農村部で1985年中期より始まり,その後州政府の

支援もあり,農家による小規模経営を主体として急激に設置数を増やしていった1-10)。 
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図-1.7 オーストリアにおけるバイオマス地域熱供給施設の立地 2020年-2021年1-12) 

以上がオーストリアの例であるが、我が国においても遅ればせながら近年木質バイオマス

利用の小規模熱供給 (図-1.8 )が増えつつある。 

その多くが木質バイオマスの調達と搬送が安価に行える地方小都市にあり, 2022年現在19

地点23供給網が確認されている。また,そのほとんどはここ10年間に設置されたものであり, 

増加速度は無視できないものとなっている。 

 

図-1.8 我が国における木質バイオマス利用地域熱供給網 (1-13)～1-32)より筆者作成） 
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さらに, 熱供給地点ははオーストリアに比べると少ないものの,平均の熱供給規模は一地点

当たりの860kWとオーストリアのそれとさほど変わりがない。 

木質バイオマス利用の小規模熱供給の国内代表事例として,配管網の小規模なものと大規模

な二例を挙げる 

(1)徳島県神山町大埜地集合住宅 

徳島県名西郡神山町神領大埜地にある大埜地集合住宅は,地域の木材資源を活用する目的で

建ててられた集合住宅である。建物は20戸の住宅とオフィス、コモンハウスで構成さている

が全て木造である。これら建物群の給湯・暖房用に木質ペレット焚き温水ボイラー２台(オー

ストリアKBW社製：65kWx２台)が設置され(図-1.9),蓄熱槽を用いて年間を通じて熱供給を行

っている(図-1.10 )。建物群は2021年4月に全て竣工したばかりであり,今後の施設の運転状

況の報告が期待される。 

 

図-1.9 大埜地集合住宅における木質バイオマス利用小規模地域熱供給システム 1-32) 

 

 

図-1.10 大埜地集合住宅における地域熱供給実績 1-32) 
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熱供給配管は断熱樹脂管のツリー状配管網の直埋設方式であり,国内事例としては珍しい往

還２本を断熱材で共巻きにした配管である(図-1.11)。サービス管は架橋ポリエチレンで,発

砲ポリウレタン断熱の上ポリエチレンのジャケット管により保護されている(オーストリア

Radius-Kelit社製)。プラント出口の 大径は65mmφとなっている。 高使用圧力は

0.6Mpa(80℃の場合),配管線長は286mである1-27)。 

 

 

 

図-1.11 大埜地集合住宅における熱供給配管網 1-27) 

 

(2)岡山県西粟倉村熱供給 

今回の国内木質バイオマス利用小規模熱供給調査事例の中で も配管線長が長い熱供給シ

ステムである。線長は1520mにおよんでおり,５か所の建物に熱供給を行っている(図-1.12,図

-1.13)。同村の森林面積は多く,林業の再生の一環として木質バイオマスのネネルギー利用が

計画された。 
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エネルギーセンター内には360kWの木質チップ焚き温水ボイラーが2基あり,５施設の暖房給

湯熱源として機能している(イタリア：ダレスサンドロ社製)。 

熱供給配管は断熱樹脂管のツリー状配管網の直埋設方式であり,国内事例としては一般的な

往還１本ずつの配管である。サービス管は架橋ポリエチレンで,発砲ポリウレタン断熱,薄手

の波型鋼管で補強の上ポリエチレンのジャケット管により保護されている(三井金属エンジニ

アリング㈱社製GNGAR)。 高仕様圧力は1.0Mpa, 高使用温度は95℃で,プラント出口の 大

径は65mmφとなっている。 

 

 

図-1.12 西粟倉村における木質バイオマス利用小規模地域熱供給システム 1-33) 

 

 

図-1.13 西粟倉村における熱供給配管網 1-33) 
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1.1.4 小規模熱供給熱供給配管網の経済的最適化の意義 

1.1.1で表したように,地域熱供給システムは熱供給プラントにおいて極めて効率よく熱を

製造するシステムであり,現在は世界的に再生可能エネルギー利用の流れから,供給温度の低

下と小規模化が進んでいることを1.1.2で示した。 

地域熱供給の特徴は,集中して製造される熱が,温水,冷水,蒸気,高温水,熱源水などの熱媒

として配管を通じて需要家に送られることにある。この熱媒を送る配管網は通常往管と還管

の２条から構成されており,他のインフラストラクチャーにはない熱供給独自のものとなって

いる。しかしながら,プラントで効率的な熱製造が行える反面,その熱の輸送にかかるポンプ

動力,熱損失,配管網投資などは個別建物には存在しないものである。熱供給プラントで効率

を上昇させた半面,熱搬送エネルギーを使うため,この熱輸送のための熱供給配管網をいかに

無駄なく経済的に建設,運営するかが地域熱供給の効率面,経済性の面で重要なファクターと

なっている。 

 

しかしながら, 費用の観点からは,国内・国外を問わず,熱供給配管網の建設が大きな割合

を占めており, 熱供給配管網をいかに経済的に建設, 運営するかが熱供給事業の成否を左右

すると考えられている1-34)。ちなみに各国別の熱供給配管の敷設距離の比較を図-1.14に示

す。ロシア,中国,欧州各国に比べ,我が国での配管網の整備が遅れていることが理解できる。

また,同じ東アジアである韓国の2037kmの三分の一程度とどまっていることがわかる。 

 

図-1.14 地域熱供給配管距離の比較 (1-35)より筆者作成） 
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我が国では,熱供給事業に属する熱供給システムは,その多くが大都市に存在するが,配管ル

ートでの先行地下埋設物,工事時の交通規制等制約が多い。このため, も安価な配管設置の

ための開削工事が採用できない場合が非常に多い1-36)。図1-15に配管敷設費用の国内外比較例

を示す。配管は温水配管で既断熱鋼管で口径は600mmである(デンマークのみ500mmφ)。これ

によれば,国内での熱供給配管敷設は非常に高価であり,配管網の普及にはこの経済性の向上

が不可欠であることが理解できる。 

日本で熱供給事業が始まり約50年が経過したが,地点数としては2022年現在登録地域数132

地点である1-37)。それに対し木質バイオマス熱供給はまた,配管網建設にあたり補助金が利用

される場合も多い。こうした小規模な温熱供給システムでは, 熱供給密度が大都市の熱供給

に比べ低いため, 配管網を経済的に建設するための手法を得ることは事業の成立への大きな

寄与となる。 

 

 

図-1.15 地域熱供給配管敷設費用(直埋設方式)の比較 1-34) 
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図1-16に我が国における熱供給事業と木質バイオマス熱供給の配管線長と配管線長当たり

の温熱機器容量の散布図を示す。データは熱供給事業便覧(令和３年度版)1-38)に示された熱源

容量と下記要領で算出した配管線長を元に計算した。上記便覧の各地点での蒸気配管長,温水

配管長の1/2の も長いものを温熱用配管線長として想定している。この際,Uベンドなどの伸

縮接手による長さなどは考慮されていない。 

また,木質バイオマス熱供給については,文献より配管実長の示されているものはその1/2

を,図面に線長が表されているものはその値を,配管配置図しかないものは筆者が図面より測

ったものを用いている1-13)～1-33) ,1-38))。この比較から,木質バイオマス熱供給の配管線長が熱供

給事業に比して相対的に短く,かつ単位線長あたりの温熱熱源容量も熱供給事業に対し1/10以

下と小さいことが理解できる。 

図-1.16 我が国における熱供給事業と木質バイオマス熱供給の配管線長と 

単位線長当たりの温熱熱源容量についての比較(1-13)～1-33,1-38))より筆者作成） 

 

 

また、同様に配管線長と配管線長当たりの年間熱供給量を図1-17に示した。同図から単位

線長当たりの温熱熱源容量と同様に,木質バイオマス熱供給の配管線長当たりの年間熱供給量

は熱供給事業に比べて非常に小さいことがわかる。熱供給事業の配管線長当たりの温熱供給

量が1.8MWh/年/m～575.8MWh/年/mであるのに対し,今回研究対象としている小規模熱供給配管

網については0.6MWh/年/m～38.0MWh/年/mと著しく低い現状を示している。 
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は,1.8MWh/(m･導管線長)であるが, 1.0MWh/(m･導管線長)以下の例も多い。オーストリアの地

域熱供給の導入目安が900kWh/(m･導管線長)以上としており1-39),我が国における実施例は若干

その値を下回るものはあるものの,ほぼ近い水準であることがわかる。 

しかしながら, 配管線長当たりの年間熱供給量が熱供給事業に比べ非常に小さいというこ

とは,収入である熱販売量に対して支出にあたる熱搬送にかかる費用(ポンプ動力費,熱損失

費,配管網建設にかかる固定費)などの負担が熱供給事業に比べ相対的に大きいことを意味す

る。そのため､こうした木質バイオマスによるような小規模熱供給の事業的な成立のために

は,熱搬送系である熱供給網の経済性(変動費及び固定費)の一層の向上が求められる。 

 

 

図-1.17 我が国における熱供給事業と木質バイオマス熱供給の配管線長と 

単位線長当たりの年間温熱供給量についての比較(1-13)～1-38)より筆者作成） 
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1.1.5 従来の配管径決定手法と課題

図-1.15に示した都市部における熱供給事業における配管工事費は諸外国と比べても非常に

高いことは,経済的観点からは流速・摩擦損失の許す範囲で極力管径を小さくとらざるを得な

いといった現状の配管径決定手法に通ずる。

それに対し,木質バイオマス利用の小規模熱供給は,配管網建設のための制約が大都市と比

べると少ない地域で行われており,そのほとんどが比較的安価な開削工法により実施されてい

る。そのため, 配管線長当たりの年間熱供給量が低いといった経済性での不利な面を,相対的

に安価な配管網建設費によりカバーできる可能性を示している。また,配管網に対する補助金

の利用も配管網建設に対する経済性の向上に寄与する。このため,今後増加が予想される地方

都市における小規模熱供給の普及をはかるには,配管網の建設と運転の経済的 適化を図るこ

とが一義となる。

以上の観点から,本研究においては,配管種の違い,配管設置場所の違い,熱負荷状況の違い,

補助金の影響等様々な条件を反映し熱供給配管網の経済的 適化を図るプログラムを構築す

ることを目標とする。

今日まで通常の地域熱供給配管網の設計においては,管種によっても異なるが80A～125A以

下の小口径の場合は 大流量での単位長さ当たりの摩擦損失, 中～大口径においては 大流

速における経験的な数値を用いることによって決定されている。図1-18には制限流速3.0m/s

とした場合のチャートを示す。この場合,黄色の部分が配管径の選択範囲となる。

図-1.18 通常の設計における設計流量からの配管径決定法1-40)
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この手法では,各々のプロジェクトの補助金の有無,配管設置場所の違いによる固定費の変

化や,電力費,ポンプ運転時間の違いなどは考慮されないため経済的に妥当な配管計画となら

ない事が課題である。 

元来配管口径の決定は図1-19に示すように固定費である配管費の年価とポンプ動力費の年

価を配管径の関数として表し,その年価の合計を目的関数として,その 小値を取る配管径を

算出することで求められていた。したがってプロジェクト毎にコスト環境は変わるわけで,同

一設計流量であっても各々のプロジェク状況によって答えは変わってくるはずである。しか

しながら,電算機による計算が行われなかった時代においては計算の煩雑さを避けるため,経

験的に得られた図-1.18に示すような手法が取られていた。 

本研究においては本来の配管口径決定手法に立ち戻り,小規模熱供給プロジェクト毎に経済

的に 適な配管口径を求めるプログラムの構築を図る。それにより,年間の固定費, ポンプ動

力費に加え熱供給配管特有の熱損失によるエネルギー費の年価の合計を 小にする熱供給配

管網経済的 適化設計が可能となる。したがって,同手法の確立は,小規模地域熱供給網の建

設から運転に至る経済性向上のため,大きな意義があると言える。 

 

 

図-1.19 コストからの配管径決定法 
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 1.2 既往の関連研究 

  1.2.1 国内 

経済的な観点から配管の口径を決定する設計法については, 国内では荒谷1-41), 金島1-42)1-

43)1-44)らの報告がある。 

 

荒谷1-41)は固定費, ポンプ動力費, 熱損失費の年価の合計を目的関数にとり, それを 小化

する単位圧力損失をまず求め,次に区間毎の設計流量に対し,求めた単位圧力損失に相当する

配管内径を求めることにより経済的 適口径としている。ここでは,配管設置における土木工

事費については設置場所の違いは考慮されるものの管径に比例した１次関数として扱われて

いる。また,熱損失費も同様に配管径の１次配関数として計算されている。 

圧力損失の与え方としては,長大な配管網を前提としているため,分岐部やエルボなどの局

部摩擦損失は配管相当長として扱われており,分岐流量の違いによる局部圧力損失の差につい

ては言及されていない。 

 

金島1-42)も荒谷1-41)同様固定費, ポンプ動力費, 熱損失費の年価の合計を目的関数としてい

るが,直接それを 小とする配管径を求める点で荒谷1-41)と異なる。提案されている計算手法

では,固定費は管径に比例した材料費および断熱費,掘削土量に比例した土木工事費による算

出となっている。この掘削土量の算出に配管径に比例した掘削深,掘削幅を用いている点が荒

谷1-41)に比べ精緻な点といえる。また, 金島1-42)も大規模な地域熱供給配管網での検討をベー

スとしているため,局分摩擦損失については無視している。 

しかしながら,金島1-43)1-44)はさらに,各区間での設計流量について時刻別熱負荷を考慮した

短期負荷変動による同時負荷率の考慮について言及している。実際の配管網では熱負荷の変

化は各建物によって異なるため,同時負荷率の考慮は配管径の低減には有効であり示唆に富ん

でいる。本研究においては,新たな小規模木質バイオマス利用熱供給網の構築のような場合,

事前に需要家の負荷特性を設定することは困難と考えこの同時負荷率考慮については今後の

検討対象とした。 

 

荒谷1-41), 金島1-42)1-43)1-44)共に,従来の設計手法である等摩擦損失法と定流速法との比較にお

いて提案した手法の経済的優位性についても示されている。しかしながら,両者共本研究にお

けるような小規模の配管網ではなく,長大なネットワークを検討対象としているため,大くく

りで固定費を捉えており, 図-1.20に示すような配管の設置場所の違い,配管の種類による経

済的影響については言及していない。 
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図-1.20 地域配管埋設場所による設置状況に違い 

 

 

 

  1.2.2 海外 

海外では, 同様に年価の合計を目的関数にとる点では同じであるが, Kriesche1-45), 

Laskos1-46) により計算フローの提示と土木工事数量まで考慮した配管径の算出が試みられてい

る。しかしながら, 図-1.20に示すようなアスファルト舗装の路面仕上げ費の構成がドイツで

は材料体積単位なのに対し,国内では仕上げ面積単位で計算する点,既存の路盤切断費などは

含まれていない点などの積算手法に国内との差があり, その手法は国内では直接は使用でき

ない。また, 適化配管径の呼び径化に当たっては,単純に算出径dOPTを上回る呼び径dNBを

適呼び径にあてており,算出径を下回るdNSは考慮されておらず必ずしも年価の 小値とはなっ

ていない(図-1.21)。そのため,土木数量を考慮し経済的 適呼び径を算出するプログラムは

現在ないと考えられる。 
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図-1.21 Kriesche,Laskosによる配管径の決定 

 

 

 1.3 研究目的 

本研究の目的は, 小規模熱供給配管網の建設に当たり,プロジェクト毎の立地,配管設置場

所,管種,種々の経済的諸条件等を反映した経済的に 適な配管径を求める方法を明らかにし,

脱炭素に資する木質バイオマス利用に代表される再生可能エネルギー利用熱供給の一層の普

及に寄与することである。そのため,配管ネットワークにおける配管径の経済的 適化におい

て今までほとんど顧みられてこなかった以下の6点について考慮した計算プログラムを構築し

その効果を表すことを主眼としている。 

1) 我が国の実情に即した埋設配管建設費の構成 

2) 配管区間毎の配管設置場所の違い 

3) 補助金導入による影響 

4) 適化管径前後の年価比較による呼び径決定 

5) ネットワーク全体での圧力制限 

6) ネットワーク枝管での配管口径縮小 適化 

 

 1.4 研究の構成 

２章において既往研究において考慮されていなかった上記1)～6)までを扱い,単位線長当た

りでの年価の合計を 小化する温水管(往還２管式)での配管外径を求める手法を示し,さらに
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その手法を配管ネットワークに広げていった場合についての計算理論とプログラムの構成フ

ローを示す。 

次に３章において,２章で示した計算に与えるべき各種費用について収集したデータの分析

結果を表し,地域熱供給配管の建設費に大きな影響を与える土木工事費の構成を明らかにす

る。 

４章では、モデル計算として,３章で得られたデータを元に,まず単位工事線長あたりでの

経済的 適化口径算出結果を表わし,配管計画初期におおよその経済的配管径が想定可能なよ

うに,配管固定費に対する掛け率と設計流量から全負荷相当運転時間別の経済的 適口径をモ

デル的なグラフに一例を示す。 

５章で配管網での経済的 適化についてモデル配管網での試算結果を示し,本提案の計算手

法を用いた場合,従来の設計手法に対し経済的に有利な解が導けることを明らかにする。 
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第２章 
 
 

熱供給配管網の経済的 

最適化の理論 
 
 
 
 2.1 配管網の構成と設置環境 

  2.1.1 配管網の構成要素 

  2.1.2 配管材料と構成 

 2.2 配管網の費用構成 

  2.2.1 熱供給配管網の建設および運転のための費用 

  2.2.2 配管網の年価の構成 

 2.3 配管網経済的最適化の考え方 

  2.3.1 各年価の配管径による関数化 

  2.3.2 市場流通管での経済的最適化配管口径 

  2.3.3 単位線長当たりでの管径経済的最適化計算フロー 

  2.3.4 配管網での経済的最適化配管口径 

 2.4 熱供給配管網での管径経済的最適化計算フロー 

  2.4.1 全体フロー 

  2.4.2 STEP１：計算条件およびネットワークデータの読み込み 

  2.4.3 STEP２：経済計算条件整理 

  2.4.4 STEP３：ネットワーク構成計算 

  2.4.5 STEP４：区間毎の配管径経済的最適化計算 

  2.4.6 STEP５：ネットワークデータでの経済的最適化計算 
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２．配管口径の経済的最適化の考え方 

 本章においては,まず研究の対象となる熱供給配管網はどのようなものか,またどのポイン

トに焦点を当てるかについて述べ,配管網の経済的 適化を導く理論について解説する。 

 

2.1 配管網の構成と設置環境 

 熱供給配管網の種類については,それを構成する配管数により各種の管式が存在する。図-

2-1に代表的な管式について示す。 

1管式については蒸気の供給の場合で,還水を戻さない形の熱供給であり,事例としては非常

に少ない。それに比して,温水の往還２管式システムは世界中で も普及している配管システ

ムである。２管式にはこの他,蒸気と蒸気還水の管式,冷水の往還２管式,熱源水の往還２管式

システムなどが見られる。極まれではあるが,西ベルリンに見られるような,暖房用往,給湯・

空調用往,共通の還りいった３管式温水供給の例もある。我が国においては,地域冷暖房の形

をとる場合,温水２管式＋冷水２管式で４管式, 蒸気・蒸気還水の２管式＋冷水２管式の４管

式システムを取る場合も多い（図-2.2)。 

 

 

A １管式

B 2管式

C 3管式

b-1 蒸気・蒸気還水2管

b-2 温水2管式、冷水２

管式

D 4管式

d-1 蒸気・蒸気還水,

冷水往還４管式

d-2 温水往還,

冷水往還４管

凡例： プラント

需要家

蒸気配管

蒸気還水

管

温水配管

蒸気配管

蒸気配管

蒸気還水管

往配管 温水、冷水、熱源水等

還配管 温水、冷水、熱源水等

還配管 温水共通

往配管 蒸気、冷水

還配管 蒸気還水、冷水

往配管 温水、冷水

還配管 温水、冷水

図-2.1 配管システムについて 
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しかしながら,図-2.2からも理解できるように木質バイオマス熱供給においてはそのほとん

どが温水２管式のシステムを採用している。したがって,今回の研究はb-2に示す温水２管式

の配管網に焦点を当てる。 

 

また, 地域熱供給配管網は大きく分けて,図-2.3に示すツリー状,リング状とメッシュ状に

三分類されることが知られている2-13)。リング状,メッシュ状配管網は,配管の一部に支障が生

じた場合でも別ルートから熱媒を供給できるため冗長性に優れているが,ツリー状配管網に比

べ熱媒の流路変更を見込むため配管径が大きくなり設置費用が高価となる。したがって諸外

国においても小規模配管網ではそのほとんどがツリー状である。また,我が国における配管網

は諸外国に比べ小さく,実現しているものは熱供給事業,木質バイオマス熱供給共ほとんどが

ツリー状の配管網となっている（図-2.4）。 

このツリー状配管網では,後述する配管網を経済的に 適化するのに年価を 小化する理論

が適用可能ある。それに対し,リング状,メッシュ状の配管網における配管径の算出は,閉ルー

プにおける熱媒の圧力バランスを成立させることが一義となる。そのため,配管網の経済的

適化については別の理論構築が必要であり,本研究では,Aのツリー状２管式網温水配管網に焦

点を当てることにする。 
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図-2.2 我が国における熱供給事業と木質バイオマス熱供給の管式 

（2-1）～2-12）より筆者作成） 
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図-2.3 地域熱供給配管網の分類 2-13) 

図-2.4 我が国における熱供給事業と木質バイオマス熱供給の配管網形状 

（2-1）～2-12）より筆者作成） 
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地域配管の設置については, 直接土中に埋設する直埋設と共同溝や専用溝あるいは地上部

などのように, 敷設後配管への接近が容易な設置の二種類に分かれる(図-2.5, 図-2.6, 図-

2.7)。

地上部での配管は工事も容易で,維持管理も行い易いが,反面気象の影響も強く受ける。欧州

において,コンビナートからの熱供給を受ける場合,また,都市間の熱供給を行う場合に見られ

る例があるが,我が国においては,米軍施設内で確認できる程度で民生用のものはない。

従来, 断熱配管が少なかった時代, 専用溝内配管が主流であったが, 現在は設置費用のよ

り安価な直埋工事が主流となってきている。世界的にも小配管径では専用溝配管施工例は著し

く減り, そのほとんどは直埋設工事に置き換わった。現在我が国においても専用溝配管工事は

ほとんどの場合, 推進工法によるコンクリート推進管内部, 共同溝内配管での比較的大口径

配管の場合に限られてきている。また,こうした推進工法,共同溝内の配管設置に当たっては土

木工事が直埋設に比べ極めて高価なため,固定費の割合が非常に大きくなり,経済性を追求す

るには内空断面をできうる限り小さくする必要がある。したがって,配管径は,物理的な制限流

速あるいは制限摩擦損失の範囲でできるだけ小口径にせざるを得ない。このため,本研究のよ

うな経済的 適化手法により管径を決定するような形となりえない。

それに対し,本研究で着目する木質バイオマス利用のような小口径でかつ小範囲の熱供給は

地方小都市が多く,ほとんどが工費が安価な開削直埋設で工事が行われている。このため,本研

究においては直埋設配管について焦点を当て検討を進めることとする。

共同溝/
専用溝内

小口径
推進管内

専用トレンチ内 直埋設

備考
橋梁兼架
専用支持部材

他インフラと同一空間内
専用溝内

さや管（鋼管、
ヒューム管）

プレキャストトレンチ
現場打ちトレンチ

管毎
二重管

イメージ図

地中
地上

図-2.5 熱供給配管設置環境 2-14)
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専用溝内配管2-16)地上配管2-15)

専用トレンチ内配管2-17)

直埋設配管2-18)

図-2.6熱供給配管設置環境  地上配管 専用溝内配管 

図-2.7 熱供給配管設置環境  専用トレンチ内配管 直埋設配管* 



 

31 
 

2.1.1 配管網の構成要素 

 熱供給配管網において熱媒である温水を循環させるためには,ポンプが必要となる。通常熱

供給プラントにポンプは設置され,その容量は循環熱媒量と必要揚程によって決定されるが,

揚程には配管網での熱媒循環に必要な揚程の他,熱供給プラント内部の熱交換器,ボイラ等が

含まれる場合もあるため,一義的に配管網の形状や規模により容量を決めることができない。

そのため,本研究においては,ポンプを設置費用検討範囲外とし,熱供給プラント外の配管とそ

の付属物を経済的 適化の対象として捉えることとする。 

 また,熱供給先の需要家についても熱交換の様式は需要家のシステムにより異なるため,需

要家内必要差圧のみの扱いとし,熱交換器等は検討対象としない。 

 したがって,ポンプ運転費用については純粋に配管網での圧力損失のみを対象とし,プラン

ト内部の揚程は対象外とする。 

 

 実際に直埋設の配管網を構成する要素は大きく分けて下記の４種類となる(図-2.8)。 

①  直管（鋼管,樹脂管） 

②  配管分岐・曲がり（T-分岐,K-分岐,エルボ） 

③  伸縮接手類（伸縮接手,配管固定点） 

④  弁類（開閉弁） 

 配管網はそのほとんどが直管により構成されており,配管の線形変更点,分岐部などにおい

てエルボ,T-分岐,K-分岐などの配管加工品が用いられる。また,プラントの出入り口,需要家

と配管網の責任分界点においては通常開閉弁が設置され,配管網との一時的な切り分けが可能

とされる場合が多い。 

 鋼管で構成される配管網の場合,配管の温度変化のための膨張収縮による軸方向への荷重が

樹脂管に比べ大きくなるため,直管の長さによって,U-ベンド,タコベンド,スリーブ型ジョイ

ント,ベローズ型ジョイントなどの伸縮接手の設置が必要になる場合もある。 

 

 

凡例： プラント

需要家

直管

配管分岐・曲がり部

伸縮接手類

弁類

往配管

還配管

図-2.8 地域熱供給配管網の構成要素 
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 配管分岐・曲がり部,弁類,伸縮接手類は全て直管の配管口径によりそのサイズが決定され

ること,また,規模にもよるが,配管網全体の費用の中で直管の占める割合が支配的なため,通

常の基本計画時に行われれているように,建設費の算定については,個々の費用を算定するこ

となく,直管費用の合計に係数を乗ずることにより算定するものとする。 

 しかしながら,配管網での圧力損失は直管部の場合に比べ,流速変更や流路変更を伴う配管

分岐・曲がり部,弁類,伸縮接手類などで相対的に大きくなるため,こうした局部圧力損失は直

管での圧力損失に対し無視できない。したがって,配管網での経済性の 適化計算においては

個々の局部損失計算も含めるものとする。 

 

2.1.2 配管材料と構成 

本研究においては,現在直埋設工事で主流となっている工場で断熱ならびにジャケット管被

覆まですませた既断熱のプレファブ配管を扱うこととする。 

 

既断熱配管は図-2.7 に示すように大きく空気層を持つものと持たないものに大別される。

空気層を持つ配管はサービス管が鋼製のものに限られ,熱媒が蒸気や高温水のものにのみ使用

されている。それに対し,空気層を持たない配管はサービス管とジャケット管の間に断熱材が

充填されている構造となっている。 

 

サービス管が鋼管の場合熱的にも耐性が強いため,通常の温水から蒸気・高温水までの使用

が可能となる(図-2.9)。また,ジャケット管は合成樹脂のものと鋼のものとに二種類に分類さ

れ,配管設置環境に応じて使用される。しかしながら,ジャケット管が鋼管のものは設置現場で

サービス管とジャケット管の両方とも溶接工事をする必要があるため,工期が長くなる,また

工費が上昇するなどの理由から限られた現場でのみ使用されている。 

したがって鋼管で一般的に使用されている既断熱配管はジャケット管が合成樹脂系の合成

樹脂被覆断熱鋼管が主である(図-2.10)。また,鋼管はその種類が多いため,基本的には内径

1000mm近い合成樹脂被覆断熱配管の製造も可能である。 

 

サービス管が樹脂管のものは,配管によっては金属の補強がなされているものものもあるが,

ジャケット管も基本的には樹脂である(図-2.11)。樹脂管の特徴としては,約 100mmφ以下の小

口径のものは 40m～100m 巻きのロールで現場に搬入される。そのため,長配管においては配管

接続箇所を溶接が必要な鋼管に対し著しく減少させることが可能である。配管の接続には専用

のジョイント部材が使用されるが接続は比較的容易で工事時間も短い。それ以上の口径の配管

は鋼管同様直管の形であるが,鋼管の定尺約２倍の10mほどのものが多い。 

但し,樹脂配管はサービス管径が現在市場に供給されているもので 250mmφが 大であり,そ

れ以上の配管径が必要な場合鋼管系の配管を使用せざるを得ない。 

 また,サービス配管材質は架橋ポリエチレンが多く,現状では耐熱と耐圧に限界があり,多
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くの樹脂配管で 高使用温度は 80℃～95℃, 高使用圧は使用温度によってもことなるが,0.7

～1.0Mpaに限られている。しかしながら,耐熱・耐圧共さらに高温高圧に耐えられるよう研究

開発は進められており,将来的には現在鋼管のみ使用可能な領域まで樹脂管の使用が進む可能

性がある。 

 

断熱鋼管,断熱樹脂管共 2本のサービス管を 1本のジャケット管の中に設置した形の配管も

市場に供給されている(図-2.9)。現在のところ鋼管についてはサービス管が 250mm 程度まで,

樹脂管は 65mmφ程度までとなっている。鋼管についての使用例はあまり多くないが,通常往還

で２条となる配管工事が１条で済むため,樹脂管では徳島県神山町の例のように小規模配管網

においての小流量領域での使用例が徐々に増えてきている。 
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蒸気 高温水 温水 冷水 熱源水

空気層 鋼 鋼 ○ ○ － － －

鋼 鋼 ○ ○ － － －

鋼 鋼 ○ ○ － － －

鋼 鋼 ○ ○ ○ ○ －

鋼 樹脂 ○ ○ ○ ○ －

樹脂 樹脂 － － ○ ○ ○

樹脂 樹脂 － － ○ ○ ○

熱媒

空気層
あり

空気層
断熱材

空気層
なし

断熱材

断熱の
有無

断熱の
種類

管材
ケー
シング

図

図-2.9 既断熱配管の例 
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姿図

直管断面

現場配管接続施工要領

図-2.10 合成樹脂被覆断熱鋼管の例 2-19) 

図-2.11 断熱樹脂管の例 2-20) 
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2.2 配管網の費用構成 

2.2.1 熱供給配管網の建設および運転のための費用 

熱供給配管網の建設および運転のための総合費用は固定費と変動費から構成される。固定

費には配管網の建設費の他,運用に関わる費用として,税・保険費,運営管理費(人件費),修繕

費なども含まれる。また、配管網建設費は配管工事費と土木工事費からなる直接工事費と,共

通仮設費,現場管理費,一般管理費などの間接工事費によって構成される。これに対し,配管網

の運転に必要な変動費は通常年間のポンプ動力費,熱損失費などからなる(図2-12)。変動費に

は,若干の水補給費用もあるが, 熱損失費とポンプ運転動力費に比べ非常に小さいため本研究

においては無視することとする。 

熱供給配管網の経済性を上げるためにはこの固定費と変動費の 小化が必要となるため,そ

れを導く配管口径を求めることが本研究の目的となる。 

そのためには全ての費用を年価に換算し,その合計を検討することが実用的な方法である。 

一般的な経済性計算手法には数多くの方法があるが,ここでは,上記前提を満たすものとし

て年価法による計算がもっとも合っていると考えられる。 

 

 

 

 

固定費

変動費

配管網建設費

各種保険費

税金

運営管理費(人件費)

ポンプ運転電力費

熱損失費

直接工事費 配管工事費

土木工事費

修繕費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費

間接工事費

図-2.12 地域熱供給配管網の費用構成 
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2.2.1.1 年価法 

年価法は現在価値法の一種であり,対象となる期間における全ての費用を同一の年間費用と

支払いとして表すことが特徴となっているため,種々の比較するシステムの違いによる費用の

差を比較するには適した方法である。 

 したがって,今回のような熱供給配管網では,固定費の年価Cfc、変動費の年価Cvcの合計

Ct(式(2.1))を も低くするような解を導くことが経済的 適化の目的となる。 

 

𝐶𝐶𝑡𝑡 = 𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓 + 𝐶𝐶𝑣𝑣𝑓𝑓                                                     ∙∙∙∙∙∙ (2.1) 

 

Cfc :固定費の年価                        ［円/(年)］ 

Cvc :変動費の年価                        ［円/(年)］ 

Ct :年価の合計                          ［円/(年)］ 

 

2.2.1.2 資本回収係数 

一般的に,年価Cを構成するためには,正味現在価値CPRにいわゆる資本回収係数Riを乗

ずることが必要である。ここでは,金利iと対象とする機器の経済的な使用期間をnとする

と,年価は式(2.2),資本回収係数は式(2.3)の形で表される 2-21)。 

 

𝐶𝐶 = 𝐶𝐶𝑃𝑃𝑃𝑃 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅                                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.2) 

𝑃𝑃𝑅𝑅 =
𝑅𝑅(1 + 𝑅𝑅)𝑛𝑛

(1 + 𝑅𝑅)𝑛𝑛 − 1
                                                                                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.3) 

C :年価                                ［円/(年)］ 

CPR :現在価値                                  ［円］ 

Ri  :資本回収係数                               ［-］ 

i  :金利                                       ［-］ 

n  :経済的使用期間                            ［年］ 

 

2.2.1.3 経済的使用期間 

当然のことながら,機器の経済的使用期間nと機器そのものの寿命は異なる。一般的に機器

の償却期間を超えて,寿命まで使用することが投資としては望ましい。 

しかしながら,計算の複雑化を避けるため,本研究においては,経験的に使用されている機器

の使用期間を経済的使用期間として使用することとする。 
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2.2.1.4 基準時期 

機器の価格データが得られた時点と,経済性計算をする時点に違いがある場合にはこの間の

物価上昇率を考慮し,経済計算の基準時期を合わせなくてはならない。 

この時経済計算をする時点をT,データが得られた時点を tとし,その間の平均的な機器の物価

上昇率を eと仮定するならば,経済計算時点での機器の価値の変化率は式(2.4)下記の通りと

なる 2-21)。 

𝑃𝑃𝑅𝑅 = (1 + 𝑒𝑒)𝑇𝑇−𝑡𝑡                                                  ∙∙∙∙∙∙ (2.4) 
RT :価値の変化率                               ［-］ 

T :経済計算をする時点の西暦                  ［年］ 

t  :データが得られた時点の西暦                ［年］ 

e  :T-t間の平均的物価上昇率                    ［-］ 

 

2.2.1.5 現在価値 

経済計算を行う場合,上記のように現在価値を求めるには価格の変化率を見積時点の投資金

額に乗じなくてはならない(式(2.5))。 

したがって,式(2.1)に示した年価は見積時点の投資金額 Itに対して式(2.6)のように表され

る。 

 

𝐶𝐶𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝐼𝐼𝑡𝑡 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅                                                      ∙∙∙∙∙∙ (2.5) 
𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓 = 𝐼𝐼𝑡𝑡 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅                                                   ∙∙∙∙∙∙ (2.6) 

 

It :見積時点投資金額                          ［円］ 

 

2.2.1.6 変動費に対する物価上昇率の考慮 

かつての石油危機,現在のウクライナ危機によるようなエネルギーコストの上昇は燃料,電

力,熱の費用が変化することを示している。これらエネルギー媒体の物価上昇は,熱供給設備

建設投資にも当然のことながら影響を与える因子となる。このため,計画期間内npにおいて

平均的は物価上昇率を考慮し,エネルギーのような変動費を計画期間内で総和し,機器投資と

同様に年価に変化することが求められる。 

この時の物価上昇率 eと金利 iによる割引を考慮した係数は式(2.7)のように表現される 2-

22)。 

𝑃𝑃𝑃𝑃 =
(1 + 𝑅𝑅)𝑛𝑛𝑛𝑛 − (1 + 𝑒𝑒)𝑛𝑛𝑛𝑛

(1 + 𝑅𝑅)𝑛𝑛𝑛𝑛 ∙ (1 − 𝑒𝑒)𝑛𝑛𝑛𝑛                                                                                     ∙∙∙∙∙∙ (2.7) 

 
PD :物価上昇および金利を考慮した係数            ［-］ 

np :計画期間                                   ［年］ 
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年間の変動費を年価に換算するためには,その時点における変動費にこの係数PDと資本回

収係数Riを乗じる必要がある(式(2.8))。 

 

cvc :年変動費                            ［円/(年)］ 

Cvc :変動費の年価                        ［円/(年)］ 

 

𝐶𝐶𝑣𝑣𝑓𝑓 = 𝑐𝑐𝑣𝑣𝑓𝑓 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅                                                  ∙∙∙∙∙∙ (2.8) 
 

 

2.2.2 配管網の年価の構成 

2.2.2.1 固定費の年価 

 配管網の固定費は図-2.13に示す通りであるが,その中で圧倒的に大きいのが配管網建設費

である。また,配管網建設費の中でも支配的な部分は直接工事費である。通常のプロジェクト

においては,配管工事費(配管材料費および配管接続費)Ipi, 配管断熱費Iis土木工事費Ipcとの合

計である直接工事費を見積もったうえで,一般的な割合を間接工事費である共通仮設費,現場

管理費,一般管理費に当てる場合が多い。このとき, 共通仮設費,現場管理費,一般管理費の合

計の割合を仮設費等増加係数αとして表すと、配管網建設費は式(2-9)に示す形で表される。

配管工事業者へのヒアリングによると,この配管網建設費の内仮設費等の占める割合は通常20

～40%程度であると言われている。 

本研究においては既断熱のプレファブ配管に焦点を当てているため,現場での独立した配管

断熱費Iisは"0"となり(式(2-10)),断熱工事は配管接続費に含まれることになる。したがって直

接工事費は式(2-11)に示すように、配管工事費Ipiと土木工事費Ipcの和の形となる。 

 

 

固定費 配管網建設費

各種保険費

税金

運営管理費(人件費)

直接工事費 配管工事費：Ipi

土木工事費：Ipc

修繕費

β1

β2

β3

β4

間接工事費

共通仮設費

現場管理費

一般管理費

α

図-2.13 地域熱供給配管網固定費の構成 
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𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣 = 𝛼𝛼�𝐼𝐼𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖 + 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑓𝑓�                                                                                             ∙∙∙∙∙∙ (2.9) 
𝐼𝐼𝑖𝑖𝑖𝑖 = 0                                                                                                                          ∙∙∙∙∙∙ (2.10) 
𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣 = 𝛼𝛼�𝐼𝐼𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑓𝑓�                                                                                                    ∙∙∙∙∙∙ (2.11) 
 

Iinv ：配管網建設投資額                           ［円］ 

Ipi ：配管工事費(材料・接続費)                    ［円］ 

Ipc ：土木工事費                                 ［円］ 

Iis ：配管断熱費                                 ［円］ 

α ：間接工事費による増加係数                    ［-］ 

 

固定費としては,配管網敷設費のような建設費の他,運用に関わる税・保険費,運営管理費

(人件費),修繕費なども含まれる。これらは,施設規模,立地などにより様々である。 

こうした運用に関わる固定費は,建設費に比べ割合としては非常に小さい。このため,建設

投資の比率として表すこととする。 

 

β1 ：税金                                     ［-］ 

β2 ：各種保険費                                 ［-］ 

β3  ：運営管理費(人件費)                         ［-］ 

β4  ：修繕費                                     ［-］ 

βT  ：運用に関わる費用の比率の総和               ［-］ 

 

税・保険費,運営管理費(人件費),修繕費の比率の総和は式(2.12)に表される。 

𝛽𝛽𝑇𝑇 = 𝛽𝛽1 + 𝛽𝛽2 + 𝛽𝛽3 + 𝛽𝛽4                                           ∙∙∙∙∙∙ (2.12) 
 

しかしながら,運用にかかわる投資額 Ioprは物価上昇の影響をうけるため,式(2.7)に示した係

数PDも乗ずる必要がある(式(2.13))。したがって,建設投資と運用にかかる固定費の合計 Ifc

は下記のように表される(式(2.14))。 

 

𝐼𝐼𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜 = 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣 ∙ 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜                                                                                             ∙∙∙∙∙∙ (2.13) 
𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡 = 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣 + 𝐼𝐼𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜 

= 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣 + 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣 ∙ 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜 
= 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣�1 + 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜�                                         ∙∙∙∙∙∙ (2.14) 
 

Ifct ：固定費の合計                               ［円］ 

Iopr ：運用に関わる投資額                         ［円］ 
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PDopr  ：物価上昇率と金利を考慮した変動費の係数      ［-］ 

 

上記固定費を年価として表すには,資本家回収係数,基準時期換算の係数を乗ずる必要がある

式(2.15)。したがって,運用にかかる固定費まで考慮すると式(2.14)をさらに発展させ,ここ

では,資本家回収係数,基準時期換算,物価上昇率と金利を考慮した変動費の係数を含めた固定

費を式(2.16)として表す。 

 

𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡 = 𝐼𝐼𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓
= 𝐼𝐼𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣�1 + 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜� ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓                                      ∙∙∙∙∙∙ (2.15) 

𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡 = 𝛼𝛼�𝐼𝐼𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑓𝑓��1 + 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜� ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓                                             ∙∙∙∙∙∙ (2.16) 
 

 

この際建設投資金額 Iinv以外を係数Fにまとめると式(2.17)となり,固定費の年価は式(2.18)

の形となる。したがって,固定費の年価については直接工事費である配管工事費Ipiと土木工事

費 Ipcの和を求めれば,その他は各係数をまとめた変数Fを乗ずることによって得られる。 

 

𝐹𝐹 = 𝛼𝛼�1 + 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜� ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑓𝑓𝑓𝑓                                 ∙∙∙∙∙∙ (2.17) 
𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡 = 𝐹𝐹�𝐼𝐼𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑓𝑓�                                                ∙∙∙∙∙∙ (2.18) 

 

F :固定費に関する各係数の総和                ［-］ 

Cfct :固定費の年価                          ［円/年］ 

 

2.2.2.2 変動費の年価 

(1)熱損失費 

配管網の熱損失費は,配管網からの年間熱損失量HLTに熱製造単価phを乗ずることによって

得られる。しかしながら,熱製造単価phは物価上昇率の影響を受けることになる。このため,年
価として考える上では,式(2.19)に示すように熱料金の資本回収係数Rih, 熱料金の物価上昇係

数PDihも乗ずる必要がある2-22)。 
 

𝐶𝐶ℎ𝑙𝑙𝑡𝑡 = 𝑝𝑝ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ ∙ 𝐻𝐻𝐻𝐻𝑅𝑅                                                                                   ∙∙∙∙∙∙ (2.19) 
 

Chlt   :熱損失費年価                         ［円/年］ 

HLT ：熱損失量                            ［kWh/年］ 

Rih  ：熱料金の資本回収係数                       ［-］ 

PDih  ：熱料金の物価上昇係数                       ［-］ 

ph ：熱料金単価                         [円/kWh］ 
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(2)ポンプ運転電力費 

ポンプ運転電力費も熱損失費同様に配管網への熱媒供給に伴う年間電力量PWTpuに電力単価

peを乗ずることによって得られる。しかしながら,電力単価peも熱製造単価と同じく物価上昇

率の影響を受けることになる。このため,年価として考える上では,式(2.20)に示すように電力

料金の資本回収係数Rie 電力料金の物価上昇係数PDie乗ずる必要がある2-22)。 
 

𝐶𝐶𝑛𝑛𝑝𝑝𝑡𝑡 = 𝑝𝑝𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑊𝑊𝑅𝑅𝑛𝑛𝑝𝑝                                                                              ∙∙∙∙∙∙ (2.20) 

 

Cput  :ポンプ運転動力の年価                 ［円/年］ 

PWTpu       :ポンプ運転電力量           ［kWh/年] 

Rie ：電力料金の資本回収係数                     ［-］ 

PDie ：電力料金の物価上昇係数                     [-] 

pe ：電力料金単価                         [円/kWh］ 

 

2.3 配管網経済的最適化の考え方 

以上,2.2節では配管網の費用構成とその年価の算出方法について述べた。 

本節においては,その年価算出の考え方を用いて配管網の経済的 適化を導く方法について

記す。配管網の年価の合計CNWtは式(2.21)に示す形となるが,配管網全体にわたって一義的に

直接この年価を 小化することはできない。 
 

𝐶𝐶𝑁𝑁𝑁𝑁𝑡𝑡 = 𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓𝑡𝑡 + 𝐶𝐶ℎ𝑙𝑙𝑡𝑡 + 𝐶𝐶𝑛𝑛𝑝𝑝𝑡𝑡                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.21) 

 

CNWt :年価の合計                            ［円/年］ 

 

 このため,計算のステップを踏む必要がある。2.1,1で述べたように,配管網は直管である合

配管とその付属物である配管の分岐・曲がり部,俊淑接手,弁類などで構成されている。この

配管の付属物は直管部の配管径によってそのサイズが決定されることになる。 

 配管中を流れる流体の流量を固定して考えると,配管径が大きくなった場合,それに応じて

配管の費用(配管材料費と配管接続費)および管表面積の増加によって生ずる熱損失の増加に

より年価は増加する。それに対し,管径が大きくなると流体の流速が減ずることからポンプ運

転動力は減少することになる。この原理を用いて,従来より熱搬送配管の直管については,固

定費,熱損失費,ポンプ運転動力費の年価の合計を 小化することにより経済的 適管径が求

められることは知られていた(図2-14)。通常の室内配管であれば,この固定費の年価に相当す

る部分は,配管の費用(配管材料費と配管接続費)で考えればよいが,地域熱供給配管において
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は埋設用の土木工事費が無視できないほど大きい。このため,土木工事費を配管径に関連付け

てやれば,それを配管の固定費に加えることによって同一の配管口径 適化の考え方を利用す

ることが可能となる。この考え方を式に表すと,固定費,熱損失費,ポンプ運転費の年価を配管

口径に応じた単位配管長当たりの関数として表し, 配管長当たりの各年価の導関数の合計

を”0”にするdが経済的 適化を表すことを示している(式(2.22)2-23))。 

 

𝜕𝜕𝐶𝐶𝑡𝑡
𝜕𝜕𝜕𝜕

=
𝜕𝜕𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

+
𝜕𝜕𝐶𝐶ℎ𝑙𝑙(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

+
𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 0                                                         ∙∙∙∙∙∙ (2.22) 

 

d  :管径(サービス管外径)                      ［m］ 

dOPT   :経済的 適化管径(サービス管外径)           ［m］ 

Ct :年価総計                          ［円/(年･m)］ 

Cfc :固定費年価                        ［円/(年･m)］ 

Chl  :熱損失費年価                      ［円/(年･m)］ 

Cpu :ポンプ運転費年価                  ［円/(年･m)］ 

 

 

 

2.3.1 各年価の配管径による関数化 

式(2.22)に示す式を導くための各費用の配管口径を用いた関数化が必要である。ここで扱

う配管径はサービス管外径dを用いる。土木工事費は断熱された埋設配管のジャケット管外

径,そしてポンプ運転動力はサービス管内径が直接の関係式となるが, ジャケット管外径dj, 
サービス管内径diについてもサービス管外径による近似式を代入し,固定費,熱損失費,ポンプ

運転動力費の三つ全てがービス管外径により関連付けられるようにする。したがって, 式

配管口径 d

年
価

円
/
(
m
･
年
）

dOPT

熱損失費

ポンプ動力費

固定費：

配管費、

土木工事費等

合計費

図-2.14 配管口径の経済的最適化の考え方 
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(2.22)によって得られる経済的 適化管径dOPTは経済的に 適なサービス管外径を意味すると

ころとなる。 

 

2.3.1.1 固定費の関数化 

前項では,配管,土木の直接工事費に固定費に関する各係数の総和Fを乗ずる形で年価を求

める式を表した。したがって固定費については、配管工事費と土木工事費についてサービス

管外径と関係づけ関数化することが必要となる。 

 

(1)配管工事費 

一般的に配管工事費は,配管材料費 Imと配管接続費 Ibの合計として表され式(2.23)の形をと

る。 

 

𝐼𝐼𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝐼𝐼𝑚𝑚 + 𝐼𝐼𝑏𝑏                                                                                                               ∙∙∙∙∙∙ (2.23) 
 

Im :配管材料費                             ［円/m］ 

Ib :配管接続費                             ［円/m］ 

 

また,合成樹脂被覆断熱鋼管,断熱樹脂管などの既断熱配管では,配管の接続に引き続き断熱

材の接続もただちに行われるため,一般的に断熱材の接続費用も配管接続費に含まれる。 

こうした配管の接続は接続箇所と口径により決定されるが,本研究ではその接続費用につい

ても配管長当たりに換算する必要がある。このため,材料費については配管定尺長さ,配管接

続費については平均的接続間隔により単位長さ当たりに換算した費用を当てる。配管費用お

よび接続費用の概算値についてはサービス外径の指数関数で表せることが知られており2-24),

式(2.24)にサービス管外径と配管材料費の関係, 式(2.25)にサービス管外径と配管接続費工

事費の関係を表す。 

 

𝐼𝐼𝑚𝑚 = 𝜀𝜀1 ∙ 𝜕𝜕𝜅𝜅1                                                                                                              ∙∙∙∙∙∙ (2.24) 
𝐼𝐼𝑏𝑏 = 𝜀𝜀2 ∙ 𝜕𝜕𝜅𝜅2                                                                                                                ∙∙∙∙∙∙ (2.25) 
 

ε1,ε2 :係数                                       ［-］ 

κ1,κ2  :指数                                       ［-］ 

 

したがって,式(2.23)のIpiは式(2.26)の形で表される。 

 

𝐼𝐼𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝜀𝜀1 ∙ 𝜕𝜕𝜅𝜅1 + 𝜀𝜀2 ∙ 𝜕𝜕𝜅𝜅2                                                                                            ∙∙∙∙∙∙ (2.26) 
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(2)土木工事費 

配管埋設に伴う土木工事費については,配管埋設設置場所により工事種も変わること,工事

種類により単価も異なり,工事費全体は多くの工事費の集合として表わさられるため,詳細に

ついては次章に調査結果とそれに基づくサービス管外径との関係式を述べることとし,本項に

おいてはその概念についてのみ触れることとする。土木工事をサービス管外径の関数として

表すと一般的に式(2.27)のような形となる。 

 

𝐼𝐼𝑛𝑛𝑓𝑓 = 𝑔𝑔(𝜕𝜕)                                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.27) 

g(d) :サービス管外径の関数化した土木工事費    ［円/m］ 

 

(3)固定費の年価の配管径による関数化 

 固定費の年価は式(2.18)に示す形となるため,これをサービス管外径dの関数として表す

と式(2.28)となる。配管工事,土木工事別にこの年価の式を示すと,式(2.29),式(2.30)とな

る。この時,固定費に関する各係数の総和Fを配管工事費,土木工事費別に表現すると式

(2.31),式(2.32)となる。固定費の導関数は配管工事費の導関数と土木工事費の導関数の和で

あるため（式(2.33)）,しれぞれの導関数をdで表すと, 式(2.34),式(2.35)となり,固定費の

導関数は 終的に式(2.36)として表される。 

 

𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓(𝜕𝜕) = 𝐶𝐶𝑛𝑛𝑖𝑖(𝜕𝜕) + 𝐶𝐶𝑛𝑛𝑓𝑓(𝜕𝜕)                                          ∙∙∙∙∙∙ (2.28) 
𝐶𝐶𝑛𝑛𝑖𝑖(𝜕𝜕) = 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖 = (𝜀𝜀1 ∙ 𝜕𝜕𝜅𝜅1 + 𝜀𝜀2 ∙ 𝜕𝜕𝜅𝜅2) ∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖                                                    ∙∙∙∙∙∙∙ (2.29) 
𝐶𝐶𝑛𝑛𝑓𝑓(𝜕𝜕) = 𝐼𝐼𝑛𝑛𝑓𝑓 ∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑓𝑓 = 𝑔𝑔(𝜕𝜕) ∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑓𝑓                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.30) 

𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖 = 𝛼𝛼�1 + 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜� ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑛𝑛𝑖𝑖                                 ∙∙∙∙∙∙ (2.31) 
𝐹𝐹𝑛𝑛𝑓𝑓 = 𝛼𝛼�1 + 𝛽𝛽𝑇𝑇 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜𝑛𝑛𝑜𝑜� ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑛𝑛𝑓𝑓 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑛𝑛𝑓𝑓                                ∙∙∙∙∙∙ (2.32) 

𝜕𝜕𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓
𝜕𝜕𝜕𝜕

=
𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛𝑖𝑖(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

+
𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛𝑓𝑓(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

                                                                                    ∙∙∙∙∙∙ (2.33) 

𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛𝑖𝑖(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= (𝜀𝜀1 ∙ 𝜅𝜅1𝜕𝜕𝜅𝜅1−1 + 𝜀𝜀2 ∙ 𝜅𝜅2𝜕𝜕𝜅𝜅2−1) ∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖                                                    ∙∙∙∙∙∙ (2.34) 

𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛𝑓𝑓(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

=
𝜕𝜕𝑔𝑔(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑓𝑓                                                                                             ∙∙∙∙∙∙ (2.35) 

𝜕𝜕𝐶𝐶𝑓𝑓𝑓𝑓
𝜕𝜕𝜕𝜕

= (𝜀𝜀1 ∙ 𝜅𝜅1𝜕𝜕𝜅𝜅1−1 + 𝜀𝜀2 ∙ 𝜅𝜅2𝜕𝜕𝜅𝜅2−1) ∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑖𝑖 +
𝜕𝜕𝑔𝑔(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

∙ 𝐹𝐹𝑛𝑛𝑓𝑓                                ∙∙∙∙∙∙ (2.36) 

 
Fpi  :配管工事費に関する各係数の総和            ［-］ 

Fpc  :土木費に関する各係数の総和                ［-］ 

Ripi ：配管工事費の資本回収係数                   ［-］ 

Ripc ：土木工事費の資本回収係数                  ［-］ 
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RTpi :配管工事における価値の変化率                ［-］ 

RTpc :土木工事における価値の変化率                ［-］ 

 

 

2.3.1.2 熱損失費の関数化 

直埋設の配管からの熱損失については, 配管埋設深さと地上から同距離に仮想熱ヒートシ

ンクを設定する式(2.37) 2-25)を用いることとする。本報においては配管の断熱厚についてはプ

レファブ配管の使用を想定することから,管種・呼び径による断熱厚は規定のものとして仮定

した。 

 

�̇�𝑞 =
2𝜋𝜋(𝑡𝑡ℎ𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑂𝑂𝑂𝑂)

1
𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ 2ℎ𝜕𝜕𝑗𝑗
+ 1
𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑙𝑙𝑙𝑙
𝜕𝜕𝑗𝑗
𝜕𝜕

                                                                              ∙∙∙∙∙∙ (2.37) 

q
．
 :配管からの熱損失                         ［W/m］ 

thm :熱媒温度                                  ［℃］ 

tOA :外気温度                                  ［℃］ 

λGR :熱伝導率（土）                        ［W/m･K］ 

λpi  :熱伝導率（断熱材）                    ［W/m･K］ 

h :地表面から管芯までの深さ                   [m] 

dj  :断熱材外径                                 ［m］ 

 

この時, 長さ Lである配管内温度変化を考慮すると, 配管長 Lでの熱損失は一般的に下記の

式（2.38）となる 2-26)。 

 

�̇�𝑄(𝜕𝜕, 𝑅𝑅) = �̇�𝑚 ∙ 𝑐𝑐(𝑡𝑡ℎ𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑂𝑂𝑂𝑂) �1 − 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝 �−
𝑘𝑘𝑘𝑘 ∙ 𝐻𝐻
�̇�𝑚 ∙ 𝑐𝑐

��                                            ∙∙∙∙∙∙ (2.38) 

 

 

m
．
  :流量                                    ［kg/s］ 

c :水の比熱                               [J/㎏K] 

L :配管長                                     ［m］ 

ku :配管の熱コンダクタンス                ［W/m･K］ 

Q
．

(d, i) :損失熱量                                   ［W］ 

τ(i) :熱負荷の発生時間数                     ［h/年］ 

HL(d) :年間熱損失                          [kWh/年･m] 
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熱負荷がn個ある場合,当該配管径dで i番目の熱損失をQ
．

(d,i)とすると, 熱損失は式（2.39）

となり,年間の配管長当たりの熱損失量は i 番目の熱負荷とその熱負荷の発生時間数を乗じ加

算する式(2.40)の形で,また,熱損失費の年価は式(2.41)の形で表される。 

 

�̇�𝑄(𝜕𝜕, 𝑅𝑅) = �̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐(𝑡𝑡ℎ𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑂𝑂𝑂𝑂)

∙

⎩
⎨

⎧
1 − 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝

⎝

⎛−
𝐻𝐻

�̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐
∙

2𝜋𝜋
1
𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ 2ℎ𝜕𝜕𝑗𝑗
+ 1
𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑙𝑙𝑙𝑙
𝜕𝜕𝑗𝑗
𝜕𝜕⎠

⎞

⎭
⎬

⎫
 

         ∙∙∙∙∙∙ (2.39) 

𝐻𝐻𝐻𝐻(𝜕𝜕) =
1

1000𝐻𝐻
��̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐(𝑡𝑡ℎ𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑂𝑂𝑂𝑂) ∙ 𝜏𝜏(𝑅𝑅)
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

∙

⎩
⎨

⎧
1 − 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝

⎝

⎛−
𝐻𝐻

�̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐
∙

2𝜋𝜋
1
𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ 2ℎ𝜕𝜕𝑗𝑗
+ 1
𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑙𝑙𝑙𝑙
𝜕𝜕𝑗𝑗
𝜕𝜕⎠

⎞

⎭
⎬

⎫
  ∙∙∙∙∙∙ (2.40) 

𝐶𝐶ℎ𝑙𝑙(𝜕𝜕) = 𝑝𝑝ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ

∙
1

1000𝐻𝐻
��̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐(𝑡𝑡ℎ𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑂𝑂𝑂𝑂) ∙ 𝜏𝜏(𝑅𝑅)
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

∙

⎩
⎨

⎧
1 − 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝

⎝

⎛−
𝐻𝐻

�̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐
∙

2𝜋𝜋
1
𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ 2ℎ𝜕𝜕𝑗𝑗
+ 1
𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑙𝑙𝑙𝑙
𝜕𝜕𝑗𝑗
𝜕𝜕⎠

⎞

⎭
⎬

⎫
  ∙∙∙∙∙∙ (2.41) 

 

しかしながら,ジャケット管外径をサービス管外径で表す必要がある。ジャケット管外径を

サービス管外径は式(2.42)に示す関係があるため 2-27),ジャケット管外径をサービス管外径の

関数として式(2.41)に代入すると熱損失費の年価はサービス管外径の式(2.43)の形で表され

る。 

 

𝜕𝜕𝑗𝑗 = 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖                                                                                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.42) 
 

ρpi :係数                                       ［-］ 

νpi :係数                                       ［-］ 
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𝐶𝐶ℎ𝑙𝑙(𝜕𝜕) = 𝑝𝑝ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ ∙
1

1000𝐻𝐻
 

∙��̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐(𝑡𝑡ℎ𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑂𝑂𝑂𝑂) ∙ 𝜏𝜏(𝑅𝑅)
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 

∙ �1− 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝�−
𝐻𝐻

�̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐
∙

2𝜋𝜋
1
𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ 2ℎ
𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖

+ 1
𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 +
𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖
𝜕𝜕 �

�� 

  ∙∙∙∙∙ (2.43) 
 

式(2.43)をサービス管外径dで微分すると式(2.44)が得られる。 

 

𝜕𝜕𝐶𝐶ℎ𝑙𝑙(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝑝𝑝ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅ℎ ∙
4𝜋𝜋 ∙ ℎ ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖

𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺 ∙ 𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕�𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖�
2√4ℎ2 − 1

∙
1

1000𝐻𝐻 � 1
𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ 2ℎ
𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖

+ 1
𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 +
𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖
𝜕𝜕 ��

2                  ･ 

∙��̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐(𝑡𝑡ℎ𝑚𝑚 − 𝑡𝑡𝑂𝑂𝑂𝑂) ∙ 𝜏𝜏(𝑅𝑅)
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

 

∙ �1− 𝑒𝑒𝑒𝑒𝑝𝑝�−
𝐻𝐻

�̇�𝑚(𝑅𝑅) ∙ 𝑐𝑐
∙

2𝜋𝜋
1
𝜆𝜆𝐺𝐺𝐺𝐺

𝑎𝑎𝑎𝑎𝑐𝑐𝑎𝑎𝑎𝑎ℎ 2ℎ
𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖

+ 1
𝜆𝜆𝑛𝑛𝑖𝑖

𝑙𝑙𝑙𝑙 �𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 +
𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖
𝜕𝜕 �

�� 

 

  ∙∙∙∙∙ (2.44) 
 

 

2.3.1.3 ポンプ運転動力費の関数化 

 ある管径dで i番目の単位配管長さ当たりのポンプ動力は式(2.45)にて表される。熱損失と

同様, これに熱負荷の発生時間数を乗じたものが年間のポンプ電力量として表現される(式

(2.46))。  

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕, 𝑅𝑅) =
�̇�𝑉(𝜕𝜕, 𝑅𝑅) ∙ 𝑃𝑃

𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣
                                                                                 ∙∙∙∙∙∙ (2.45) 

𝑃𝑃𝑊𝑊𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕) =
1

1000
�𝑝𝑝𝑝𝑝𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕, 𝑅𝑅) ∙ 𝜏𝜏(𝑅𝑅)
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

                                                                ∙∙∙∙∙∙ (2.46) 
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pwpu(d,i) :ポンプ動力                               ［W/m］ 

V
．
 :流量                                     ［m3/s］ 

R :単位摩擦損失                            ［Pa/m］ 

ηpu  :ポンプ効率                                 ［-］ 

ηmo  :モーター効率                               ［-］ 

ηinv  :インバーター効率                           ［-］ 

PW(d,i) :年間ポンプ動力                      [kWh/年m] 

 

 この際, 同一配管での単位摩擦損失Rはダルシー・ワイズバッハ式で表される摩擦損失値を

管長 L で除した形の式(2.47)となり配管内径 diの関数となる。この際, 直管を扱う場合には

局部摩擦損失係数ζは無視できる。 

𝑃𝑃 =
𝜌𝜌 ∙ 𝜔𝜔2 �𝜆𝜆 𝐻𝐻𝜕𝜕𝑖𝑖

+ ∑𝜁𝜁�

2𝐻𝐻
                                                                                          ∙∙∙∙∙∙ (2.47) 

 

ρ :水の密度                              ［kg/㎥］ 

ω :熱媒流速                                 ［m/s］ 

λ :管摩擦損失係数                             ［-］ 

di :配管内径                                   ［m］ 

ζ :局部摩擦損失係数                           ［-］ 

m
．

  :質量流量                                ［kg/s］ 

V
．
 :体積流量                                 ［m3/s］ 

ε :配管粗度内面                               ［m］ 

Re :レイノルズ数                               ［-］ 

ν :動粘性係数                               ［m2/s］ 

t :熱媒温度(水)                              ［℃］ 

 

配管を流れる熱媒の体積流量V
．
を配管内径diと熱媒流速ωで表すと式(2.48)の形となる。 

 

�̇�𝑉 =
𝜋𝜋
4
𝜕𝜕𝑖𝑖

2ω                                                                                                                 ∙∙∙∙∙∙ (2.48) 

 

また,体積流量 V
．
は熱媒の密度 ρと質量流量 m

．
により式(2.49)の形で表されるため,流速は式

(2.50)に表すようにdiの関数として表現される。 
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�̇�𝑉 =
�̇�𝑚
𝜌𝜌

                                                                                                                          ∙∙∙∙∙∙ (2.49) 

𝜔𝜔 =
4�̇�𝑚
𝜋𝜋𝜌𝜌𝜕𝜕𝑖𝑖

2                                                                                                                   ∙∙∙∙∙∙ (2.50) 

 

したがって,単位摩擦損失式(2.47)は式(2.51)の形に変換される。 

 

𝑃𝑃 =
8�̇�𝑚2

𝜋𝜋2𝜌𝜌𝜕𝜕𝑖𝑖
4𝐻𝐻
�𝜆𝜆

𝐻𝐻
𝜕𝜕𝑖𝑖

+ �𝜁𝜁�                                                                                    ∙∙∙∙∙∙ (2.51) 

 

この時管摩擦損失係数 λ は,コールブルック・ホワイトの式(2.52)2-28)により表されるが,両辺

に求める λがあるため,直接は求められない。したがって,本計算プログラムにおいては収束計

算により管摩擦損失係数 λ を求めることとする。この場合,仮定値として配管内径 di,レイノル

ズ数Re,配管内面粗度 εを設定する必要がある。 

 

1
√𝜆𝜆

= −2𝑙𝑙𝑔𝑔 �
2.51
𝑃𝑃𝑒𝑒√𝜆𝜆

+
𝜀𝜀

3.71𝜕𝜕𝑖𝑖
�                                                                                ∙∙∙∙∙∙ (2.52) 

 

もし,レイノルズ数 Re が 2320 を下回るような場合には熱媒は層流となるため,管摩擦損失係

数 λは一般的に式(2.53)となる。 
 

𝜆𝜆 =
64
𝑃𝑃𝑒𝑒

                                                                                                                         ∙∙∙∙∙∙ (2.53) 

 

レイノルズ数は定義上式(2.54)となるため,式(2.50)を用いて質量流量と配管内径で表すと式

(3.19)の形となる。 

 

𝑃𝑃𝑒𝑒 =
𝜔𝜔𝜕𝜕𝑖𝑖
𝜈𝜈

                                                                                                                     ∙∙∙∙∙ (2.54) 

 

𝑃𝑃𝑒𝑒 =
4�̇�𝑚
𝜌𝜌𝜈𝜈𝜋𝜋𝜕𝜕𝑖𝑖

                                                                                                                ∙∙∙∙∙∙ (2.55) 

 

この時,熱媒を水とした場合近似式として式(2.56)を使用するものとする 2-29）。 
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𝑃𝑃𝑒𝑒 = 46.44𝑡𝑡
�̇�𝑚
𝜕𝜕𝑖𝑖

                                                                                                          ∙∙∙∙∙∙ (2.56) 

 

しかしながら,Re 数,配管摩擦損失は全て配管内径を用い算出される。年価を求める式は全

て配管外径を用い計算するため,配管内径を配管外径に関係づかなければならない。 

配管内径は管外径の多項式で近似できることが知られているため 2-30)式(2.51)に近似式式

(2.57)を代入する。 

 

𝜕𝜕𝑖𝑖 = 𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐                                                                                             ∙∙∙∙∙∙ (2.57) 

𝑃𝑃 =
8�̇�𝑚2

𝜋𝜋2𝜌𝜌𝐻𝐻
�𝜆𝜆

𝐻𝐻
(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)5 + �

𝜁𝜁
(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)4�                     ∙∙∙∙∙ (2.58) 

この単位摩擦損失 R(式(2.58))に流量を乗じ各種効率で除したものが負荷の段階 i 番目のポ

ンプ動力に当たる(式(2.59))。 

 

𝑝𝑝𝑝𝑝𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕, 𝑅𝑅) =
8�̇�𝑚(𝑅𝑅)3

𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣𝜋𝜋2𝜌𝜌2𝐻𝐻
�𝜆𝜆

𝐻𝐻
(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)5

+ �
𝜁𝜁

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)4�                                               ∙∙∙∙∙ (2.59) 

 

式(2.59)に負荷の段階毎の出現頻度を乗じ年間のポンプ動力を求めたものが式(2.60)であ

る。 

 

𝑃𝑃𝑊𝑊𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕) =
1

1000
��𝜏𝜏(𝑅𝑅)
𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

∙
8�̇�𝑚(𝑅𝑅)3

𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣𝜋𝜋2𝜌𝜌2𝐻𝐻
�𝜆𝜆

𝐻𝐻
(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)5

+ �
𝜁𝜁

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)4��                                            ∙∙∙∙∙∙ (2.60) 

 

この式(2.60)に負荷の出現頻度とそれに対応する質量流量の項とその他に整理したものが

式(2.61)である。 
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𝑃𝑃𝑊𝑊𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕) =
8

1000𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣𝜋𝜋2𝜌𝜌2𝐻𝐻
�𝜆𝜆

𝐻𝐻
(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)5

+ �
𝜁𝜁

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)4��
{𝜏𝜏(𝑅𝑅) ∙ �̇�𝑚(𝑅𝑅)3}

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

∙∙∙∙∙∙ (2.61) 

 

式(2.61)に電力単価,物価上昇率と金利を考慮した係数,資本回収係数を乗じポンプ運転費

の年価をあらわすと式(2.62)が得られる。 

 

𝐶𝐶𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕) = 𝑝𝑝𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙
8

1000𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣𝜋𝜋2𝜌𝜌2𝐻𝐻

∙ �𝜆𝜆
𝐻𝐻

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)5

+ �
𝜁𝜁

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)4��
{𝜏𝜏(𝑅𝑅) ∙ �̇�𝑚(𝑅𝑅)3}

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

∙∙∙∙∙∙ (2.62) 

 

式(2.62)をサービス管外径dで微分すると式(2.63)が得られる。 

 

𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝑝𝑝𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙
8(2𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑏𝑏)

1000𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣𝜋𝜋2𝜌𝜌2𝐻𝐻

∙ �𝜆𝜆
−5𝐻𝐻

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)6

+ �
−4𝜁𝜁

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)5��
{𝜏𝜏(𝑅𝑅) ∙ �̇�𝑚(𝑅𝑅)3}

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

∙∙∙∙∙∙ (2.63) 

 

したがって直管のみの単位長あたりの年価と導関数は局部摩擦損失の項が消去されるため

下記の通りとなる(式(2.64),式(2.65))。 

𝐶𝐶𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕) = 𝑝𝑝𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙
8

1000𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣𝜋𝜋2𝜌𝜌2𝐻𝐻

∙ �𝜆𝜆
𝐻𝐻

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)5��
{𝜏𝜏(𝑅𝑅) ∙ �̇�𝑚(𝑅𝑅)3}

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

                ∙∙∙∙∙∙ (2.64) 
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𝜕𝜕𝐶𝐶𝑛𝑛𝑝𝑝(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝑝𝑝𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙ 𝑃𝑃𝑅𝑅𝑒𝑒 ∙
8(2𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑏𝑏)

1000𝜂𝜂𝑛𝑛𝑝𝑝 ∙ 𝜂𝜂𝑚𝑚𝑜𝑜 ∙ 𝜂𝜂𝑖𝑖𝑛𝑛𝑣𝑣𝜋𝜋2𝜌𝜌2𝐻𝐻

∙ �𝜆𝜆
−5𝐻𝐻

(𝑎𝑎 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝑏𝑏 ∙ 𝜕𝜕 + 𝑐𝑐)6��
{𝜏𝜏(𝑅𝑅) ∙ �̇�𝑚(𝑅𝑅)3}

𝑛𝑛

𝑖𝑖=1

                ∙∙∙∙∙∙ (2.65) 

 

 

2.3.2 市場流通管での経済的最適化配管口径 

式(2.22)によって得られる配管径dを各配管区間毎に求めていくことにより,配管網を構成

する配管群の経済的 適化はなされることになるが,通常市場で流通している配管は標準的な

口径がその種類によって決まっており, 設計者・施工者が任意の配管径を設定することは困

難である。このため, 経済的 適化を図るには,現実的には式(2.22)を満たす 適値dOPTに近

い市場流通の配管径(呼び径)を算出する必要がある。 

dOPTに対し市場流通している配管径でそれより小さいものをdNsとし, dOPTより大きい配管径

をｄNbとする。この際, dNsにおける配管内流速ω(dNs )が制限流速値ωmaxを超える場合はｄNbが

適配管径dNOPTになる。dNs, ｄNbの両方共制限流速内に収まる場合は, Ct(dNs)とCt(dNb)のうち

より小さい値をとる管径を 適配管径dNOPTとする(図-2.15)2-23)。 

 

 

2.3.3 単位配管線長当たりでの管径経済的最適化計算フロー 

 本配管径経済的 適化計算にあたっては図-2.16に示す計算フローによっている。 

 Step1 にて配管が負担する熱負荷および配管種別の標準設定与条件寸法,経済計算用物価上

昇率等の設定値,制限流速,設計往還温度,各種材料の熱伝達率等で示すその他の計算与条件を

読み込む。次のステップでは, 制限流速から仮定サービス管外径dsuを設定する。 

 Step3では目的関数とする各年価式の導関数にdsuを代入し, Step4で合計する。 

 Step5 において導関数の合計を”0”に近づけるよう収束計算を行い, 無段階での 適化サ

ービス管外径 dOPTを得る。 終的には呼び径での確定を行うため, 図-2.15で示したように, 

配管口径 d    (m)

Ct
(d

)  
年

価
円

/
(
m
･
年

）

dOPT

合計費

dNs dNb

Ct(dNs)
Ct(dOPT)

Ct(dNb)

配管口径 d    (m)

Ct
(d

)  
年

価
円

/
(
m
･
年

）

dOPT

合計費

dNOPT
dNb

Ct(dNOPT)
Ct(dOPT)

Ct(dNOb)

ω(dNs)<ωmax

配管口径 d    (m)

Ct
(d

)  
年

価
円

/
(
m
･
年

）

dOPT

合計費

dNs dNOPT

Ct(dNs)
Ct(dOPT)

Ct(dNOPT)

ω(dNs)>ωmax

図-2.15 市場流通管での経済的最適配管口径の考え方 
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dOPT前後の呼び径での年価の比較と制限流速のチェックにより経済的 適管径 dNOPT に到達す

る。 

 

dsu :仮定サービス管外径                          ［m］ 

dOPT :無段階の経済的 適化管径                    ［m］ 

dNOPT :呼び径での経済的 適化管径                  ［m］ 

 

 

 

 

 

2.3.4 配管網での経済的最適化配管口径 

 前項までに,地域熱供給配管網の建設費の構成, 土木工事費および配管材料費ならびに配管

接続費と配管径の関係について述べると共に, 直接埋設２管式既断熱温水配管において, 直

線部の単位工事線長あたりで経済的 適配管径を求める計算フローについて解説した。 

 本項では,まず,熱供給配管網の場合における配管径の経済的 適化について,前項の単位線

長当たりの 適化に加えるべき理論について述べる。次に,その理論を用いた配管径経済的

適化プログラムの計算フローについて解説する2-31)。 

START

計算与条件読込

配管径の仮定:dsu
（制限流速による）

導関数へのdsu代入：

・固定費

・ポンプ運転費

・熱損失費

導関数の合計

無段階の 適管径

(dOPT)算出：収束計算

END

呼び径での 適管径決

定：dNOPT

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4

Step 5

Step 6

図-2.16 配管口径最適化計算フロー 
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2.3.4.1 単位圧力損失の考慮 

実際の配管網では機器,配管の耐圧,運転圧力の制限が加わり,かつ局部摩擦損失の影響も考

慮する必要がある。 

ブースターポンプを有しない配管網での圧力状態は通常横軸をプラントからの距離Ｌ,縦軸

を基準高さからの水頭圧PRによる圧力線図(図-2.17)で示される。配管網の 下部では,需要

家必要差圧⊿PRdと往圧力損失⊿PRsおよび還圧力損失⊿PRrで構成される必要循環圧力の他,

プラントで一般的に採用される地域循環ポンプの入口側で開放式膨張水槽による水頭圧の加

圧や,密閉式膨張タンクによる加圧する場合,この加圧圧力による水頭圧⊿PRptが加わると共

に,埋設深さによるプラント加圧高との差分の水頭⊿PRpl-⊿PRbが加算されることになる(式

(2.66))。 

配管,バルブ等で構成される熱供給システムの耐圧を考慮すると,⊿PRsysは耐圧を超える値

に設定はできない。 

 

 

 

∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖𝑠𝑠𝑖𝑖 = ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑑𝑑 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑡𝑡 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑙𝑙 − ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑏𝑏                       ∙∙∙∙∙∙ (2.66) 

 

したがって,こうした圧力の制約条件の中で,配管における許される圧力損失(配管許容圧力

損失)は⊿PRsと⊿PRrの合算値(式(2.67))を超えない範囲に設定する必要がある。そのため,

想定される配管網の圧力による前提条件をまず設定し,配管許容圧力損失を求め,熱供給プラ

基
準

海
水

面
か

ら
の

水
頭

圧
PR

 [
P
a
]

熱供給プラントからの距離 L [m]

0
0

⊿PRd

⊿PRs

⊿PRr

⊿PRpt

⊿PRpℓ
⊿PRb

▼熱供給プラントの標準海水面からの高さ：hpl

▼埋設配管 深部の標準海水面からの高さ：hb

⊿PRsys

▼標準海水面

Lmax

凡例 地域熱供給ポンプ

熱需要家

▼加圧による自然上昇水頭

加圧タンク
PT

PT

図-2.17 地域熱供給配管圧力線図 
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ントからの距離により,許容配管摩擦損失を設定する必要がある(式(2.68))。また,まれでは

あるが,プラントでの加圧を循環ポンプの出口側に行う場合には配管が負圧にならないように

往還圧力損失の 大値を求める必要がある。 

 

γ  :局部圧力損失割合                           [-] 

⊿PR  :基準海水面からの水頭圧                    [Pa］ 

⊿PRb :配管埋設 深部による水頭圧差               

(標準海水面から)［Pa］ 

⊿PRd :需要家必要差圧                            ［Pa］ 

⊿PRpl :プラントの位置による水頭圧差 

             (標準海水面から)［Pa］ 

⊿PRpt :加圧による水頭圧                          ［Pa］ 

⊿PRr :還配管圧力損失                            ［Pa］ 

⊿PRs :往配管圧力損失                            ［Pa］ 

⊿PRsys :熱供給システム 高圧                      ［Pa］ 

L  :熱供給プラントからの距離                   [m] 

R  :単位圧力損失                            [Pa/m] 

 

∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜 = ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖𝑠𝑠𝑖𝑖 − �∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑑𝑑 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑡𝑡 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑙𝑙 − ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑏𝑏�                   ∙∙∙∙∙∙ (2.67) 

𝑃𝑃 =
∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑖𝑖 + ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑜𝑜

2𝐻𝐻
1 − 𝛾𝛾

                                                                                                   ∙∙∙∙∙∙ (2.68) 

 

 前章までおいては算出された配管径dOPTに対し市場流通している配管径でそれより小さい

ものをdNsとし, dOPTより大きい配管径をｄNbとした場合,小口径dNsの配管内流速ω(dNs )のみを

物理的な制約要件とし,dNsとｄNbにおける年価の小さい方を経済的 適化管径としていたが,

上述のように配管網では許容 大単位圧力損失Rmaxの制限も制約条件として付加しなくては

ならない。そのため,図-2.18においてdOPT ,dNs,ｄNbと配管内流速ω, 単位圧力損失R, 大流

速 ωmax, 大許容単位圧力損失Rmaxの関係を整理する。 

 

a 基準  

図-2.18(a)に示すように,呼び径dNsにおける配管内流速をω(dNs ),単位圧力損失R(dNs )とし,

呼び径ｄNbでの配管内流速をω(dNb ),単位圧力損失R(dNb )とする。前項までの定義により流速

ω(dNb )はωmax以下となる。この場合, 適呼び径の取り得る場合は図-2.18の(b)～(d)の3ケー

スに分類される2-31)。 

b Case-1 小口径呼び径で流速および単位圧力損失共限界を下回る場合 
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 この場合は小口径呼び径dNsと大口径dNbの年価の小さい方が経済的 適化口径ｄNOPTとな

る。 

c Case-2 小口径呼び径で流速または単位圧力損失が限界を上回る場合でかつ 

大口径呼び径で単位圧力損失が限界を下回る場合 

 小口径呼び径では限界流速あるいは単位圧力損失を満足できないため,大口径呼び径 dNb が

経済的 適口径dNOPTとなる。 

d Case-3 大口径呼び径で単位圧力損失が限界を上回る場合 

経済的 適化計算による口径では単位圧力損失の与条件が満たせないため,単位圧力損失を

満足するより大きな呼び径dRmaxが 適化口径dNOPTとなる。 

  

 

 

 

 

2.3.4.2 需要家に向かっての配管口径の順次低減の原則 

 単一のツリー状熱供給配管網では基本的にプラントから需要家に向かって供給流量は順次

低減していくため,従来の計算手法においては配管口径は計算上同様に順次低減していく。し

かしながら,本経済的 適化計算手法を用いると,配管埋設状態が変化する場合,同一流量であ

っても需要家に近い側の区間でプラント側よりも配管口径が大きくなる可能性がある。 

例えば図-2.19に示すように,プラント側から見て上流側の区間が車道,下流側が緑地に配管

されたとする。緑地では固定費の割合が車道の場合より小さいため, 流量変化が区間であまり

ない場合,下流であっても経済的 適化計算による口径は上流の車道に比べ大きく算出される

可能性がある。現実的な施工現場においては同一流量下でわざわざレデューサーを用いて配管

径を変化させることは行われない。また,下流での将来的な配管の分岐の可能性を考慮すると,

流量が増加した場合,上流側区間で図-2.20のように制限流速を超えてしまう可能性もある。し

たがって,需要家に向かって配管口径は順次低減するといった原則を計算の考え方に導入して

おく方が現実的である(図-2.21)。 

配管口径 d    (m)

Ct
(d

)  
年

価
円

/
(
m
･
年

）

dOPT

合計費

dNs dNb

Ct(dNs)
Ct(dOPT)

Ct(dNb)

ω(dNs) ω(dNb)
R(dNs) R(dNb)

Ct
(d

)  
年

価
円

/
(
m
･
年

）

Ct(dNs)
Ct(dOPT)

Ct(dNb)
Ct(dNs)
Ct(dOPT)

Ct(dNb)

Ct
(d

)  
年

価
円

/
(
m
･
年

）
Ct(dNs)
Ct(dOPT)

Ct(dNb)

Ct
(d

)  
年

価
円

/
(
m
･
年

）

配管口径 d    (m)

dOPT

合計費

dNs dNb

ω(dNs) ω(dNb)
R(dNs) R(dNb)

Rmax

ωmax ω(dNs)<ωmax

R(dNs)<Rmax

dNOPT

ω(dNs)
R(dNs)

ω(dNb)
R(dNb)

ω(dNs)
R(dNs)

ω(dNb)
R(dNb)

配管口径 d    (m)

dOPT

合計費

dNs dNb

Rmax ω(dNb)<ωmax

R(dNb)<Rmax<R(dNS)

dNOPT

Rmax

配管口径 d    (m)

dOPT

合計費

dNs dNb

ω(dNs)<ωmax

R(dNb)>Rmax

dNRmax

Ct(dNRmax)

dNOPT

図-2.18 市場流通管での経済的最適口径(配管網の場合) 

(c) Case-2 
(d) Case-3 

(b) Case-1 (a) 基準 
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図-2.19 下流より上流の管径が小さくなる場合 

 

 

図-2.20 下流より上流の管径が小さくなる場合の不具合 

 

したがって,図-2.19 のような場合は図-2.21 に示すように,上流側の配管径を下流側に揃え

るように管径を変更する必要がある。 

 

図-2.21 上流での管径の修正 

 

 これを式の形で表すと式(2.69)示す関係になる。区間毎に前項で示した経済的 適化口径を

求めたら,次の段階で,全ての区間に対して式(2.69)が成り立っているかどうかチェックし, 

上流側の配管径が下流側より小さい場合には下流側配管径に揃える作業を行う。 

 

 

車道 車道 緑地

プラント側

(上流)
需要家側

(下流)

分岐管

車道 車道 緑地

プラント側

(上流)
需要家側

(下流)

分岐管 分岐管

制限流速の超過

車道 車道 緑地

プラント側

(上流)
需要家側

(下流)

分岐管
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dN,m,,jj :需要家m系統で,プラントから見てjj番目の区間の 

呼び径                                    [m］ 

 

𝜕𝜕𝑁𝑁,𝑚𝑚,𝑗𝑗𝑗𝑗−1 ≥ 𝜕𝜕𝑁𝑁,𝑚𝑚,𝑗𝑗𝑗𝑗                                                                                   ∙∙∙∙∙∙ (2.69) 

 

2.3.4.3ネットワーク枝菅での口径低減 

図-2.22にモデル配管網を示す。本モデル配管網は,東北地方の某都市における木質バイオ

マス燃焼熱利用の小規模熱供給の可能性検討に用いられた実際の建物への熱供給検討ルート

であり,典型的なツリー状配管となっている。熱供給対象は宿泊施設と病院であり,温水2管式

のシステムで検討がなされた。配管網は閉ループ回路を持たない完全ツリー状で,本研究のモ

デルとして適していると判断した。 

こうしたツリー状の配管網のポンプ揚程は 大圧力損失を示す系統(以降,主系統：需要家

No.７)で決まるため,プラントから見て近くに接続するそれ以外の系統では往還圧力の余裕が

生じる。このため,主系統以外に属する区間(以降ネットワーク枝菅)では,圧力損失が 大値

を超えずかつ制限流速を超えない範囲で配管口径の低減による圧力損失上昇の余地が生ず

る。配管建設費の低減を図るためにはこの枝管における配管径の縮小は有効である2-32)。 

 

 

枝管での口径低減は,需要家番号mで表される各需要家系統の圧力損失⊿PRSO,mを求め,主系

統の圧力損失⊿PRpoとの差⊿PRpa,mを算出することにより行う。 

２

4

3

プラント

凡例

緑地

歩道

車道

5

3

区間番号

需要家番号
７

６ 8

1

2

9

10

11

16

4

5

6

12 13

17
14

15

１

7需要家1系統の

圧力損失区間

需要家７系統の

圧力損失区間

図-2.22 モデル配管網 
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ここでは,モデルとして需要家系統１での検討を行う。図-2.22に示すモデル配管網では主

系統は需要家7に属する配管になる。この時需要家系統１と主系統の圧力損失差は式(2.73)に

示す形となり, ⊿PRpa,1が需要家系統１での圧力損失の許容増加範囲となる。 

まず,需要家系統毎に圧力損失の大きい順に整理する。図-2.22では例ととして式(2.70)に

示す順になるとする。この場合,１番圧力損失の大きい系統は需要家7の系統となるため,主系

統での圧力損失⊿PRpoは⊿PRSO,7に一致する(式(2.71))。 
 

⊿PRSO,m :需要家系統mの圧力損失(区間毎の口径低減前) 

［Pa］ 

⊿PRpo          :主系統側圧力損失                         ［Pa］ 

 

∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,7 > ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,6 > ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,5 > ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,1 > ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,2 > ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,4

> ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,3                                                                    ∙∙∙∙∙∙ (2.70) 
∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑜𝑜 = ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,7                                                                                      ∙∙∙∙∙∙ (2.71) 
∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑚𝑚 = ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑜𝑜 − ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,𝑚𝑚                                                               ∙∙∙∙∙∙ (2.72) 

 

主系統以外の需要家系統は主系統との圧力損失差⊿PRpa,,m分の圧力損失上昇の余地があるた

め(式(2.72)),その余地分を超えない範囲で枝菅の配管径減少を行える可能性がある。 
この枝菅での配管径減少の検討は,需要家系統毎の圧力損失⊿PRSO,mの大きい順に行うもの

とする。図-2.22では,したがって,需要家6系統,需要家5系統といった順に行う。しかしなが

ら, ,需要家6系統,需要家5系統共,主系統からの分岐した枝菅はそれぞて区間番号17,16のよ

うに各系統共１区間のみであるため,対応する1区間のみで制限流速と許容圧力員損失差⊿

PRpa,,mを超えない範囲で配管径の も小さなものを選ぶといった単純な検討になる。区間

17,16での検討が終了し配管径が決定したら,その区間の配管径は主系統と同様その以降の検

討では変化させない。 

需要家6系統,需要家5系統と異なり,需要家１系統は主系統からの分岐区間は8,3,4,5と4区

間あり,その4区間での配管径減少の検討をする必要がある。以下例として需要家1系統での検

討を示す。 

需要家1については需要家7と区間1を共用しているため,圧力損失差が生じるのは,主系統の

区間2と枝管である区間8,3,4,5の区間の圧力損失によるものである。区間8以降のように枝管

に分岐した以降の区間について順次配管径の低減を図るために，初期に記した区間番号(需要

家１系統の場合は8,3,4,5)に代わり,枝管分岐以降に下流に向かって,S1,1～S1,4のように一時的

な区間番号を当て検討していくこととする(図-2.23)。例えば, ,S1,1で候補とする呼び径をdN

とすると,S1,1の１番目の候補呼び径とし,dN1,S1,1と表し,低減可能な２番目の呼び径をdN2,S1,1の形

で表す。 
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∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑝𝑝,1 = ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑜𝑜 − ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑂𝑂,1                                                                                  ∙∙∙∙∙∙ (2.73) 

 

dN  :呼び径                                     ［m］ 

dNi,Sm,n :Sm,nのi番目の呼び径候補                   ［m］ 

dNOPT,Sm,n :区間Sm,nの経済的 適化呼び径               ［m］ 

⊿PRad,m :需要家系統mでの圧力損失増加 

                         (区間毎の口径低減後)           ［Pa］ 

⊿PRdNi,Sm,n    :需要家系統m,分岐以降n番目区間,対応可能i番目の 

   呼び径の区間圧力損失［Pa］ 

⊿PRNo,m :需要家系統mの圧力損失 

                         (区間毎の口径低減後)           ［Pa］ 

⊿PRpa,m :需要家系統mと主系統の圧力損失差  

                         (区間毎の口径低減前)           ［Pa］ 

⊿PRSO,m :需要家系統mの圧力損失  

                         (区間毎の口径低減前)           ［Pa］ 

Sm,n :需要家系統mに属する分岐以降の 

                              ｎ番目の区間番号          [-］ 

NcSm,n :区間毎の対応可能呼び径候補数               ［-］ 

TNc,m :需要家系統mでの対応可能な呼び径      

 組み合わせ数                   ［-］ 

i  :候補配管径口径番号                        ［-］ 

m  :需要家系統番号                             ［-］ 

n  :分岐以降の区間の順を示す番号               ［-］ 
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S1,1 S1,2

⊿
PR

SO
,1

⊿
PR

ad
,1

⊿
PR

po
,1

⊿
PR

pa
,1

⊿
PR

N
O

,1

S1,3 S1,4

8 3 4 5

需要家１系統に属する分岐以降の区間番号

分
岐
以
降

の
圧
力

区間毎での 適化管径に

よる圧力損失

区間毎で許容可能な圧力損失

管径低減後

の圧力損失
区間番号 →

凡例

選択された管径による圧力損失

候補の管径による圧力損失

8 3 4 5
呼び径組
合せ数

S1,1 S1,2 S1,3 S1,4 TNc,1

対応可能呼び径1 dN1,S 1,n 125 100 100 100 －

対応可能呼び径2 dN2,S 1,n 100 80 80 80 －

対応可能呼び径数 N CS1,n 2 2 2 2 16

区間番号

一次的な区間番号

図-2.23 需要家系統１における配管径低減の考え方 

表-2.1 配需要家１系統での配管径候補の仮定 
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この場合区間8は図-2.23においてS1,1に対応,区間5がこの場合S1,4となる。各々の区間にお

いて制限流速ωmaxと圧力損失増加⊿PRpa,1(式(2.73))を超えない呼び径群を抽出し,その仮の区

間n毎の候補配管径数をNcS1,nとする。したがって,選択する口径によって生ずる圧力損失のプ

ロフィールは図-2.23中に一点鎖線で示す上下の線の間に入ってこなくてはならない。この

時,各区間では単位線長当たりの経済的 適化で得られた管径を仮に区間毎に表-2.1に示す形

で仮定する。この仮定される口径での各区間毎の圧力損失は図-2.23中で破線で表した。各区

間における対応可能呼び径数は各２つとすると,式(2.74)により,対応する呼び径の組合せパ

ターン数は16となる。また,この式を一般化すると式(2.75)の形となる。 

 

𝑅𝑅𝑇𝑇𝑐𝑐, 1 = 𝑇𝑇𝑐𝑐𝑆𝑆1,1 ∙ 𝑇𝑇𝑐𝑐𝑆𝑆1,2 ∙ 𝑇𝑇𝑐𝑐𝑆𝑆1,3 ∙ 𝑇𝑇𝑐𝑐𝑆𝑆1,4 = 2 ∙ 2 ∙ 2 ∙ 2 = 16                        ∙∙∙∙∙∙ (2.74) 

𝑅𝑅𝑇𝑇𝑐𝑐,𝑚𝑚 = �𝑇𝑇𝑐𝑐𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑘𝑘

𝑛𝑛

𝑘𝑘=1

                                                                                              ∙∙∙∙∙∙ (2.75) 

k :対応する区間の数                            ［-］ 

 

この 16 通りの配管径の組み合わせにしたがい,前項の配管径順次低減の原則に従うかと,圧

力損失増大が許容範囲に収まるかの検証を行う。ポンプ搬送動力については 大圧力損失を示

す主系統で決まってしまうため,それ以外の枝菅系統では影響を受けない。このため,この両チ

ェックにかなう組み合わせのみ,固定費と熱損失費の年価合計を 小の Ccr,m とする呼び径の

組み合わせを選ぶことになる。 

8 3 4 5
口径順次低減の
原則チェック

圧力損失増大
チェック

S1,1 S1,2 S1,3 S1,4 dSm,n-1≥dSm,n ∆Prpa, 1 ≥∆Prad ,1

1 125 100 100 100 〇 〇 4
区間毎最適
化口径群

2 125 100 100 80 〇 〇 3
3 125 100 80 100 × 〇 ×
4 125 100 80 80 〇 〇 2
5 125 80 100 100 × 〇 ×
6 125 80 100 80 × × ×
7 125 80 80 100 × × ×
8 125 80 80 80 〇 × ×
9 100 100 100 100 〇 〇 1 最小Ccr,1

10 100 100 100 80 〇 × ×
11 100 100 80 100 × × ×
12 100 100 80 80 〇 × ×
13 100 80 100 100 × × ×
14 100 80 100 80 × × ×
15 100 80 80 100 × × ×
16 100 80 80 80 〇 × ×

配管径径
の組合せ

番号

区間番号

一次的な
区間番号

Ccr,1
の順位

備考

表-2.2 需要家１系統での配管径組合せの検討 
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Cpc,dNi,Sm,n :区間Sm,n,配管径番号iでの配管固定費の年価  

                  [円/年] 

 

Chl,dNi,Sm,n :区間Sm,n,配管径番号iでの配管熱損失費の年価  

                [円/年] 

Ccr,m :分岐以降のm系統における固定費と熱損失費の 

合計         [円/年] 

𝐶𝐶𝑐𝑐𝑎𝑎,𝑚𝑚 = ��𝐶𝐶𝑛𝑛𝑓𝑓,𝑑𝑑𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑘𝑘 + 𝐶𝐶ℎ𝑙𝑙,𝑑𝑑𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑘𝑘�
𝑛𝑛

𝑘𝑘=1

                                          ∙∙∙∙∙∙ (2.76) 

 表-2.2に示す例では,この両チェックにかなう組み合わせ番号は1,2,4,9のみであり,この4

つ中で 小のCcr,mを算出する組合せを選ぶ。本例で,組み合わせ番号９でのCcr,mが 小とす

ると,S1,1～S1,4での経済的 適化口径群dNOPT,S1,1～dNOPT,S1,4は,100A,100A,100A,100Aとなる。この

口径群による生ずる圧力損失のプロフィールは管径低減後の圧力損失として図-2.23中で太線

で示した。 

  このような手法により,配管網で主系統以外で圧力損失の大きい需要家系統順に Ccr,m を

小とするとする呼び径の組み合わせを選ぶ(式(2.76))。この手法により配管呼び径を求めたら,

それを主系統の口径同様既知のものとして,他の需要家配管系統での呼び径の組み合わせを求

める。また,需要家 2の場合は需要家 1系統の配管径低減化後に区間 8,3での配管口径は既知

のものとして区間7の口径低減計算を行う。 

  上記の手法を式として表すと式(2.77)および式(2.78)に示す形となる。 適低減呼び径の組

み合わせを求めるには,同２式の条件を満たした上で,固定費と熱損失費の年価合計を算出し

（式(2.76)),その中の 小の Ccr,m とする呼び径の組み合わせを選ぶ。式(2.77)において,各

区間における口径変化による圧力損失増大は,当該需要家系統と主系統との圧力差⊿PRpa,m を

超えないという制限を示している。また,式(2.78)の⊿PRNO,m は当該需要家系統の配管径低減

後の圧力損失の合計を表し,主系統の圧力損失⊿PRpoを上回らない条件を表している 2-19）。 

 

∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑝𝑝,𝑚𝑚 ≥ ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑑𝑑𝑁𝑁𝑖𝑖,𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑛𝑛 − ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑑𝑑𝑁𝑁1,𝑆𝑆𝑚𝑚,𝑛𝑛                                              ∙∙∙∙∙∙ (2.77) 
∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑛𝑛𝑜𝑜 ≥ ∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑁𝑁𝑂𝑂,𝑚𝑚                                                                                    ∙∙∙∙∙∙ (2.78) 

 

2.3.4.4 局部圧力損失の考慮 

 熱供給配管網での圧力損失は直管部の摩擦損失に加え,エルボ,分岐,弁などの圧力損失を加

える必要がある。 

 ゆえにある管長Lの１区間における圧力損失⊿PRSnは直管部と局部の圧力損失の合計の和と

して表される(式(2.79))。 
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∆𝑃𝑃𝑃𝑃𝑆𝑆𝑛𝑛 = 𝜌𝜌 ∙ 𝜔𝜔2 �𝜆𝜆
𝐻𝐻
𝜕𝜕𝑖𝑖

+�𝜁𝜁�                                                                               ∙∙∙∙∙∙ (2.79)

ρ  :水の密度                              ［kg/㎥］

ω :熱媒流速                                 ［m/s］

λ :管摩擦損失係数                             ［-］

di  :配管内径                                   ［m］

ζ :局部摩擦損失係数                           ［-］

⊿PRSn :当該区間における圧力損失                  ［Pa］

ζの形で表す局部摩擦損係数および計算式(式(2.80)～式(2.89)),表-2.3については参考文

献2-33)によった。エルボ,弁などについては熱媒流速に関わらず一定値を取るが,流量変化を伴

う分岐,合流部においては流速値を与える必要がある。このため,口径 適化計算に与条件とし

て,設計流量と限界流速から仮定内径を算出し,その内径を満たす呼び径から導かれる流速を

与えることとした。

また,口径の呼び径が算出された以降の配管網での計算では,その呼び径から算出される流

速を用いて局部摩擦損失係数を再計算することとした。

以下,T-型分岐, 十字型分岐部, エルボ部における局部摩擦損失係数の算出式を示す(図-

2.24～図-2.29)。

ω :計算対象区間流速                          ［m/s］

ωB :プラント側区間流速                        ［m/s］

ωUB :需要家側区間流速                         ［m/s］

V
．

:計算対象区間流量                         ［m3/s］

V
．

B :プラント側区間流量                        ［m3/s］

V
．

UB :需要家側区間流量                          ［m3/s］

V
．

B ωB V
．

UB ωUB

V
．

ω

V
．

B ωB V
．

UB ωUB

V
．

ω

(a) 分岐部 直角                              (b) 合流部 直角

図-2.24 T分岐における流量と流速
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往管側：T分岐部 直角

𝜁𝜁 = 0.9 + �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2

∙∙∙∙∙∙ (2.80)

還管側：T合流部 直角

𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔
�1−

�̇�𝑉𝑈𝑈𝐵𝐵
�̇�𝑉
� ≥ 0.1        の場合                   

𝜁𝜁 = 0.6�1−
�̇�𝑉𝑈𝑈𝐵𝐵
�̇�𝑉𝐵𝐵

�
−0.25

�
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
−0.25

�1 + �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2
�1 − 2�

�̇�𝑉𝑈𝑈𝐵𝐵
�̇�𝑉𝐵𝐵

�
2

��                 ∙∙∙∙∙∙ (2.81)

𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔
�1−

�̇�𝑉𝑈𝑈𝐵𝐵
�̇�𝑉
� < 0.1        の場合                   

𝜁𝜁 = 1 + �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2
�1 − 2�

�̇�𝑉𝑈𝑈𝐵𝐵
�̇�𝑉𝐵𝐵

�
2

�                                                                            ∙∙∙∙∙∙ (2.82)

往管側：T分岐部 直進  十字分岐部 直進

(a) T分岐部 直進                        (b) 十字分岐部 直進

 T分岐においても十字分岐においても直進の際は式(2.83)となる。

𝜁𝜁 = 0.4 + �1−
�̇�𝑉
�̇�𝑉𝐵𝐵
�
2

�
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2

                                                                                  ∙∙∙∙∙∙ (2.83)

図-2.25 T直進,十字直進における流量と流速
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還管側：T合流部 直進  十字合流部 直進

(a) T合流部 直進                        (b) 十字合流部 直進

T合流部においても十字合流部においても直進の際は式(2.84)となる。

𝜁𝜁 = �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2
�1 − �

�̇�𝑉
�̇�𝑉𝐵𝐵
�
2

�+ ��
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 ��
�̇�𝑉
�̇�𝑉𝐵𝐵
� − 1�

2

                                                 ∙∙∙∙∙∙ (2.84)

図-2.26 T合流部直進,十字合流部直進における流量と流速

(a) 分岐部 直角                              (b) 合流部 直角

図-2.27 十字分岐における流量と流速
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往管側：十字分岐部 直角

この場合,T型分岐の直角の場合と同じ式となる。

𝜁𝜁 = 0.9 + �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2

∙∙∙∙∙∙ (2.85)

還管側：十字合流部 直角

𝜁𝜁 = 1 + �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2

⎩
⎪
⎨

⎪
⎧

1 − 8
��̇�𝑉𝑈𝑈𝐵𝐵
�̇�𝑉𝐵𝐵

�
2

3 + �̇�𝑉𝑈𝑈𝐵𝐵
�̇�𝑉𝐵𝐵 ⎭

⎪
⎬

⎪
⎫

                                                                       ∙∙∙∙∙∙（2.86)

(a) T分岐部直進なし 直角              T合流部逆流 直角

往管側：T分岐部 直進なし直角

𝜁𝜁 = �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2

+ 0.3                                                                                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.87)

還管側：T合流部 逆流直角

𝜁𝜁 = �
𝜔𝜔𝐵𝐵

𝜔𝜔 �
2

+ �
�̇�𝑉𝐵𝐵
�̇�𝑉
�
2

+ 3�1−
�̇�𝑉𝐵𝐵
�̇�𝑉
�                                                                       ∙∙∙∙∙∙ (2.88)

図-2.28 T分岐部直進なし直角分岐,T合流部逆流における流量と流速
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𝜁𝜁 = 1.2                                                                                                                         ∙∙∙∙∙∙ (2.89)

2.3.4.5 熱損失低減の考慮

熱供給配管網での熱損失は圧力損失同様に加え,弁などの熱損失を加える必要がある半面,2

管式の温水配管網では長距離並行して埋設される往還の2管の間で熱損失が約20%減少する点

も知られている2-34)。そのため,本計算では単位配管長での経済的 適化で用いた単位線長あた

りの熱損失を20%減じて計算することとする。

1.0 1.5 3.0
エルボ 0.4 0.3 0.2
エルボ（直管組合せ） 0.8 0.6 0.4
ショートエルボ 0.46 0.35
Ｕベンド 1.3 1 0.6
Ｕベンド（直管組合せ） 2.6 1.9 1.3
Ｕベンド(ショートエルボ組合せ） 1.5 1.1
フランジ接続
溶接接続
ストップ弁
拡大
縮小
玉型弁
逆止弁　　　水平
逆止弁　　　垂直
ゲート弁

4
0.3･･･0.5

0.05
0.03

r/d

0.2･･･0.6
0.1

0.1･･･0.3
5
6

図-2.29 エルボ部

表-2.3 局部摩擦損失係数 2-33)
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2.4 熱供給配管網での管径経済的最適化計算フロー 

2.4.1全体フロー 

 配管網経済的配管径 適化計算は大きく５つ計算ステップから構成される(図-2.30)2-31)。 

 

 

 

 

 各々のステップはサブルーチンとして図-2.31～図-2.38に示すフローとなる。 

  

START

計算与条件および

ネットワークデータ読込

ネットワーク構成計算

区間毎の配管径

経済的 適化

ネットワークでの

配管径経済的 適化

5.1 配管径調整

5.2 各需要家系統毎

圧力損失算出

5.3 大圧力損失系統

以外での配管径

低減

5.4 決定配管径での

圧力損失再計算

END

Step 1

Step 2

Step 3

Step 4

Step 5

経済計算条件整理

全体プログラム

図-2.30 全体プログラム 
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2.4.2 STEP-1：計算条件およびネットワークデータの読込 

 各ステップに従って下記のデータをファイルより読み込む(図-2.31)。 

STEP-1.1：設計往還温度,配管網圧力与条件群,外気温,外気温出現頻度,流量制御方式,配管

数,需要家数,制限流速 

STEP-1.2：配管網熱損失係数,配管外径と断熱厚関係式,標準断面仮定寸法,土木工事単価,エ

ネルギー単価 

STEP-1.3：平均地表温,平均地中温,水の定圧比熱, 

熱伝達率（土壌,管材,断熱材）,内面粗度 

(鋼管,樹脂管)  

 

 

  

START

気象条件・物理データ

読み込み

END

Step 1.1

Step 1.2

Step 1.3

サブルーチン 1. 計算条件およびネットワークデータ読み込み

ネットワークデータ

読み込み

経済計算用データ

読み込み

図-2.31 STEP-1 計算条件およびネットワーク データ読み込み 
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2.4.3 STEP-2：経済計算条件整理：図-2.32 

 この段階では,年価を算出するための与条件データの読み込みと資本回収係数の算出を行う。 

STEP-2.1：経済計算与条件の読み込み 

各種物価上昇率,税率,各種保険利率,運営管理費率,修繕比率,金利,償却年数 

STEP-2.2：経済計算与条件による各種資本回収係数計算 

 

 

 

 

  

START

END

Step 2.1

Step 2.2

サブルーチン ２. 経済計算条件整理

経済計算与条件

読み込み

各種資本回収係数計算

図-2.32 STEP-2 経済計算条件整理 



 

73 
 

 

2.4.4 STEP-3：ネットワーク構成計算：図-2.33 

 配管網全体の構成を行うのがこのステップの目的である。まず,区間の配管設定条件を読み

こみ,経済的 適化口径計算のための与条件を順次揃えていく。 

STEP-3.1：以下のデータ読み込み,区間番号,分岐先区間番号,分岐・曲がり等形状,需要家接

続の有無,需要家接続の場合負荷(暖房,給湯),弁等形状・台数,区間配管長,設置

場所(緑地,歩道,車道),配管種 

     各需要家での設計流量・設計熱負荷算出 

STEP-3.2： 各需要家系統毎の圧力損失計算のための系統構築(区間番号,分岐先区間番号に

よる) 

     各区間に対応する需要家での設計流量・熱量加算による区間毎の設計流量・設計

負荷算出 

STEP-3.3: 各区間での分岐形状決定 

STEP-3.4: 各需要家系統毎に配管延長距離を積算, 長需要家系統算出により, 大許容単

位圧力損失”Rmax”算出 

 

 

  

START

各区間毎の分岐形状設定

END

Step 3.1

Step 3.2

Step 3.3

Step 3.4

各需要家毎の

系統構築、各区間毎の設

計流量・熱負荷算出

サブルーチン 3. ネットワーク構成計算

区間毎のデータ読み込み

および需要家接続区間で

の設計流量算出

各需要家系統毎の

配管延長距離および 大

許容単位圧力損失"RMAX"

の算出

図-2.33 STEP-3 ネットワーク構成計算 
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2.4.5 STEP-4：区間毎の配管径経済的最適化計算：図-2.34 

 区間毎に経済的 適化された配管呼び径を求めることをステップの目的とする。 

STEP-4.1：STEP-3で算出された区間毎の設計流量・分岐形状等のデータ読み込み 

STEP-4.2：制限流速ωmaxによる区間毎の仮定サービス管外径dsuの仮定 

STEP-4.3：区間設計流量と仮定予備管径を用いての分岐部局部圧力損失係数の算出 

STEP-4.4：各年価式の導関数へのdsuの代入 

STEP-4.5：導関数の合計 

STEP-4.6：導関数の合計を”0”に近づけるように収束計算。無段階でのサービス管外径dOPT

算出 

STEP-4.7：図-2.16で示した考え方により,制限流速ωmax,制限単位圧力損失Rmaxを用い呼び

径での 適管径dNOPTを決定： 

STEP-4.8：区間毎に 適配管径,各年価,流速,圧力損失をファイルに書き入れ 

 

 

 

START

Step 4.1

Step 4.2

Step 4.3

Step 4.4

Step 4.5

Step 4.6

サブルーチン 区間毎の配管径経済的 適化計算

区間毎のデータ読み込み

大流量、分岐形状

配管径の仮定:dsu
（制限流速ωmaxによる）

導関数へのdsu代入：

・土木工事費

・熱損失費

・ポンプ運転費

導関数の合計

無段階の 適管径

(dOPT)算出：収束計算

制限流速ωmax、制限単位

圧力損失Rmaxを用いた呼

び径での 適管径決定：

dNOPT

分岐部での局部圧力損失

END

Step 4.7

配管本数

適配管径、年価

（土木工事費、ポンプ運

転費、熱損失費）ファイ

ル書入れ

Step 4.8

図-2.34 STEP-4 区間毎の配管径経済的最適化計算 
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2.4.6 STEP-5：ネットワークでの経済的最適化計算 

 本ステップにおいては前ステップで区間毎に算出された配管呼び径を配管網の制約条件に

合わせて調整していくことを目的とする。プログラムは大きく,以下のSTEP-5-1からSTEP-5-

4の４つのサブルーチンに分かれる。 

 

 STEP-5.1：配管径の調整 

     2.3.4.2で示した「需要家に向かっての配管径順次低減の原則」に従い,需要家側

の区間配管径よりプラント側の配管径が小さい場合,管径を大きい側に揃える調

整を行う 

STEP-5.2：Step-5.1で修正された配管径により各需要家 

系統毎の圧力損失を計算。その中から 大 

圧力損失需要家系統を選定。 

STEP-5.3： 大圧力損失系統以外の枝菅での口径低減 

STEP-5.4：決定された配管径で 終的な圧力損失再計算 

及びポンプランニングコスト算出  

 

以下,STEP-5のサブルーチン毎に計算フローを解説する。 
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2.4.6.1 STEP5.1 配管径の調整：図-2.35 

STEP-5.1.1：各需要家系統の区間グループ呼び出し 

各需要家系統毎の区間と配管径の読み込み 

STEP-5.1.2：プラント側から見て上流側の配管径が下流側の配管径を下まわっているか判断 

STEP-5.1.3：上記判断がYESの場合, 上流側配管径を下流側経済的 適化口径に変更 

STEP-5.1.3：口径を変更した区間に対し経済計算再実施 

 

 

 

  

START

Step 5.1.1

Step 5.1.2

Step 5.1.3

Step 5.1.4

サブルーチン ネットワークでの経済的 適化

5.1 配管径の調整

上流側配管径を下流側配

管の経済的 適化口径に

変更

YES

END

需要家グループ数

上流側配管データ変更：

適配管径、年価

（土木工事費、ポンプ運

転費、熱損失費）

各需要家系統毎の

区間グループ呼び出し

上流側配管径が

下流側より小

需要家系統毎区間数

NO

図-2.35 STEP-5.1  配管径の調整 
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2.4.6.2  STEP5.2 各需要家毎圧力損失の算出：図-2.36 

STEP-5.2.1：各需要家系統の区間グループ呼び出し 

       各需要家系統毎に属する区間と配管径を読み込み 

STEP-5.2.2：区間毎算出の呼び径での圧力損失計算  

STEP-5.2.3：各需要家系統毎に圧力損失を合計 

STEP-5.2.4： 大圧力損失を示す系統を抽出し,その 

系統を主系統に設定 

 

 

 

  

START

Step 5.2.1

Step 5.2.2

Step 5.2.3

Step 5.2.4

サブルーチン ネットワークでの経済的 適化

5.2 各需要家系統毎圧力損失の算出

区間毎の算出呼び配管径

による圧力損失計算

END

需要家グループ数

大圧力損失需要家系統

の抽出

各需要家系統毎の

区間グループ呼び出し

需要家系統毎配管数

各需要家系統毎の

圧力損失の合計

図-2.36 STEP-5.2 各需要家系統毎圧力損失の算出 
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2.4.6.3  STEP5.3 枝管での口径低減：図-2.37 

 このサブルーチンにおいては枝管での口径低減を行う。 

STEP-5.3.1：各需要家系統系統を圧力損失の大きい順にならべ直し 

STEP-5.3.2：各需要家毎に主系統圧力損失との差(許容増大圧力損失)を算出 

STEP-5.3.3：各区間における低減可能な呼び径群を算出  

STEP-5.3.4：各需要家系統の枝管における呼び径群の組み合わせを構成 

STEP-5.3.5：各需要家系統の枝管において も固定費および熱損失費の年価合計の 

小さい呼び径の組み合わせを算出 

STEP-5.3.6：5.3.5で算出された各区間の呼び径を経済的 適化口径としてくくりだし 

 

 

 

  

START

サブルーチン ネットワークでの経済的 適化

5.3 大圧力損失系統以外での配管径の圧縮

各区間における圧縮可能

呼び径の算出

END

圧縮可能な呼び径群の組

み合わせ算出

対応要家系統毎の区間、

許容増大圧力損失算出

圧力損失の大きい順に

需要家系統を序列化

需要家グループ数

も経済的な呼び径の組

み合わせの算出

適化された区間と呼び

径のくくりだし

Step 5.3.1

Step 5.3.2

Step 5.3.3

Step 5.3.4

Step 5.3.5

Step 5.3.6

図-2.37 STEP-5.3        枝管での口径低減 
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2.4.6.4  STEP5.4 決定配管径での圧力損失再計算およびポンプランニングコスト算出 

：図-2.38 

 前 STEP までで,全ての配管径が経済的に 適化されたため,その口径を用いて直管を含め局

部損失についても再計算を行い, 終的に決定された圧力損失を用いてポンプランニングスト

を算出する。 

STEP-5.4.1：各区間での決定配管呼び径による局部圧力損失再計算 

STEP-5.4.2：各区間毎の圧力損失算出 

STEP-5.4.3：主系統での圧力損失算出  

STEP-5.4.4：ポンプランニングコスト算出 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

START

サブルーチン ネットワークでの経済的 適化

5.4 決定配管径での圧力損失再計算およびポンプラン

ニングコスト算出

各区間毎の圧力損失算出

END

各区間における当該配管

径、分岐配管径による局

部圧力損失係数計算

配管数

Step 5.4.1

Step 5.4.2

Step 5.4.3
主系統での 大圧力損失

算出

ポンプランニングコスト

算出Step 5.4.4

図-2.38 STEP-5.4 決定配管径での圧力損失再計算およびポンプランニングコスト算出 
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第３章 
 
 

基礎データの収集と分析 
 
 
 3.1. 直接工事費と間接工事費 

 3.2 配管費 

  3.2.1 サービス管とジャケット管の管径 

  3.2.2 サービス管径と配管材料費および配管接続費 

 3.3 土木工事費 

  3.3.1 配管設置場所 

  3.3.2 土木工事費の費用構成 

 3.4 土木工事数量 

  3.4.1 掘削土量 

  3.4.2 砂埋め部容積 

  3.4.3 配管容積(共通) 

  3.4.4 仕上げ路面面積(歩道・車道のみ) 

  3.4.5 配管長に関係する工事量(歩道・車道のみ) 

  3.4.6 管径に関係する工事量のまとめ 

 3.5 土木工事費の単価構成 

 3.6 配管設置工事費の比較 
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３．基礎データの収集と分析 

 本章では,前章において展開した配管網の経済的 適化の検証のために収集した基礎データ

について分析し,次章以降のモデル検討につなげることを目的とする。 

3.1 直接工事費と間接工事費 

前章で示したように,配管網建設費は直接工事費と間接工事費の合計である。 

ここでは,表-3.1にプロジェクトA～D四例の地域熱供給配管網の見積事例を示す。さらに図

-3.1では同事例の費用別構成比を表す。A, C, Dの費用構成はほぼ同等の割合となっている

が, Bでは直接工事費の割合が相対的に低い(図-3.1)。これは, Bでの配管敷設位置を車道が

多く占めており, 交通整理等の費用負担増, かつ地中埋設物があるため工事の制約要因が大

きく, 間接費の割合を押し上げているためと考えられる。 

 

 

 

 

 

配管線
長

ｍ 温水 蒸気 ドレン 熱源水

A 中小都市 2137 125 温水
断熱
樹脂管

直埋設 遊歩道

B 中小都市 378 125 温水
断熱
樹脂管

直埋設
市道
（歩道、
車道）

C 大都市 500 500 200 蒸気
二重鋼管
ｴｱｽﾍﾟｰｽ

直埋設
市道
（車道）

出典3-1)

D 大都市 500 700 熱源水
鋼管
断熱なし

直埋設
市道
（車道）

出典3-1)

配管敷設方法
配管埋設
位置

備考
プロジェ
クト

立地

大配管径　A

供給熱媒 管種

0
20
40
60
80

100
120

A B C D

配
管

敷
設

費
割

合
%

プロジェクト

一般管理費

現場管理費

共通仮設費

直接工事費

表-3.1 地域配管見積事例 

図-3.1 配管工事費の費用構成割合 
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配管工事業者へのヒアリングにおいても,プロジェクトの大小に関わらず,工夜間のみ工事,

交通量の多い国道などのような制約条件の多い工事を除き, 配管設置工事における直接工事

の割合は事例A,C,Dにみられる75%程度であるため,以降の計算においては間接工事費による増

加係数αは1.33を用いることとする。 

 

3.2 配管費 

3.2.1 サービス管とジャケット管の管径 

本報告で扱う合成樹脂被覆断熱鋼管については, 配管ファブリケーター, 断熱樹脂管につ

いてはメーカーからのヒアリングによるデータを用いている。表-3.2に示す今回調査した合

成樹脂被覆断熱鋼管と断熱樹脂管のサービス管外径とジャケット管外径の関係を,式(2.42)に

示す形で式を表したのが図-3.3である。 

合成樹脂被覆断熱鋼管では,サービス管には通常STPGを用いるが,耐圧,配管サイズによって

はSGP,STPY管を利用する場合もある。断熱材としてほとんどの場合硬質発砲ポリレタンが設

置される。ジャケット管はPVCが一般的であるが,メーカーによっては高密度ポリエチレンな

どを使用する場合もある。 

それに対し,断熱樹脂管のサービス管は多くの場合架橋ポリエチレン管が用いられるが,耐

熱,耐圧で制限の少ない場合,ポリエチレン管をサービス管とする場合もある。 

断熱材は合成樹脂被覆断熱鋼管同様ほとんどの場合硬質発砲ポリレタンである。ジャケッ

ト管は単独のポリエチレンの場合もあるが,配管にかかる土圧に対抗するため多くがその下部

に薄手の波付鋼管を配したものが流通している。 

 

 

 

合成樹脂被覆断熱鋼管 断熱樹脂管

断面

備考
サービス管はSGP,STPY、ジャケット管は
STK、ポリエチレン管も可能

ポリエチレン(下部波付鋼管)

ジャケット管：PVC ジャケット管：

ポリエチレン

下部は波付鋼管

サービス管：STPG サービス管:

架橋ポリエチレン管

断熱材:

硬質発泡ポリ

ウレタン

断熱材:

硬質発泡ポリ

ウレタン

図-3.2 断熱配管の代表管種 
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管種 合成樹脂被覆断熱鋼管合成樹脂断熱樹脂管
メーカー 玖長鋼業 高断熱 三井金属ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ
型式 2種管(STPG+PVC) GNGAR
管径 導管 外装管 導管 外装管
JISサイズ 外径　dm 外径　dj 外径　dm 外径　dj

STPG PVC-VU 架橋PE 低密度PE

mm mm mm mm

25A 34.0 114.0 34.5 111.3
32A 42.7 114.0 42.7 111.3
40A 48.6 140.0 48.5 111.3
50A 60.5 140.0 60.5 144.5
65A 76.3 165.0 76.0 144.5
80A 89.1 165.0 89.0 167.8
100A 114.3 267.0 114.0 200.3
125A 139.8 267.0 140.0 218.0
150A 165.2 318.0 165.0 260.0
200A 216.3 370.0 216.0 298.0
250A 267.4 420.0 267.0 347.0
300A 318.5 470.0

y = 1.3201x + 72.818
R² = 0.9736

y = 1.0583x + 71.617
R² = 0.9904

0.0

100.0

200.0

300.0

400.0

500.0

600.0

0.0 50.0 100.0 150.0 200.0 250.0 300.0 350.0

ジ
ャ

ケ
ッ

ト
管

径
[m

m
]

サービス管径 [mm]
合成樹脂断熱鋼管 断熱樹脂管

表-3.2 断熱配管の代表管種寸法 3-2)3-3) 

図-3.3  サービス管外径とジャケット管外径の関係 
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3.2.2 サービス管径と配管材料費および配管接続費の関係 

配管材料費と配管接続費について,配管メーカーへのヒアリングの調査結果を示す。 

配管材料費については,定尺長さにより材料費を配管長換算した。また,配管接続費用につ

いては通常箇所当たりの工費が示されるため,合成樹脂被覆断熱鋼管の場合は仮定平均溶接間

隔(3.5m),断熱樹脂管は管径毎の定尺長さによって単位配管長当たりの値に換算した。費用は

調査時点(2019)年のものであり使用にあたっては注意を要する。 

配管材料費用および接続費用の概算値については,前章に示したようにサービス外径の指数

関数で表せることが知られており3-4), 図-3.4,図-3.5中に合成樹脂被覆断熱鋼管と断熱樹脂管

についてその関係を示す。 

配管費, 接続工事費はメーカー標準価格とした。本費用にはレントゲン検査等の検査費用

は含んでいない。また, 以降の直接工事費の算出に当たっては上記価格に掛け率,鋼管材料：

0.45,鋼管接続：0.75,樹脂管材料および接続：0.65を乗じ設計価格として算定した。 
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図-3.4  サービス管外径と配管材料費の関係 
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図-3.5  サービス管外径と配管接続費の関係 
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3.3 土木工事費 

 

3.3.1 配管設置場所 

 地域配管費用はその設置場所により著しく異なることが経験的に知られている。自動車通行

量の多い車道での工事と, 緑地など, 地上での工事に対する障害・制約の少ない場所での工事

とでは特に土木工事費に大きな違いを生ずる。 

 図-3.6 に北陸地方某市で計画された木質バイオマス燃焼プラントからの熱供給可能性検討

の際に用いられ,後述する土木工事費算出計算の費用単価を求める基礎となった標準断面図を

示す。同プロジェクトにおいては緑地部は上部を車両等の通行が避けられるため,配管土被り

が歩道・車道に比べ相対的に浅くでき,掘削面に山留を必要としない傾斜をつけた掘削面とな

っている。それに対し,歩道では,他埋設管との干渉を避けるため土被りを緑地に比べ大きく必

要とし,掘削深さが深くなるために山留が必要とされ,垂直の掘削面となった。車道も同様に山

留が必要となっている。 

 

 

 

3.3.2 土木工事費の費用構成 

 配管埋設に係る管径を変数とした土木工事費用は, 設置場所によって若干の差はあるもの

の大別すると, 一般的に以下の６項目に分けられる。 

 

１）IE(d) :掘削費                                 ［円/m］ 

２）IBF(d) :埋戻費                                 ［円/m］ 

３）ISB(d) :基礎砂費                               ［円/m］ 

４）IRS(d) :残土処理費                             ［円/m］ 

５）IRF(d) :路面仕上げ費                           ［円/m］ 

６）IPL :配管長に関連する費用（路盤切断, 山留等）  [円/m］ 
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図-3.6 配管埋設工事における標準断面例 
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 このうち, 緑地などで土被りが少なくて済む場合などでは, 5)の路面仕上げ費, 6)の配管

長に関連する費用などは不要となる場合がある。 

各々の単価に, 数量を乗ずることによりこれらの費用は算出可能であるが, 各費用は, 各

種物価, 人件費, 処理残土の受け入れ施設の距離, 道路の使用状況, 他埋設物の有無, 山留

工法などによっても大きく影響される。 

配管長あたりの土木費用算出に当たっては各単価と数量の積の総和として表される(式

(3.7))。 

𝐼𝐼𝐸𝐸 = 𝑝𝑝𝐸𝐸 ∙ 𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕)                                                                                                             ∙∙∙∙∙∙ (3.1) 
𝐼𝐼𝐵𝐵𝐵𝐵 = 𝑝𝑝𝐵𝐵𝐵𝐵 ∙ 𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕)                                                                                                       ∙∙∙∙∙∙ (3.2) 
𝐼𝐼𝑆𝑆𝐵𝐵 = 𝑝𝑝𝑆𝑆𝐵𝐵 ∙ 𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕)                                                                                                        ∙∙∙∙∙∙ (3.3) 
𝐼𝐼𝐺𝐺𝑆𝑆 = 𝑝𝑝𝐺𝐺𝑆𝑆 ∙ 𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕)                                                                                                        ∙∙∙∙∙∙ (3.4) 
𝐼𝐼𝐺𝐺𝐵𝐵 = 𝑝𝑝𝐺𝐺𝐵𝐵 ∙ 𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕)                                                                                                       ∙∙∙∙∙∙ (3.5) 
𝐼𝐼𝑃𝑃𝑃𝑃 = 𝑝𝑝𝑃𝑃𝑃𝑃                                                                                                                        ∙∙∙∙∙∙ (3.6) 
𝐼𝐼𝑃𝑃𝑃𝑃(𝜕𝜕) = {𝑝𝑝𝐸𝐸 ∙ 𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) + 𝑝𝑝𝐵𝐵𝐵𝐵 ∙ 𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕) + 𝑝𝑝𝑆𝑆𝐵𝐵 ∙ 𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕) + 𝑝𝑝𝐺𝐺𝑆𝑆 ∙ 𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕) + 𝑝𝑝𝐺𝐺𝐵𝐵 ∙ 𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕)

+ 𝑝𝑝𝑃𝑃𝑃𝑃}                                                                                              ∙∙∙∙∙∙ (3.7) 
 

pE :掘削単価                                [円/m3] 

pBF :埋戻単価                               ［円/m3］ 

pSB :基礎砂単価                             ［円/m3］ 

pRS :残土処理単価                           ［円/m3］ 

pRF :路面仕上げ単価                        ［円/㎡］ 

pPL :配管長関連単価                         ［円/m］ 

VE(d) :掘削土量                                 ［m3/m］ 

VBF(d) :埋戻土量                                 ［m3/m］ 

VSB(d) :基礎砂土量                               ［m3/m］ 

VRS(d) :処理残土量                               ［m3/m］ 

ARF(d) :仕上げ路面面積                         ［㎡/m］ 

IPC(d) :配管用土木工事費                       ［円/m］ 
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3.4 土木工事数量 

式(3.7)に示す固定費の年価の配管外径に対する導関数を求めるためには,まず,配管径と土

木工事数量の関係を求めなくてはならない。そのためには,各標準断面における掘削深や掘削

幅などと配管径を関係づける必要がある 3-5)。 

そのため,図-3.6で示した標準断面の寸法について以下図-3.7から図-3.9に示す。 
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図-3.7  標準断面寸法 緑地 
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図-3.9  標準断面寸法 車道 
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この工事数量については図-3.10に示す関係があり,各配管埋設場所に応じて掘削土量

VE(d),砂埋め部容積VSS(d),配管容積VP(d)の３種を計算すれば,その差し引きにより,基礎砂土

量VSB(d),埋戻土量VBF(d),処理残土量VRS(d)が求められる。

したがって,上記土木関連数量の算出には下記配管容積と砂埋め部の工事容積が必要となる。

VP(d :配管容積                               ［m3/m］

VSS(d) :砂埋部容積                             ［m3/m］

基礎土砂量：VSB(d)
基礎砂土量は上記砂埋部容積 VSS(d)から配管容積 VP(d)を減じたものであり,式(3.8)の形で表

される。

VSB(d)= VSS(d)- VP(d)                                                 ∙∙∙∙∙∙ (3.8)

埋戻土量：VBF(d)
また,埋戻土量VBF(d)は掘削土量VE(d)から砂埋部容積VSS(d)を減じたものであり,式(3.9)の形

となる。

VBF(d)= VE(d)- VSS(d)                                                ∙∙∙∙∙∙ (3.9)

舗装部の撤去および処分費

舗装撤去および処分費については,路面仕上げ費に含まれる。したがって,路面の仕上げ面

積に比例することになり,単位配管長としては仕上げ幅に比例することになる。したがって,処

理残土には含まれない。

掘削土量
VE(d)

埋戻土量
VBF(d)

砂埋め部容積
VSS(d)

処理残土量
VRS(d)

基礎砂土量
VSB(d)

配管容積
VP(d)

砂埋め部容積
VSS(d)

砂埋め部容積
VSS(d)

図-3.10  各土木工事数量の関係
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配管容積：VP(d)
配管容積はジャケット管の外径に支配される。市場流通している合成樹脂被覆断熱鋼管と断

熱樹脂管は共に,配管のサービス管外径とジャケット管外径の間には式(2.42)に示す関係があ

るため,土木工事数量の算出に当たってはまず,ジャケット管外径 dj との関係を求め,次にサー

ビス管外径dとの関係式を導く手順とする。

そのため,まず掘削土量VE(d),砂埋め部容積VBF(d),配管容積VP(d)をについて,断熱配管の

外径にあたるジャケット管外径djと各工事数量を関係式の形で表し,次にサービス管外径dに
ついて導関数を求める。

3.4.1 掘削土量：VE(d)
配管埋設時において各工事個所で掘削する土量に相当する。緑地の場合では,舗装等の路面

の仕上げがないため,掘削深から地表面までの土量が対象となる。それに対し,歩道・車道では

通常,アスファルトやコンクリート等の舗装があるため,掘削深から舗装の下端面までの土量

が掘削される土量となる。

3.4.1.1 掘削土量(緑地)

緑地では掘削深を浅くすることが可能なため,角度θの斜面ののり面をとり,山留をしない

場合について扱う。図-3.11に緑地における標準断面に占める掘削土量部分の面積を塗りつぶ

しで示した。単位配管長あたりの掘削土量は下底をB,上底をB1し,高さをTとする台形の面積

に相当するため,式(3.10)の形で表される。
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図-3.11  緑地掘削部
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𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕𝑗𝑗) =
(𝐵𝐵 + 𝐵𝐵1)

２
𝑅𝑅                                                                                              ∙∙∙∙∙∙  (3.10) 

 

下幅 B は断熱配管ジャケット管２本分の外径と配管間の距離および下底における側壁との距

離の２倍を加えたものとなるため,式(3.11)でジャケット管外径寸法に関係づけられる。 

𝐵𝐵 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏1 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1                                   ∙∙∙∙∙∙ (3.11) 
この際,式の複雑化を避けるため,b1,b2をA1に置き換える式(3.12)。 

𝐴𝐴1 = 2𝑏𝑏1 + 𝑏𝑏2                                                    ∙∙∙∙∙∙ (3.12) 
上幅 B1は角度θの斜面ののり面をとる場合下底に掘削深を tanθで除した幅の 2倍を加えた

形となる(式(3.13))。 

𝐵𝐵1 = 𝐵𝐵 + 2
𝑅𝑅

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
                                                                                                      ∙∙∙∙∙∙ (3.13) 

 

この際,掘削深 Tは同様にジャケット管外径寸法に式(3.14)のように関係づけられる。 

𝑅𝑅 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡4 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴2                                        ∙∙∙∙∙∙ (3.14) 

この際,式の複雑化を避けるため,t1,t4をA2に置き換える(式(3.15))。 

𝐴𝐴2 = 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡4                                                      ∙∙∙∙∙∙ (3.15) 
 

式(3.10)にジャケット管外径寸法で表した式(3.11),式(3.13)および式(3.14)を導入すると,

単位配管長当たりの掘削土量は式(3.16)となる。 

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕𝑗𝑗) =
(𝐵𝐵 + 𝐵𝐵1)

２
𝑅𝑅

= �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗

2 + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +
2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴2

+
𝐴𝐴22

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
                                                                                         ∙∙∙∙∙∙  (3.16) 

 

式(3.16)をサービス管外径 d の式(2.42)で置き換え,サービス管外径の関係式に変換すると

式(3.17)が導かれる。 

 

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ �𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖2� 

+ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +
2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ �𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖�+ 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴2 +
𝐴𝐴22

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
                   ∙∙∙∙∙∙  (3.17) 

 

このように式(3.17)を d について整理すると,緑地における掘削土量自体もサービス管外径 d
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により式(3.18)に示す形で表現される。

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +

2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

�� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕

+𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +

2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴2 +
𝐴𝐴22

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
  ∙∙∙∙∙∙  (3.18)

したがって,式(3.18)をサービス管外径dで微分すると, 終的に緑地における掘削土量の導

関数の式(3.19)が導かれる。

𝜕𝜕𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 2 �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 + 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

�

+𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +
2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

�                                           ∙∙∙∙∙∙  (3.19)

3.4.1.2 掘削土量(歩道)  
ここでは山留をする場合についての形状をあつかうため,掘削断面は矩形となり,掘削幅Ｂと

掘削深さから舗装仕上げの厚さを減じたT3乗じた面積が掘削土量を示すことになる(式
(3.20))。

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = 𝐵𝐵 ∙ 𝑅𝑅3                                                                                                          ∙∙∙∙∙  (3.20)

図-3.12 に歩道における掘削部を標準断面に塗りつぶし部として示す。掘削深 T3はジャケ

ット管外径に配管底部砂埋め厚 t1に歩道部土被り t5 を加えた深さから歩道仕上げ厚 T4を減
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じた値となる(式(3.21))。 

𝑅𝑅3 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡5− 𝑅𝑅4                                                                                        ∙∙∙∙∙∙  (3.21) 
この際,舗装の合計仕上げ厚T4は歩道路盤厚 t6および仕上げ厚 t7の合計値である(式
(3.22))。 

𝑅𝑅4 = 𝑡𝑡6 + 𝑡𝑡7                                                                                                            ∙∙∙∙∙∙  (3.22) 
 

歩道の場合,下幅Bは式(3.23)の形となる。 

𝐵𝐵 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏3 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3                                                                         ∙∙∙  (3.23) 
A3 = 2b3 + b2                                                                                                         ∙∙∙∙∙∙  (3.24) 

この際,式の複雑化を避けるため,配管と側壁間の距離b3の2倍と配管間距離,b2との合計値

をA3に置き換える式(3.24)。また,T3のdj以外の項をA4にまとめると式(3.25),式(3.26)が

得られる。 

 

𝐴𝐴4＝𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡5− 𝑡𝑡6− 𝑡𝑡7                                                                                           ∙∙∙∙∙∙  (3.25) 
𝑅𝑅3 = 𝑅𝑅 − 𝑅𝑅4＝𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡5 − 𝑅𝑅4 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴4                                                  ∙∙∙∙∙∙  (3.26) 
 

 

したがって,この掘削土量をジャケット管外径で表すと式(3.27)のようになる。 

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 𝐵𝐵 ∙ 𝑅𝑅3 
= 2𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴4                                                    ∙∙∙∙∙∙  (3.27) 
 

サービス管外径dについての式を代入すると式(3,28)が得られる。 

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 
+𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴4                                                                                                   ∙∙∙∙∙∙  (3.28) 

 

したがって,式(3.28)をサービス管外径dで微分すると, 終的に緑地における掘削土量の

導関数の式(3.29)が導かれる。 

 

𝜕𝜕𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖                                                ∙∙∙∙∙∙  (3.29) 

 

3.4.1.3 掘削土量(車道) 

 車道のおける掘削土量算出の考え方は歩道の場合と全く同様で,舗装の仕上げ厚と構成,土

被り等の寸法が異なるだけである。 
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    掘削深 T3：車道

𝑅𝑅3 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡11− 𝑅𝑅5                                                                                      ∙∙∙∙∙∙  (3.30)

   下幅 B：車道

𝐵𝐵 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏4 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5                                                                      ∙∙∙∙ ∙  (3.31)
A5 = 2b4 + b2                                                                                                         ∙∙∙∙∙∙  (3.32)

𝑅𝑅3 = 𝑅𝑅 − 𝑅𝑅5＝𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡11− 𝑅𝑅5 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴6                                                ∙∙∙∙∙∙ (3.33)
𝐴𝐴6＝𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡11− 𝑅𝑅5                                                                                                 ∙∙∙∙∙∙  (3.34)

     この際車道部における仕上げ厚T5
𝑅𝑅5 = 𝑡𝑡12 + 𝑡𝑡𝑡𝑡13 + 𝑡𝑡14 + 15                                                                               ∙∙∙∙∙∙  (3.35)

したがって,この掘削土量をジャケット管外径で表すと次式のようになる。

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 𝐵𝐵 ∙ 𝑅𝑅3
= (2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5) ∙ (𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴6) 𝜕𝜕𝑗𝑗 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴6  ∙∙∙∙∙∙  (3.36)

サービス管外径dについての式を代入する。

𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖
+𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴6                                                                                                    ∙∙∙∙∙∙  (3.37)

したがってVE(d)をdについて微分すると下式を得られる。

𝜕𝜕𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖                                                ∙∙∙∙∙∙  (3.38)

T

T
2

T
1

t
1
1

t
2

d
j

t
1

dj djb4 b4b2
B

t
1
2
t
1
3
t
1
4

t
1
5 b5 b5B

B3

アスファルト舗装部(車道）

T
3

T
5

図-3.13  車道掘削部



98

3.4.2 砂埋め部容積：VSS(d)
図-3.10に示したように,砂埋め部の容積は処理残土量に一致する。以下,配管設置場所別の

容量算出式について解説する。

3.4.2.1 砂埋め部容積(緑地)

図-3.14に緑地における標準断面に占める配管を含む砂埋め部分の面積を塗りつぶしで示し

た。単位配管長あたりの容積は下底をB,上底を B2し,高さをT2 とする台形の面積に相当する

ため,式(3.39))の形で表される。

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕) =
(𝐵𝐵 + 𝐵𝐵2)

２
𝑅𝑅2                                                                                            ∙∙∙∙∙∙  (3.39)

下幅Bは式(3.11）を再掲する。

𝐵𝐵 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏1 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1                                                                     ∙∙∙∙∙∙  (3.11)
上底B2は砂埋め部の深さT2と傾き tanθから式(3.40)のように導かれる。

𝐵𝐵2 = 𝐵𝐵 + 2
𝑅𝑅2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

                                                                                                     ∙∙∙∙∙∙  (3.40)

この際,砂埋め部の深さT2はジャケット管外径に配管底部砂埋め厚t1と配管上部砂埋め厚t2

を加えたものであり,式(3.41)となる。このT2は緑地,歩道,車道で共通となる。

𝑅𝑅2 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡2 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴7                                                                              ∙∙∙∙∙∙  (3.41)
この際,式の複雑化を避けるため,配管上下の砂埋め厚の合計値をA7に置き換える(式

(3.42))。

𝐴𝐴7 = 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡2                                                                                                            ∙∙∙∙∙∙  (3.42)
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したがって緑地における砂埋部容積は,ジャケット管外径に関係づけると式(3.43)となる。

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕𝑗𝑗) = �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗2 + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +

2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴7 +
𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
       ∙∙∙∙∙∙  (3.43)

サービス管外径dについての式を代入するとVss(d)は式(3.44)に示す形となる。

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕) = �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +
2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

��𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕

+𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +

2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴7 +
𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
  ∙∙∙∙∙∙  (3.44)

したがってVSS(d)をdについて微分すると式(3.45)を得られる。

𝜕𝜕𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= �4 +
2

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 + ��4 +

2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +
2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡�

∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖

         ∙∙∙∙∙∙  (3.45)

3.4.2.2 砂埋め部容積(歩道)

歩道・車道共共通して矩形のため,掘削幅 B と砂埋め部高さを T2 との積の形で表される(式

（3.46)）。

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕) = 𝐵𝐵 ∙ 𝑅𝑅2                                                                                                        ∙∙∙∙∙∙  (3.46)
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歩道の下幅Bは掘削土量計算時のBと共通で式(3.23)を再掲する。

𝐵𝐵 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏3 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3                                                                      ∙∙∙∙∙∙  (3.23)
また,T2は配管設置場所に限らず共通であるため,式(3.41：再掲)となる。

𝑅𝑅2 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡2 = 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴7                                                                              ∙∙∙∙∙∙  (3.41)
したがって,歩道部の砂埋め部容積はジャケット管外径に関係づけると式(3.47)で表される。

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 𝐵𝐵 ∙ 𝑅𝑅2
= �2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3� ∙ �𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴7�
= 2𝜕𝜕𝑗𝑗

2 + (2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴7                                                          ∙∙∙∙∙∙  (3.47)

サービス管外径dについての式を代入すると 終的に式(3.48)を得る。

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖
                +𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴7                                                                                                    ∙∙∙∙∙∙  (3.48)

したがってVSS(d)をdについて微分すると式(3.49)を得られる。

𝜕𝜕𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙∙∙∙∙∙  (3.49)

3.4.2.3 砂埋め部容積(車道)

車道の場合の砂埋め部容積の求め方は歩道の場合と同様である。幅 B は掘削時と同様の式

(3.31：再掲),砂埋め部高さは共通の T2 式(3.41),したがってジャケット管外径に関係づける

と式(3.50)で表される。
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𝐵𝐵 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏4 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5                                                                      ∙∙∙∙ ∙  (3.31)

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕) = 𝐵𝐵 ∙ 𝑅𝑅2
= �2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5� ∙ �𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴7�

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 2𝜕𝜕𝑗𝑗
2 + (2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴7                                                   ∙∙∙∙∙∙  (3.50)

サービス管外径dについての式を代入すると式(3.51)となる。

𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖
+𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴7                                                                                                            ∙∙∙∙∙∙  (3.51)

したがってVSS(d)をdについて微分すると式(3.52)を得られる。

𝜕𝜕𝑉𝑉𝑆𝑆𝑆𝑆(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙∙∙∙∙∙  (3.52)

3.4.3 配管容積(共通)：VP(d)
配管容積については各工事場所での違いがない,参考の断面は緑地のみを代表として示す。

図 3.17に塗りつぶしで示す djを直径とする 2つの円の面積の合計がそれに相当する。したが

って,配管容積は式(3.53)の形となる。

𝑉𝑉𝑃𝑃(𝜕𝜕𝑗𝑗) =
𝜋𝜋𝜕𝜕𝑗𝑗2

2
                                                                                                          ∙∙∙∙∙∙  (3.53)

これにサービス管外径dについての式を代入すると式(3.54)が得られる。
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図-3.17  配管容積
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𝑉𝑉𝑃𝑃(𝜕𝜕) =
𝜋𝜋
2
𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜋𝜋 ∙ 𝜕𝜕 +

𝜋𝜋
2
𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙∙∙∙∙∙  (3.54)

VP(d)をdについて微分すると式(3.55)となる。。

𝜕𝜕𝑉𝑉𝑃𝑃(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 𝜋𝜋𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 + 𝜋𝜋 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖                                                                        ∙∙∙∙∙∙  (3.55)

ここまでで,工事土量に関する基本的な関係式が導かれた。基礎砂土量,埋戻土量については

式(3.8),式(3.9)により算出可能である。

以下基礎砂土量,埋戻土量算出部について塗りつぶし部で図-3.18,図-3.19に示す。

3.4.4 仕上げ路面面積(歩道・車道のみ)：ARF(d)
緑地においては,舗装が行われないため,この仕上げ路面面積は計算されない。以下,歩道お

よび車道について述べる。

B1

dj dj

T

T
2

T
1

T
3

t
5

B
B2

b3 b3b2

d
j

t
1

t
2

t
6
t
7

T

T
2

T
1

t
1
1

t
2

d
j

t
1

dj djb4 b4b2
B

t
1
2
t
1
3t
1
4

t
1
5

b5 b5B
B3

アスファルト舗装部(歩道） アスファルト舗装部(車道）

t
4

dj djb1 b1b2

θ

T

T
2

T
1

t
2

d
j

t
1

B1

B
B2

緑地部

t
3

T
4

T
3

T
5

B1

dj dj

T

T
2

T
1

T
3

t
5

B
B2

b3 b3b2

d
j

t
1

t
2

t
6
t
7

T

T
2

T
1

t
1
1

t
2

d
j

t
1

dj djb4 b4b2
B

t
1
2
t
1
3t
1
4

t
1
5

b5 b5B
B3

アスファルト舗装部(歩道） アスファルト舗装部(車道）

t
4

dj djb1 b1b2

θ

T

T
2

T
1

t
2

d
j

t
1

B1

B
B2

緑地部

t
3

T
4

T
3

T
5

図-3.18  基礎砂土量

図-3.19  埋戻土量
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3.4.4.1 仕上げ路面面積(歩道) 

 

 

 歩道部の掘削幅B1はBに該当するため,ARFは式(3.23)と一致する(式(3.56))。 

 

𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵�𝜕𝜕𝑗𝑗� = 𝐵𝐵 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏3 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3                                                   ∙∙∙  (3.56) 
 

これをdの形で表すと式(3.57)となる。 

𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴3                                                                               ∙∙∙  (3.57) 

 
ARF(d)をdについて微分すると式(3.58)が得られる。 

𝜕𝜕𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖                                                                                                        ∙∙∙∙∙∙  (3.58) 

 

3.4.4.2 仕上げ路面面積(車道) 
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図-3.20  歩道仕上げ路面面積 

図-3.21  車道仕上げ路面面積 
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 車道部の仕上げ路面幅幅B3は式(3.59)で表される。 

 

𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵�𝜕𝜕𝑗𝑗� = 𝐵𝐵3 = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏4 + 𝑏𝑏2 + 2𝑏𝑏5 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴8                                    ∙∙∙  (3.59) 
 

この際,式の複雑化を避けるため,配管以外の合計値をA8に置き換える。 

𝐴𝐴8 = 2𝑏𝑏4 + 𝑏𝑏2 + 2𝑏𝑏5                                                                                            ∙∙∙∙∙∙  (3.60) 
 

これをdの形で表すと式(3.61)となる。 

𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴8                                                                               ∙∙∙  (3.61) 

 
ARF(d)をdについて微分すると式(3.62)を得るが,この式は式(3.58)と同じとなる。。 

𝜕𝜕𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖                                                                                                        ∙∙∙∙∙∙  (3.62) 

 

3.4.5 配管長に関係する工事量(歩道・車道のみ) 
 緑地においては,舗装と山留が行われないため,この工事費は計算されない。また,この工事

は,土被りが一定の深さ内である場合配管径に関係しないため,工事費は配管線長あたりの工

事単価を乗ずることになる。しかしながら,道路の状況などにより土被りを大きく必要とされ

るような場合,山留費用が段階的に上昇する可能性があり注意を要する。 

以下,歩道および車道の標準断面に工事個所を示す。 
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図-3.22  配管長に関する工事個所 
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以下同様に,図-3.7 から図-3.9 に示す標準寸法により各工事量を算出した結果を,ジャケッ

ト外径基準を表-3.3,サービス管外径基準の式で表-3.4 に表す。また,サービス管外径基準に

よる導関数を表-3.5に,各係数についての式を表-3.6に示す。 

埋戻し土量は式(3.9)に表すように,掘削土量と処理残土量(=砂埋め部容積)の差,また,基礎

砂土量については,処理残土量(=砂埋め部容積)と配管容積の差(式(3.8))により算出できるの

で,表-3.3～表-3.5には結果の式のみ示している。 
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3.4.6 管径に関する工事量のまとめ 

 

工事量 設置場所 式 式番号 

掘削 

土量 

 

VE(dj) 

緑地 
𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕𝑗𝑗) = �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗2 + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +
2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴2

+
𝐴𝐴22

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 

3.17 

歩道 𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 2𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴4 3.27 

車道 𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 2𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴6 3.36 

埋戻 

土量 

VBF(dj)= 
VE(dj)- 
VSS(dj) 

緑地 
𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵�𝜕𝜕𝑗𝑗� = 2 �𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴7 +

𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 � ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴7

+
𝐴𝐴22 − 𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡  

3.63 

 

(3.17)-

(3.43) 

歩道 𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕𝑗𝑗) = (𝐴𝐴4 − 𝐴𝐴7)(2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3) 3.64 

(3.27)-

(3.47) 

車道 𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕𝑗𝑗) = (𝐴𝐴6 − 𝐴𝐴7)(2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5) 3.65 

(3.36)-

(3.50) 

基礎砂

土量 

 

VSB(dj)= 

VSS(dj)- 
VP(dj) 

緑地 
𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕𝑗𝑗) = �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 −

𝜋𝜋
2� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗

2 + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +
2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1

∙ 𝐴𝐴7 +
𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 

3.66 

(3.43)-

(3.53) 

歩道 
𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕𝑗𝑗) = �2 −

𝜋𝜋
2
� 𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴7 

3.67 

(3.47)-

(3.53) 

車道 
𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵�𝜕𝜕𝑗𝑗� = �2 −

𝜋𝜋
2
� 𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴7 

3.68 

(3.50)-

(3.53) 

 

 

 

  

表-3.3 単位配管長当たりの各工事量 ジャケット管外径 dj基準 1 
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工事量 設置場所 式 式番号 

処理残

土量 

 

VRS(dj)= 
VSS(dj) 

緑地 
𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕𝑗𝑗) = �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗2 + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +
2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴7

+
𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 

3.43 

歩道 𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 2𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴7 3.47 

車道 𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕𝑗𝑗) = 2𝜕𝜕𝑗𝑗2 + (2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5) ∙ 𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴7    3.50 

仕上げ

路面面

積 

ARF(dj) 

緑地 －（仕上げ工事なしのため） - 

歩道 𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕𝑗𝑗) = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏3 + 𝑏𝑏2 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴3 3.56 

車道 𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕𝑗𝑗) = ２𝜕𝜕𝑗𝑗 + 2𝑏𝑏4 + 𝑏𝑏2 + 2𝑏𝑏5 = 2𝜕𝜕𝑗𝑗 + 𝐴𝐴8 3.59 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

表-3.3 単位配管長当たりの各工事量 ジャケット管外径 dj基準 2 
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工事量 設置場所 式 式番号 

掘削 

土量 

 

VE(d) 

緑地 
𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖

2 ∙ 𝜕𝜕2 

+ �2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� + 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +
2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡�� ∙ 𝜕𝜕 

+𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +
2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴2 +

𝐴𝐴22

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 

3.18 

歩道 𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴4 

3.28 

車道 𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴6 

3.37 

埋戻 

土量 

VBF(d) 
= VE(d)- 
VSS(d) 

緑地 
𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕) = ��𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴1 − 2𝐴𝐴7 +

2(𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴7)
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 �� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 

+2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴7 +
𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 � + 𝐴𝐴1(𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴7) +

𝐴𝐴22 − 𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡  

3.69 

(3.18)-

(3.44) 

歩道 𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕) = (𝐴𝐴4 − 𝐴𝐴7)�2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖𝜕𝜕 + 2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴3� 3.70 

(3.28)-

(3.48) 

車道 𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕) = (𝐴𝐴6 − 𝐴𝐴7)�2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴5� 3.71 

(3.38)-

(3.51) 
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工事量 設置場所 式 式番号 

基礎砂

土量 

 

VSB(d) 

= 
VSS(d)- 
VP(d) 

緑地 
𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕) = �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

−
𝜋𝜋
2� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖

2 ∙ 𝜕𝜕2 

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +
2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� − 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜋𝜋� 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 

+𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 −
𝜋𝜋
2� + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +

2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴7

+
𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 

3.72 

(3.44)-

(3.54) 

歩道 
𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕) = �2 −

𝜋𝜋
2
� 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3 − 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜋𝜋� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3 −
𝜋𝜋
2 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖

� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴7 

3.73 

(3.48)-

(3.54) 

車道 
𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕) = �2 −

𝜋𝜋
2
� 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5 − 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜋𝜋� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5 −
𝜋𝜋
2 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖

� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴7 

3.74 

(3.51)-

(3.54) 

処理残

土量 

 

VRS(d)= 
VSS(d) 

緑地 
𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕) = �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖

2 ∙ 𝜕𝜕2 

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� + �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +
2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡�� 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 

+𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� + 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +

2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡

� + 𝐴𝐴1 ∙ 𝐴𝐴7 +
𝐴𝐴72

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 

3.44 

歩道 𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴3 ∙ 𝐴𝐴7   

3.48 

車道 𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕2 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕

+ �2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴5 ∙ 𝐴𝐴7 

3.51 

仕上げ

路面面

積 

ARF(d) 

緑地 －（仕上げ工事なしのため） ‘- 

歩道 𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴3 3.57 

車道 𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕) = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜕𝜕 + 2𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴8    3.61 
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工事量 設置場所 式 式番号 

掘削 

土量 

 

VE’(d) 

緑地 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 2 �2 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖

2 ∙ 𝜕𝜕 + 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 �2 +
1

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� 

+𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 ∙ �𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴2 +
2𝐴𝐴2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� 

3.19 

歩道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴4 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.29 

車道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐸𝐸(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴6 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.38 

埋戻 

土量 

 

VBF’(d) 
= 
VE’(d)- 
VSS’(d) 

緑地 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖(𝐴𝐴2 − 𝐴𝐴7) �1 +

1
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� 

3.75 

(3.19)-

(3.45) 

歩道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 2(𝐴𝐴4 − 𝐴𝐴7) ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.76 

(3.29)-

(3.49) 

車道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐵𝐵𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= 2(𝐴𝐴6 − 𝐴𝐴7) ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 
3.77 

(3.38)-

(3.52) 

基礎砂

土量 

 

VSB’(d) 

= 
VSS’(d)- 
VP’(d) 

緑地 𝜕𝜕𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = �4 +

2
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 − 𝜋𝜋� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕 

+ ��4 +
2

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +

2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡 − 𝜋𝜋 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.78 

(3.45)-

(3.55) 

 

歩道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = (4 − 𝜋𝜋)𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3 − 𝜋𝜋 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.79 

(3.49)-

(3.55) 

 

車道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝑆𝑆𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = (4 − 𝜋𝜋)𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖

2𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5 − 𝜋𝜋 ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 
3.80 

(3.52)-

(3.55) 
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工事量 設置場所 式 式番号 

処理残

土量 

 

VRS’(d)= 
VSS’(d) 

緑地 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕

= �4 +
2

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2 ∙ 𝜕𝜕

+ ��4 +
2

𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡
� ∙ 𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 𝐴𝐴1 + 2𝐴𝐴7 +

2𝐴𝐴7
𝑡𝑡𝑎𝑎𝑙𝑙𝑡𝑡� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.45 

歩道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴3� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.49 

車道 𝜕𝜕𝑉𝑉𝐺𝐺𝑆𝑆(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 4𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖2𝜕𝜕 + �4𝜈𝜈𝑛𝑛𝑖𝑖 + 2𝐴𝐴7 + 𝐴𝐴5� ∙ 𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.52 

仕上げ

路面面

積 

ARF’(d) 

緑地 －（仕上げ工事なしのため） - 

歩道 𝜕𝜕𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.58 

車道 𝜕𝜕𝐴𝐴𝐺𝐺𝐵𝐵(𝜕𝜕)
𝜕𝜕𝜕𝜕 = 2𝜌𝜌𝑛𝑛𝑖𝑖 

3.64 

 

 

 

 

記号 式 式番号 

A1 𝐴𝐴1 = 2𝑏𝑏1 + 𝑏𝑏2 3.12 

A2 𝐴𝐴2 = 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡4 3.15 

A3 𝐴𝐴3 = 2b3 + b2 3.24 

A4 𝐴𝐴4＝𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡5− 𝑡𝑡6− 𝑡𝑡7 3.25 

A5 𝐴𝐴5 = 2𝑏𝑏4 + 𝑏𝑏2 3.32 

A6 𝐴𝐴6＝𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡11− 𝑅𝑅5 3.34 

A7 𝐴𝐴7 = 𝑡𝑡1 + 𝑡𝑡2 3.42 

A8 𝐴𝐴8 = 2𝑏𝑏4 + 𝑏𝑏2 + 2𝑏𝑏5 3.60 
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3.5 土木工事費の単価構成 

前項で土木工事量の算出方法について述べたが,この工事量に乗ずる今回調査した工事単価

は表-3.7に示す構成となっている。 

この工事構成項目は工事場所,残土・道路仕上げ材処分場との距離,また,各地方公共団体に

よる条件によっても変わることが考えられるので注意を要する。 

 

単価名称 記号 単価構成項目 

掘削 pE 小型バックホウによる掘削 

埋戻 pBF 小型バックホウによる埋戻し 

締め固め 

基礎砂 pSB 基礎砂投入（人力） 

山砂費用 

残土処理 pRS 残土受け入れ地での整地処理 

残土の積込：バックホウによる積込 

発生残土処理：ダンプによる運搬 

残土処分費 

路面仕上げ pRF 下層路盤：砕石(大)使用作業共 

上層路盤：砕石(小)使用作業共 

基層：再生粗粒度アスコン使用作業共 

表層：再生密粒度アスコン使用作業共 

アスファルト舗装：舗装人力敷設 

既存舗装板撤去 

撤去路盤搬送 

既存路盤処分 

配管長関連 pPL 山留：鋼矢板たて込み及び引き抜き 

  舗装板切断 

 

  

表-3.7 各工事費単価構成 3-6) 
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3.6 配管設置工事費の比較 

 土木工事数量の算出に当たっては図-3.7～図-3.9の標準断面を用いた。また, 表-3.8には, 

標準断面図における配管種別の標準設定与条件寸法, 表-3.9 には経済計算用設定値を示して

いる。土被りについては自治体の独自の基準,道路の種類によってこの値と異なる場合もある

ので注意が必要である。同条件において, 2019 年時点での某所温水２管式地域配管計画にお

ける見積データから算出した施工場所,口径別の直接工事費を管種別に図-3.23, 図-3.24に表

す。 

通常, 鋼管類の接続は溶接を伴い, レントゲン検査を必要とされる場合が多い。それに対し, 

樹脂系配管は専用接手利用の機械的接続のため, 周囲空間を溶接の場合より要しない。そのた

め,鋼管では配管間隔, 掘削壁(山留)との間隔も, 断熱樹脂管にくらべ大きい。したがって, 

合成樹脂被覆断熱鋼管の場合の方が同一配管径において土木工事費は断熱樹脂配管に比べ大

きくなる(図-3.23, 図-3.24)。 

また,両管種共 配管径の増大による費用の増加に比べ, 土木工事費の増加の割合は低い。

このため, 小口径配管ほど土木工事の影響を受けやすいことが理解できる。 

合成樹脂被覆断熱鋼管では開削幅が相対的に広くなるため,路盤工事が必要な歩道, 車道で

は緑地に比べ建設費が大きく異なる。本計算においては,施工費用に大きく影響する歩道, 車

道における工事の制限等については考慮していないため, 実際の計画においては工事の与条

件を把握する必要がある。 

 

 
 

 

 

単位　［mm］

配管設置場所

管種 断熱樹脂管
合成樹脂被
覆断熱鋼管

断熱樹脂管
合成樹脂被
覆断熱鋼管

断熱樹脂管
合成樹脂被
覆断熱鋼管

土被り
表層
歩道仕上げ
基層
上層路盤
下層路盤
歩道路盤
砂埋め厚
配管底部砂埋め厚
仕上げ幅
のり面勾配
側壁からの離隔 100 450 100 450 100 450
配管間隔 100 400 100 400 100 400

2:1 垂直 垂直

－
－

100
100

掘削幅

200

－
－

100
100
－

－

100

車道緑地

600
－

－

歩道

1,200
－

－
－ －50

掘削幅+400

1,200
50

50
100
150

100
－

表-3.8 標準断面設定与条件 
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項目 対象 数値 単位 備考
配管方法 ２管式（往還）
熱媒 温水
設計温度 往温度 75 ℃

還温度 55 ℃

経済計算与条件 物価上昇率
出典：企 業 物 価 指 数(2020年
７月速報)　２０２０年８月１３日
より近5年間で算出

全般 0.1 %

エネルギー 0.1 %
同期間為替ﾚｰﾄ変動によりﾏｲﾅｽ値の
ため、全般と同一とした

鋼管 0.5 % 建築資材価指数　2020年７月27日

税率 1.6 % 固定資産税(償却資産)
各種保険 1.0 %
運営管理費率 2.0 %
修繕比率 1.5 %
金利 1.0 % 長期プライムレート（2020年8月）
配管償却年数 40 年 鋼管、樹脂管は30年
エネルギー費

電力 25 円/kWh
熱 2 円/MJ 木質バイオマス利用と仮定

土木工事単価 2019年調査により作成
掘削 2,600 円/㎥
埋戻 5,400 円/㎥
基礎砂 7,400 円/㎥
残土処理 10,000 円/㎥
路面仕上 7,700 円/㎡ 車道
路面仕上 4,900 円/㎡ 歩道
配管長さ関連 4,400 円/m 路盤ｶｯﾄ、山留等(車道、歩道のみ)

表-3.9 経済計算用設定値 
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図-3.23 合成樹脂被覆断熱鋼管建設費 設置場所比較 

 

図-3.24 断熱樹脂管建設費 設置場所比較 
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第４章 
 
 

モデル検討１ 

単位配管長当たりでの  

管径経済的最適化 
 
 
 4.1 解析 

  4.1.1 計算与条件 

 4.2 解析結果 

  4.2.1 配管設置地域による違い 

  4.2.2 補助金率による違い 

  4.2.3 配管固定費に対する掛け率と全負荷相当運転時間の関係 

 4.3 単位配管長当たりでの管径経済的最適化のまとめ 
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４．単位配管線長当たりでの管径経済的最適化 

 従来,建物内外を問わず,配管網における管径の算出には流速, 単位長さ当たりの圧力損失

が利用されていた。本研究においては2章で表した経済的 適化計算によって管径を算出す

る。その算出された区間の配管径を元に配管網の経済的 適に進むことになる。 

そのため,本章でおいては計算の基礎となる単位工事長さあたり配管径について本計算理論

を用いてモデル計算を行いその経済的効果について述べるものとする。 

 

4.1 解析 

4.1.1 計算与条件 

 配管径の算出にあたり, 設定した与条件の主要数値を表-4.1, 表-4.2に示す。想定は木質

バイオマス利用熱供給のような小規模の温熱熱供給システムとし, 往温度75℃, 還温度55℃
の変流量制御を仮定した。熱負荷は, 降雪が多いが外気温はさほど低下しない日本海側として

舞鶴, 降雪が多く外気温も低下する弘前, 我が国でも欧州に近い暖房負荷となる札幌の３例

を扱うこととし, 暖房用温熱負荷のみを仮定し, 熱負荷は外気温に比例するものとした。地域

による全負荷相当運転時間の差は同一設計流量での頻度の差となり,ポンプ動力の違いとなっ

て表れてくる。各立地別の負荷頻度分布を図-4.1に示す。本頻度分布作成には, 拡張アメダス

気象データ標準気象年2010年版 4-1)を用いている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

数値 単位 数値 単位 数値 単位
気象条件 設計外気温 0 ℃ -5 ℃ -7 ℃ 寒月日 低気温の平均

暖房限界温度 15 ℃ 15 ℃ 15 ℃
土壌平均温度 14.5 ℃ 10.2 ℃ 8.9 ℃ 年間平均外気温と仮定

負荷 温水負荷 暖房負荷を想定
全負荷相当運転時間 2081 h/年 2605 h/年 2795 h/年 頻度分布図による
暖房期間

開始月 11 月 11 月 10 月
終了月 3 月 4 月 4 月

項目 対象 備考
舞鶴 弘前 札幌

表-4.1 熱負荷設定与条件 
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4.2 解析結果 

 本節においては, 熱負荷と経済的 適管径の管径についてパラメータ別の解析結果を示す。

車道, 歩道については工事場所の影響を大きく受ける可能性があることから,4.2.1～4.2.3で

は解析は全て配管設置場所を緑地とした。 

4.2.1 配管設置地域による違い 

 変流量方式における熱負荷と経済的 適配管口径(呼び径)についての関係について地域の

項目 対象 数値 単位 備考
配管方法 ２管式（往還）

熱媒 温水
変流量制御：往還温度差一定と仮
定
定流量制御：流量一定と仮定

制限流速 3.0 m/s 参考文献 4-2)
設計温度 往温度 75 ℃

還温度 55 ℃
負荷 温水負荷

負荷頻度分布 累積負荷曲線による
物理的数値 熱伝達率

配管断熱材 0.0026 W/m K
土壌 1.57 W/m K

配管内面祖度 0.15 mm 鋼管
配管内面祖度 0.03 mm 樹脂管
水の比熱 4.183 kJ/kg K

機器関連 ポンプ効率 0.86
モーター効率 0.98
インバーター効率 0.95

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000

暖
房

負
荷

[
%
]

累積時間 [h/年]

舞鶴標準2010 弘前標準2010 札幌標準2010 

表-4.2 最適化計算与条件 

図-4.1 各都市別累積暖房負荷曲線 
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差を補助金比率別に示す。図-4.2(a～c)は合成樹脂被覆断熱鋼管, 図-4.3(a～c)は断熱樹脂管

の解析結果である。各図において示す破線の 小口径は制限流速から算出した呼び径を表す

(以降 小口径)。 

また, 断熱樹脂管は250Aが 大値であるため, それを超える配管径は図-3.3の回帰式による

値を参考に示した。 

図-4.2, 図-4.3共に補助金率0%と50%においては地域での 適配管径の差は見られないが, 

補助金率が67%に上昇すると合成樹脂被覆断熱鋼管, 断熱樹脂管共地域的な口径の差が生ずる。

この差は, 年間熱負荷の大きな弘前, 札幌での配管径の増大が年間熱負荷の相対的に小さい

舞鶴に比べ大きくなる傾向であることが理解できる。 

経済的 適化による 小口径に対する口径の増加は合成樹脂断熱鋼管と断熱樹脂管でほぼ

同様の場合の傾向を示しているため以降の解析は合成樹脂断熱鋼管の結果のみ示す。 
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 図-4.2 地域比較（合成樹脂被覆断熱鋼管）変流量制御 

(a) 補助金率0%              (b) 補助金率50%            (c) 補助金

 

 

 

図-4.3 地域比較（断熱樹脂管）変流量制御 
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本検討は,同一の設計熱負荷での比較を行っている。そのことは同一面積の建物に接続する

地域熱供給配管の配管径が,温暖地と寒冷地で同じであることを意味しない。寒冷地では,同

一面積の規模の建物であれば温暖地に比べ当然設計熱負荷も大きくなるため設計流量も増え

るため配管径は大きくなる傾向にある。 

 

4.2.2 補助金率による違い  

図-4.4 に合成樹脂被覆断熱鋼管の場合における補助金率による影響の解析結果を示す。経

済的 適化口径は補助金率 0%においては 小口径に一致しているが, 補助金の率が増加する

と口径が拡大することがわかる。 

小口径と経済的 適化による口径の差のある例(図-4.4,破線囲い部) について, 算出口

径と年価の関係を図-4.5に示す。図4.5においては補助金50%と67%の場合で 小口径100Aに

対し, 経済的 適化のよる口径は1サイズ大の125Aとなっている。この際の 小口径と経済

的 適化口径の各年価の構成と年価の差を示す。経済的 適化による口径の拡大により, ポン

プ運転費が削減され, 年価は補助金率 50%で 1.3%, 補助金率 67%で 7.2%低下していることが

わかる。 
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図-4.4 補助金率比較(合成樹脂被覆断熱鋼管）変流量制御 舞鶴 
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4.2.3 配管固定費に対する掛け率と全負荷相当運転時間の関係 

4.2.1から,熱負荷が増え,ポンプ動力費が固定費および熱損失費に対し相対的に大きくなる

と,配管口径を大きくとり年価の 小化を図るように 適化されることがわかった。 

また同様に 4.2.2 から,補助金増により固定費が下がり,ポンプ動力費の割合が上昇しても

同じ傾向にあることが明らかとなった。配管設置場所の違いや補助金の割合などは,固定費に

対する掛け率の違いと考えられる。このため,一例として緑地への配管設置固定費に対する割

合を変化させ,熱負荷と設計温度差から算出した流量によって配管口径がどのように 適化さ

れるかを舞鶴,札幌に代表される全負荷相当運転時間別に示したのが図-4.6 および図-4.7 で

ある。各配管呼び径毎の曲線は,固定費に対する掛け率と流量との単回帰式による近似値を示

している。 
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123 
 

 

 

 

1

10

100

1,000

0.0 0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

設
計

流
量

[㎥
/h

]

緑地設置時の配管建設固定費に対する掛け率

S25A S32A S40A S50A S65A
S80A S100A S125A S150A S200A
S250A S300A S350A S400A S450A
S500A S600A M25A M32A M40A
M50A M65A M80A M100A M125A
M150A M200A M250A M300A M350A
M400A M450A M500A M600A
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凡例： 全負荷相当運転時間: M 2081h/年 S 2795h/年

図-4.6 配管固定費に対する掛け率と全負荷相当運転時間別の経済的最適口径 

（合成樹脂被覆断熱鋼管） 
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凡例: 全負荷相当運転時間 M 2081h/年 S 2795h/年

図-4.7 配管固定費に対する掛け率と全負荷相当運転時間別の経済的最適口径 

（断熱樹脂管） 
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補助金の導入の場合,それにより圧縮された固定費の割合を示す X 軸の値と設計流量から

適管径を求める。また,配管設置場所等の違いによる固定費増の場合は,本図に示す緑地設置の

場合の固定費との比を求め,その逆数を X 軸の値とすることで同様におおよその経済的 適配

管径の設定が可能となり,同一流量での取りうる 大 小管径から経済的 適化を行う場合の

建設費の上下限が想定できるようになる。 

図-4.7 からは断熱樹脂管においては同一設計流量においては補助金率を変化させても経済

的に取り得る 適な呼び径は２～３程度であることが理解できる。それに対し, 図-4.6 に示

す合成樹脂被覆断熱鋼管で 500 ㎥/h を超えるような大流量域においてはその 適呼び径は４

以上となる場合もあり得ることを示している。ごみ焼却場排熱のような比較的大きな再生可能

熱源を利用した熱供給網を考える場合プラント近くにおいては必然的に管径が大きくなるた

め,補助金や全負荷相当運転時間などの条件により算出管径が相当大きく変わることを意味し

ている。 

 

4.3 単位配管線長当たりでの管径経済的最適化のまとめ 

本章においては,３都市について暖房負荷を想定し, 設定したパラメーターにより設置配管

線長あたりの年価を 適化する口径を求めた。 

この結果、設計熱負荷が同等場合,全負荷相当運転時間が長い場合の方が配管径は大きくな

る傾向があることがわかった。これは,固定費の年価に比しポンプ運転動力費用の年価が増え

るため配管径を増大させ合計の年価を下げる方向に働くためと考えられる。また,補助金率を

増大させた場合には,年価に占める固定費の割合が減るため相対的にポンプ運転動力費用の割

合が大きくなり,やはり配管径を増大させる方向になると理解できる。 

解析結果からは, 従来の配管口径決定手法に比べ, 本経済的径 適化手法による効果は年

価において数％に及ぶ場合があり、無視できないことが明らかとなった。また, 固定費に対

する掛け率と設計流量,全負荷相当運転時間がわかれば,想定し得る 適配管口径がおおよそ

予測できるとがわかった。 

本章では, 適配管径算出に際しポンプ運転動力に対して実際の配管網での局部摩擦損失は

反映されていない。局部摩擦損失が加わった場合, ポンプ動力費が固定費に対し相対的に大

きくなるため, 実際の配管網では本手法による経済的 適化された配管口径は大きくなる傾

向にあると予想される。また,実際の配管網では機器,配管の耐圧,運転圧力の制限も加わるた

め,単位圧力損失の制限が加わり,局部損失同様に配管径は拡大する傾向にあると言える。次

章以降では実際の配管網を想定し経済的 適化計算について述べる。 
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第５章 
 
 

モデル検討２ 

熱供給配管網での 

管径経済的最適化 
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  5.2.2 枝菅での配管口径低減効果 

  5.2.3 従来の管径計算手法との差 

 5.3 熱供給配管網での管径経済的最適化のまとめ 

 

 
 
 
 
 
 

 

  



 

128 
 

 前章においては単位工事線長当たりでの配管径の経済的 適化について述べた。本章では

その考えを配管網について発展させた経済的 適化モデル検討について解説する。 

 

5.1 解析 

 ２章で述べた計算フローにより熱供給配管網の配管口径の経済的 適化プログラムを構築

し,本節で解説するモデル計算を行った。プログラムはFORTRAN90によっている。 

 モデル配管網は東北地方の北部に位置するため,弘前の外気温データ 5-1)を使用した。 

5.1.1 計算与条件 

 配管網モデルとしては第2章図2-22で示したものと同じ事例（図-5.1）に示すものを用い

る。需要家は6棟がホテル,1棟が病院から構成されており,プラントでは近隣から調達された

木質バイオマス燃焼が計画された。配管設置場所は,プラント周辺は緑地,それ以外は歩道と

車道である。配管種は配管径が断熱樹脂管の 大径を超える可能性を考慮し,合成樹脂被覆断

熱鋼管とした。設計温水送水温度75℃,還水温度55℃,変流量制御である。計算上往還温度差

は20Kと一定とした。表-5.1に需要家別の設計熱負荷,表-5.2に配管埋設場所および区間配

管長, 表-5.3に気象条件及び熱負荷条件,表-5.4に配管網圧力与条件を示す。また,埋設配管

の仮定断面は３章図-3.7～図-3.9,各種コストとデータは3章表-3.8,表-3.9,4章表-4.2によ

った。熱需要は暖房と給湯である。両負荷共外気温のみにより変動するものとし期間の限定

はしていない。年間給湯熱負荷については外気温との相関を求めるため,空気調和・衛生工学

会の宿泊施設の給湯月別負荷比率 5-2)から月別の平均外気温との相関を求めた。さらに時刻別

負荷比率により年間の全負荷相当運転時間を求め,地域係数を乗じたものを解析対象地の給湯

負荷としている。 
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図-5.1 配管網モデル 
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5.2 解析結果 

実際の配管網での経済性の検討は,気象条件,物価上昇率などは,ある固定値を設定して行わ

れる。しかしながら,木質バイオマス利用の熱供給の場合多くが補助金を利用しており,その補

助割合はプロジェクト成立の変動要素となる。このため,本研究においても補助金率を変化さ

せ,配管口径と経済性を検討するものとした。 

 

 

 

 

 

  

負荷　

需要家No. 施設名 暖房 給湯 合計 区間長

kW kW kW m

1 Aホテル 700 500 1,200 336.0

2 Bホテル 0 300 300 232.0

3 Cホテル 0 400 400 199.0

4 A病院 600 800 1,400 161.0

5 Dホテル 200 150 350 527.0

6 Eホテル 180 150 330 556.0

7 Fホテル 1,000 400 1,400 678.0

合計 2,680 2,700 5,380

区間No. 埋設場所 区間長 区間No. 埋設場所 区間長

m m

1 緑地 15.0 10 歩道 20.0

2 緑地 126.0 11 歩道 312.0

3 歩道 33.0 12 歩道 24.0

4 歩道 114.0 13 車道 28.0

5 歩道 5.0 14 車道 94.0

6 車道 15.0 15 車道 10.0

7 車道 15.0 16 歩道 5.0

8 緑地 169.0 17 歩道 10.0

9 歩道 69.0

表-5.1 需要家別設計熱負荷 

表-5.2 区間長および配管埋設場所 
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5.2.1 補助金率による違い 

 表-5.5に補助金0%時の計算各段階における算出口径,また表-5.6に補助金75%時の計算各段

階における算出口径の変化を示す。また,表-5.7には区間別 適化配管径の補助金率による変

化を示す。表-5.7 から補助金が 50%ほどまでは配管径の変化は起こらず,補助金額が過半を示

すようになると管径増大の変化が現れることが理解できる。このように,補助金率が上昇した

場合に口径増となる結果は,前報の線長あたりの解析結果の傾向と一致する。 

 

 

 

 

 

 

数値 単位
気象条件 設計外気温 -5 ℃ 寒月日 低気温の平均

暖房限界温度 15 ℃
土壌平均温度 10.2 ℃ 年間平均外気温と仮定

負荷 暖房負荷
全負荷相当運転時間 2768 h/年 15℃以下の外気温時
給湯負荷
全負荷相当運転時間 4632 h/年

項目 対象
弘前

備考

記号 名称 単位 数値 備考
γ ：局部圧力損失割合 [-] 0.33 出典5-3)
hpl ：プラントの標準海水面からの高さ [m] 5.0
hb ：配管最深部の標準海水面からの高さ [m] 2.0

⊿PRd ：需要家必要差圧 [kPa] 100.0
⊿PRpt ：加圧による自然上昇水頭 [kPa] 100.0
⊿Prsys ：システム最高圧(許容圧) [kPa] 1000.0

表-5.3 気象条件および熱負荷条件 

表-5.4 配管網圧力与条件 
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区間 最適化 管径

番号
Case

区間毎
最適化

口径順次
低減

枝管口径
低減

1 2 200 200 200
2 2 150 150 150
3 2 100 100 100
4 2 100 100 100
5 2 100 100 100
6 3 80 80 50
7 1 25 25 25
8 3 125 125 100
9 2 125 125 125

10 3 125 125 100
11 2 125 125 125
12 3 125 125 125
13 3 125 125 125
14 3 125 125 125
15 3 125 125 125
16 3 65 65 50
17 3 65 65 50

区間 最適化 管径

番号
Case

区間毎
最適化

口径順次
低減

枝管口径
低減

1 1 250 250 250
2 1 200 200 200
3 1 100 125 100
4 1 100 125 100
5 1 125 125 100
6 3 80 80 50
7 1 25 25 25
8 2 125 125 125
9 1 150 150 150

10 2 125 125 100
11 1 150 150 150
12 2 125 125 125
13 2 125 125 125
14 2 125 125 125
15 2 125 125 125
16 2 65 65 50
17 2 65 65 50

表-5.5 計算段階における最適化口径の変化(補助金率:0%) 

表-5.6 計算段階における最適化口径の変化(補助金率:75%) 
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補助金率　[%]

区間番号 0 25 33 50 67 75

1 200 200 200 200 200 250

2 150 150 150 150 200 200

3 100 100 100 100 100 100

4 100 100 100 100 100 100

5 100 100 100 100 100 100

6 50 50 50 50 50 50

7 25 25 25 25 25 25

8 100 100 100 100 125 125

9 125 125 125 125 150 150

10 100 100 100 100 100 100

11 125 125 125 125 150 150

12 125 125 125 125 125 125

13 125 125 125 125 125 125

14 125 125 125 125 125 125

15 125 125 125 125 125 125

16 50 50 50 50 50 50

17 50 50 50 50 50 50

凡例 ：補助金率の変化により口径変化があったもの

：枝菅での口径圧縮があったもの

表-5.7 補助金率による最適化口径の変化 
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5.2.2 枝菅での配管口径低減効果 

図-5.2に補助金率0%,図-5.3に補助金率75%の場合の配管径の計算結果を示す。 

 配管径は第 2 章 Step-5.4 での 終結果を示すが,Step-4 までの区間毎の口径 適化計算に

よるもの,Step-5.3により枝菅の配管径低減との差がある場合には左側に区間毎に 適化計算

結果の口径を併記した。また,Step-5.1での配管径の調整により口径が変化した区間は区間毎

によるものと 終的な配管径の間に口径を記した。 図-5.2,図-5.3から補助金率に関わらず

枝管での口径低減効果は確認できる。 
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図-5.2 最適化口径(補助金率:0%) 

図-5.3 最適化口径(補助金率:75%) 
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補助金率 0%の図-5.2においては,区間６において 80A から 50A,区間 8で 125A から 100A,
区間10で125Aから100A,区間16と17で65Aから50Aの枝管における口径低減 

効果が認められる。また,補助金率 75%の図-5.3 では区間 6,10,16,17 は図-5.2 と同様となる

が,区間8では口径低減は起こっていない。そのかわり,同一の需要家1系統の区間3,4,5で計

算過程での口径の変化がある。このうち,区間3,4では区間毎の口径 適化ではそれぞれ100A
と算出されたが,下流の区間5が125Aとなったため,Step-5.1での配管径の調整により一旦区

間 5 と同一の 125A に調整された後,配管網での 適化の際の枝管口径の低減によりそれぞれ

100Aに低減された。 

  

5.2.3 従来の管径計算手法との差  

 許容単位圧力損失と制限流速により各区間の管径を求める従来の配管径算出手法(以降標準

設計)で算出した口径が表-5.8に示す値である。 

制限流速は3.0m/s と一定とし,許容単位圧力損失を50Pa/mずつ変化させた。この際,配管網

全体でのシステム圧力制限は無視している。本手法における単位圧力損失は381Pa/mであるの

で, 表-5.7 に示す補助金 0%時の口径が表-5.8 の 400Pa/m に近い値となっていることがわか

る。 

 

単位摩擦損失 [Pa/m]

250 300 350 400 450 500

1 200 200 200 200 200 200

2 200 200 200 150 150 150

3 125 125 100 100 100 100

4 125 125 100 100 100 100

5 125 125 100 100 100 100

6 80 80 80 65 65 65

7 25 25 25 25 25 25

8 125 125 125 125 125 125

9 150 150 125 125 125 125

10 125 125 125 125 125 100

11 150 150 125 125 125 125

12 125 125 125 125 125 125

13 125 125 125 125 125 100

14 125 125 125 125 125 100

15 125 125 125 125 125 100

16 80 65 65 65 65 65

17 80 65 65 65 65 65

凡例 ：許容位圧力損失増加により口径変化が

　あったもの

区間番号

表-5.8 許容単位圧力損失毎の決定口径 
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 標準設計では補助金を導入しても配管径は変わらないため, 補助金率に応じ固定費は変化

するもののポンプ運転動力費と熱損失費は変化しない。標準設計と本手法による年価の合計

について,補助金率を変化させた場合について比較した(図-5.4)。全ての補助金の範囲におい

て本手法の年価が標準設計より下回っていることが確認できる。また,本手法による年価を分

子とし標準設計による年価を分母とした年価の割合を図-5.5に示す。許容単位圧力損失が

250Pa/mと300Pa/m, また,400Pa/mと450Pa/mにおける配管径はどの区間でも同じであるため

(表-5.8),図-5.5におけるグラフは同じ変化となっている。また,同図から,標準設計における

許容単位圧力損失が大きく,補助金率が高いほど本手法による経済性が高い傾向となることが

わかった。これは,図-5.4からも理解できるように,補助金率が高くなるに従い年価に占める

固定費の割合がポンプ動力に対して減少してくるため,今回のエネルギー費や土木費用の単価

の設定の場合,相対的に固定費が小さい高圧力損失の場合に対し,相対的に口径が大きくポン

プ動力費の少ない本経済的 適化手法に有利に働くためと考えられる。 

 図-5.4から補助金率が低い場合には配管径の相対的に小さい高許容圧力損失の場合の方が

固定費が少ないため経済的であり,その中でも本計算手法は枝管においては管径低減化が行わ

れるためにさらに固定費と熱損失費が圧縮されることが理解できる。また,補助金率が高くな

ると標準設計ではポンプ動力費が変化しないのに対し,本手法においては主系統においても配

管径が増大化しポンプ動力の低減化が図られる。このため,固定費と熱損失費は相対的に増加

するもののポンプ動力費の低減により合計の年価は標準設計に比べ低くなり経済的な解を得

ることになる。
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5.3 熱供給配管網での管径経済的最適化のまとめ 

 本章では,前章での配管工事線長当たりでの地域熱供給配管径の経済的 適化手法を計算の

ベースにし,①許容単位圧力損失の追加,②枝管での配管口径低減,③需要家に向かっての管径

順次低減の原則,④局部圧力損失追加,⑤熱損失の低減の考慮などを加えることにより配管網

における管径の経済的 適化を導く理論を用いたモデル計算例を示した。 

 モデル配管網における標準設計と本計算結果の比較により,補助金率が低い場合には本手法

では枝管での配管径低減が固定費の年価の低減化につながり,補助金率が大きくなると主系統

において配管口径の増大が図られ,ポンプ運転費の年価の削減につながり配管費と熱損失費の

増大を上回る効果を得ることがわかった。 

 このことから,年価ベースの経済性の比較において,補助金非適用時また補助金適用時にお

いても,本計算手法により従来の標準的な管径決定手法に比べ経済的に有利な解が導けること

が明らかとなった。 

 今後小規模熱供給の事業成立を図る上で,従来の標準的な管径決定方法ではなく本手法を利

用することは経済的により有利な配管網を成立させることを意味しており,本手法の活用が期

待できる。 
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６．まとめ 

6.1 本研究のまとめ 

 本研究においては,地域熱供給システムを構成する地域配管についてその経済的建設に焦点

を当て,建設・維持管理運営を含めた経済的 適化を示す配管口径を求めるプログラム開発と

そのプログラム活用の効果について研究を行った。 

まず,論文前半の2章までで,研究の意義と熱供給配管網の経済的 適化理論を示した。次

に,3章で実際の建設における金額,土木工事量等の既存収集データについて調査結果と分析結

果を述べた。そして,4章において単位工事線長における配管の経済的 適化口径の解析結果, 

５章において配管網における経済的 適化事例を解説し,暖房・給湯負荷での温水配管におい

て標準設計に対し本理論により配管径を決定した場合の優位性について言及した。 

  

 第１章では,研究の対象となる地域配管網に着目する理由を明確にし,熱供給インフラの社

会的意義,脱炭素に向けての有用性を示した。次に,熱供給インフラに配管網が欠かせない施

設である点と,我が国においては諸外国に比べ整備が立ち遅れている点について言及した。 

また,国内において従来の熱供給事業の配管線長当たりの熱供給量が2.2MWh/年/m～484.0MWh/

年/mであるのに対し,今回研究対象としている小規模熱供給配管網については0.6MWh/年/m～

38.0MWh/年/mと著しく低い現状を示している。このことは小規模熱供給の場合には,収入とな

る熱供給量に対し支出側となる配管網の経済的負担の割合が熱供給事業に対し非常に大きい

ことを意味している。したがって,小規模熱供給事業の成立のためには,配管網における建設

と運営の一層の経済性の向上が求められる。そのため,より精緻な配管網の経済的 適化手法

が必要であることを明らかにした。そして,現在までの既往研究の状況について表し,そこで

顧みられなかった条件を考慮し土木工事費まで含めた市場流通管の呼び径による経済的 適

口径算定手法の意義を示した。 

 

 第２章では,配管網の種類とその構成要素を示し,経済的 適化を図るうえで決定的な要素

となる配管径について言及した。そして,配管径の経済的 適化の段階として,直管の線長当

たりでの 適化から,配管網での経済的 適化に至る道筋を明確にした。また,経済的に 適

な管径を求める手段として固定費と変動費を併せて評価するための年価法について解説する

と共に,配管網での年価の構成を示し,固定費・熱損失費・ポンプ運転費の年価の総計の 小

値をから市場流通管での経済的 適呼び径を導く本研究独自の考え方を明らかにし,算出フロ

ーを明らかにした。 

 

 第3章では, 第２章で展開した理論を検証するために収集した基礎データについて解析し

た結果を示した。具体的には, 固定費の中の配管敷設費用に占める直接工事費に対する間接

工事費の割合を文献による調査と,実際の見積事例の調査により明らかにした。さらに,配管
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ファブリケーターおよび配管メーカーの資料に基づきサービス管外径とジャケット管外径の

関係式,およびサービス管外径と配管材料費と配管接続費の関係を表した。 

 また.土木工事費は配管が埋設される場所によって異なるため,典型的な埋設場所である緑

地,歩道,車道について標準断面を示し,土木工事費の構成を明らかにし,土木工事数量の構成

を表し,各埋設場所に応じた各工事別の土木数量とサービス管外径の関係式を示した。 

さらに,標準工事断面別の工事線長当たりの配管建設費について,配管種別,口径別に算出し

工事費に占める配管材料費,配管接続費,土木工事費の割合の変化を表し,小口径配管であるほ

ど土木工事費の影響が大きいことを明らかにした。 

 

 第4章では, 単位配管線長あたりでの配管口径の経済的 適化計算についてモデル検討を

行った。 

経済的 適配管口径をサービス管外径に関係付け,固定費､ポンプ運転動力費、熱損失費の

年価合計を 小とする配管径を算出し,その前後の二つの呼び径について限界流速超過の判断

を行い,限界流速内に二呼び径とも収まっている場合には,年価合計の比較を行いその小さい

方の呼び径を経済的 適口径として決定した。具体的には,熱負荷の前提条件を３地域に渡り

設定し,経済的 適化口径がどのようになるかについて計算例を補助金率別に示した。その結

果,年間の累積暖房負荷の大きい地域ほど口径が大きく算出される傾向が明らかとなった。ま

た,補助金率を上昇させると固定費の割合が下がるためやはり口径は大きく算出されることが

わかった。 

 さらに,合成樹脂被覆断熱鋼管と断熱樹脂管それぞれについて設計流量と固定費に対する掛

け率,全負荷相当運転時間の関係をグラフ化した結果,想定しうる 適化口径配管種別におお

よそ予測できることがわかった。 

 

 第５章では,前章までに行った配管工事線長あたりの口径経済的 適化を熱供給配管網に発

展・適用したモデル検討結果を示した。 

具体的には配管網での管径経済的 適化として,「ネットワーク全体での圧力制限」に加

え,「需要家に向かっての配管径順次低減の原則」,「ネットワーク枝管での口径低減」,「局

部圧力損失の考慮」,「並行して長距離埋設される配管による熱損失の低減」を条件に追加し

モデル配管網での計算を試みた。 

その結果本研究プログラムを用いたモデル配管網での計算結果の提示と解析により,本計算

理論の活用が従来の口径算出方法に比べ数％経済的な配管径を算出できることを明らかにし

た。また,補助金率が高く,かつ許容単位摩擦損失が大きくなるほどその差異は大きくなる傾

向があり 大で10%以上の違いが出ることがわかった。 

 

本研究は今までの配管網計画における管径決定で顧みられていなかった以下の点を考慮し

ており,従来の管径算出理論から算出される口径で構成された熱供給配管網より,本研究によ
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るものの経済性が高いことについて示した。今後,経済的に 適な熱供給配管網の成立を図る

上で,本研究に手法の活用が有効であると考える。 

 

① 我が国の実情に即した埋設配管建設費 

② 配管区間毎の配管設置場所の違い 

③ 補助金導入による影響 

④ 経済的 適呼び径の直接算出 

⑤ ネットワーク全体での圧力制限 

⑥ ネットワーク枝管での配管口径縮小 適化 

 

6.2 今後の展望と課題 

6.2.1 木質バイオマス熱利用への対応 

 我が国においても,地球温暖化対策への一環として再生可能エネルギー利用の推進が本格化

しようとしている。その中で木質バイオマス資源の有効活用は第６次エネルギー基本計画6-1)

でも再生可能エネルギーの熱利用の一つとして取り上げられている。第２次世界大戦後植林

されてきた樹木による森林蓄積は量は大きく,50年間で約2.8倍となっている6-2)。その製材と

しての建築への積極利用6-3)並びに, 間伐材や製材に適さないサイズや種類の材のエネルギー

への利用は地球温暖化対策のみならず,建材やエネルギーの多くを輸入に頼る我が国にとって

経済安全保障上も重要なテーマとなっている。 

その一環として本年(2022年3月1日)より,労働安全衛生法施行令の一部が改正され6-4),温水

木質バイオマスボイラ規格の緩和が行われ,今までより安価に木質バイオマスボイラーシステ

ムの構築が可能となり,木質バイオマス熱利用の一層の促進がされることとなった。 

また,バイオマス白書2022年版6-5),によれば木質バイオマスの熱利用は家庭部門,業務と産業

部門を合わせると原油換算で2018年の331.7万kL/年から2030年に697.7万kL/年の約２倍に増

加する想定となっている。 

このように,木質バイオマス熱利用の周辺環境は整いつつある。しかしながら,効率的な熱

利用のためには, 熱を生み出すプラントからの合理的かつ経済的な熱供給の仕組みが併せて

必要となる。 

まだ我が国においてはこうした木質バイオマス利用による熱供給は始まったばかりであり,

地球温暖化対策に資するこうした再生可能エネルギー利用の一層の普及が望まれる。 

 

 木質バイオマス利用小規模熱供給は,経済的見地から考えると、森林資源の豊富でかつ熱需

要の見込まれる温泉地などで今後建設が増加すると考えられる。そうした温泉地は,都市内と

比較すると高低差も大きく配管にかかる静水頭は配管設置場所で大きく異なることが予想さ

れる。その場合においては,配管網の往還圧力の許容範囲に今以上の制限が加わることになる

ので,そうした与条件の変化を本計算手法に反映していくことが課題であると言える。 
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 また,本 適化計算手法は配管網においては単一の管種を選定し検討を行うことを前提とし

ている。しかしながら,今後供給熱量の比較的大きな配管網が現れるような場合(再生可能エ

ネルギーとして清掃工場排熱を利用するようなケース)には，大流量部の配管を鋼管系,小流

量部の配管を樹脂管系とするような検討も必要となる。その際に実用上問題のないよう計算

プログラムを改善していくことが課題となる。 

 さらに,同じ断熱樹脂管であっても徳島県神山町に見られるような往還２本を断熱材で共巻

きし１本にしたような配管の使用はまだ計算手法に取り入れられていない。将来より経済性

の高い小規模熱供給配管網の建設を考える場合,そのような配管の使用も視野に入れる必要あ

る。そのための計算手法の改善も課題である。 

 加えて, 金島1-42)1-43)1-44)が言及している同時負荷率を考慮した区間毎の設計流量の設定の課

題がある。これには年間負荷計算の導入により 大流量を区間毎に捉え、かつ需要家系統毎

に 大圧力損失を算出するといった膨大な計算量が求められる。 

 このように,将来的な配管網の経済的 適化にはまだ多くの課題があるといえる。 

 

 また,供給管網の形状により、従来の管径算定手法に対する本研究による算定手法の効果は

変わってくると予想される。そのため,供給配管網の形状をパターン化し,どういったパター

ンの場合どれくらいの経済的効果があるのか確認する必要もあると考えられる。 

 

以上のように,今後,実プロジェクトに本研究の手法を使用し,さらなる改善点を見出し,さ

らに精度が高く使いやすい計算手法に発展できればと考えている。 

 

6.2.2 地域冷熱供給への対応 

本研究においては熱供給の中でも温水供給に対象を限定して理論構築を行った。しかしな

がら,我が国においては熱供給量としては冷熱供給の方が多い。現在は小規模熱供給において

は温水2管式システムの建設にほぼ限られているが,将来的に小規模冷水供給配管網の建設も

想定される。そうした場合の冷水2管式配管網における経済的 適化を考える場合,本研究で

示した熱損失の計算式を熱取得の計算式に変更するのみで対応可能と考える。 

しかしながら,熱供給区域において冷水・温水の両方を求められる場合,温水と冷水の4管式

にならざるを得ない。その場合,配管網では冷水配管と温水配管間での相互の熱影響による熱

損失,熱取得の関係を計算式に加える必要があることがさらなる検討課題と言える。 

また,配管埋設に伴う土木工事量の算定についてさらなる理論構築が求められる。掘削幅に

ついては,冷水,温水配管の配管径上大きな方によって決定されるものの,掘削深さは冷水配管

径および温水は管径の加算となってしまい,片方の配管径の経済的 適化により一義的に決定

できるものではない。 

このように,我が国における地域熱供給のさらなる発展のためには,温水,冷水の4管式につ

いての経済的 適化の理論構築が次の課題であると考える。  
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https://www.npobin.net/hakusho/2022/index.html , 2022年6月28日閲覧 
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別紙様式第 1 号 

博士論文審査報告書 

令和 5 年 2 月 13 日 

横浜国立大学大学院 
都市イノベーション学府長 殿 

審査委員主査 佐土原 聡  

審査委員 村上 公哉  

審査委員 高見沢 実  

審査委員 田中 稲子  

審査委員 吉田 聡  

審査委員 稲垣 景子  
 

学位論文及び試験結果報告書 

 

ふりがな または フリガナ 

論 文 提 出 者 
（姓）たちばな （名）まさや 

橘 雅哉 
学位及び専攻分野の

名称 博士（工学） 

学 籍 番 号  専攻 都市ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 専攻 

論 文 題 名 
小規模温水２管式地域熱供給配管網の経済的最適化に関する研究 

 
和訳
または
英訳 

Study on economic optimization of hot water two-pipe local heating network 

 

成績 
学位論文 試験 

合格（  ） 合格（  ） 

審査年月日 論文審査 試験 
令和 5 年 1 月 31 日～令和 5 年 2 月 9 日 令和 5 年 2 月 9 日 
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論文審査要旨 

 
 本研究では, 木質バイオマス熱利用に見られるような小規模地域熱供給システムを構成
する地域配管について,その経済的建設に焦点を当て,建設・維持管理運営を含めた経済的
最適化を示す配管口径を求めるプログラム開発を行い、そのプログラム活用の効果を明ら
かにしている。 

第１章では,研究の対象となる地域配管網に着目する理由を明確にし,熱供給インフラの
社会的意義,脱炭素に向けての有用性を示した。次に,熱供給インフラに配管網が欠かせな
い施設である点と,我が国においては諸外国に比べ整備が立ち遅れている点について言及
し、本論文全体の構成と市場流通管の呼び径による土木工事費まで含めた経済的最適口径
算定手法の意義を示した。 

 第２章では,配管網の種類とその構成要素を示し,経済的最適化を図るうえで決定的な要
素となる配管径について言及した。そして,配管径の経済的最適化について,直管の線長当
たりでの最適化から,配管網での経済的最適化に至る道筋を明確にした。 

 第3章では, 収集した基礎データについて解析した結果を示し, 固定費に占める直接工
事費と間接工事費の割合,サービス管外径と配管材料費と配管接続費の関係を明らかにし
た。さらに,土木工事数量の構成を表し,各埋設場所に応じた工事別の土木数量とサービス
管外径の関係式を示し,標準工事断面別の工事線長当たりの配管建設費を,配管種別,口径別
に算出した。 

 第4章では, 単位配管線長あたりでの配管口径の経済的最適化計算についてモデル検討
を行い,年間の累積暖房負荷の大きい地域ほど口径が大きく算出される傾向を明らかにし
た。また, 設計流量から経済的最適化口径を配管種別におおよそ予測できるグラフを示し
た。 

 第５章では,口径経済的最適化を熱供給配管網に発展・適用したモデル検討結果を示し,

本計算理論の活用が従来の口径算出方法に比べ経済的な配管径を算出できることを明らか
にした。 

本研究は今までの配管網計画における管径決定で顧みられていなかった点を考慮してお
り,従来の管径算出理論から算出される口径で構成された熱供給配管網より,本研究による
ものの経済性が高いことを示した。今後,経済的に最適な熱供給配管網を構築する上で,本
研究の手法の活用が有効であると考える。 

 以上のように本研究の成果は、今後我が国において設置の増加が見込まれる再生可能エネ
ルギー利用の小規模熱供給システム建設の経済性向上に資する計画ツールとして有用であ
り, また, 実務的な観点から設計・見積に必要な基礎データを提供しているので、博士（工
学）の学位請求論文として十分な価値を有すると認められる。なお、iThenticate によるチェ
ックを行ったが論文剽窃等の問題は認められなかった。 
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別紙様式第 2 号 
最終試験の結果の要旨 

令和 5 年 2 月 13 日 

報告番号 横国大都イ院博甲 第  号 ふりがなまたはフリガナ 

氏 名 
（姓）たちばな （名）まさや 

橘  雅哉 

審査委員 

 職 名       氏 名  

（主査） 教授 佐土原 聡  

 教授 村上 公哉  

 教授 高見沢 実  

 准教授 田中 稲子  

 准教授 吉田 聡  

 准教授 稲垣 景子  
（試験の結果の要旨） 
 

令和 5 年 2 月 9 日午後 5 時より、建築学棟１階大会議室において、審査委員全員出席の
下に、橘雅哉氏の学位論文公聴会を開催した。公聴会は 60 分余りにわたり、学位論文につ
いての口頭発表および質疑応答が行われた。同日午後 6 時 10 分より同会議室において審査
委員会を開催し、慎重審議の結果、本論文の内容は、博士（工学）の学位論文として十分な
内容を有していることを審査委員全員一致で確認し、合格と判定した。 

また、学位論文を中心とした質疑応答の内容から、これに関連する分野の科目についての
専門的知見や能力などを確認し、博士（工学）の学位を得るにふさわしい学力を有すると判
定した。 
 

外国語の能力に関しては、英文論文 
Hiroshi Okamoto, Yoshiro Yashiro, Masaya Tachibana ほか ：FIRE SAFETY DESIGN 

FOR SUPER HIGH-RISE BUILDING, PROCEEDINGS of ’98 SHANGHAI 
INTERNATIONAL SYMPOSIUM ON FIRE PROTECTION OF HIGH-RISE 
BUILDING, pp.150-157, 1998  

を執筆・発表しており、また、博士論文の梗概（6p.）を英訳したものを、審査委員会にお
いて確認し、英語能力に関する学力が十分であることを認めた。 
 

学位取得に必要な対外発表査読論文は 2 編以上となっているが、本論文の内容の一部を、
査読付き論文 
1) 橘雅哉，佐土原聡，吉田聡：地域熱供給配管網の経済的建設に関する研究(第１報) 直接埋設２管式既断熱

温水配管における線長あたりの配管径経済的 適化，空気調和・衛生工学会論文集，Vol.46，No.297，pp.11-
20，2021 

2) 橘雅哉，佐土原聡，吉田聡：地域熱供給配管網の経済的建設に関する研究(第2報) 直接埋設２管式既断

熱温水配管における配管網の経済的 適化，空気調和・衛生工学会論文集，Vol.47，No.305，pp.33-43，
2022 
として発表しており、その条件を満たしている。 
 
以上により、橘雅哉氏の最終試験は合格であると判定した。 

 




